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1 

Ⅰ． は じ め に 

 

１．この手続の適用 

  歳入代理店等、払込店および資金払込店における国庫金の受入れに関する

事務の取扱いについては、別に定めがある場合を除き、この手続の定めると

ころによる。 

 

２．用語の解説・略称 

  この手続に用いられている主な用語の解説およびその略称は、次表のとお

り。 

用語・略称 解   説 

歳入代理店 

歳入復代理店 

歳入復々代理店 

歳入代理店等 

代理店（一般代理店） 

 日本銀行は、法令の定めるところにより国庫金の出納事務を取

扱っているが、人々や国の利便性を高め、また国庫金の出納事務

の円滑な運営を図るため、民間金融機関との間で各種の代理店契

約を締結し、国庫金の出納事務の一部取扱を委嘱している。 

 歳入代理店とは、歳入代理店契約に基づき、国庫金の出納事務

のうち歳入金等の受入事務およびこれに付随する事務を取扱う

金融機関の店舗をいう。 

 歳入復代理店とは、歳入代理店事務の復託に関する契約を締結

した歳入代理店引受金融機関から、歳入金等の受入事務およびこ

れに付随する事務の復託を受けて、これらの事務を取扱う金融機

関または銀行代理業者等（銀行代理業者その他の金融機関の預金

等の受入れおよび為替取引の代理を営む者をいう。以下同じ。）

の店舗をいう。 

歳入復々代理店とは、歳入代理店事務の復託および復々託に関

する契約を締結した歳入代理店引受金融機関から、歳入金等の受

入事務およびこれに付随する事務の復々託を受けて、これらの事

務を取扱う銀行代理業者等の店舗をいう。 

なお、この手続では、歳入代理店、歳入復代理店および歳入復々

代理店を総称して「歳入代理店等」という。 
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用語・略称 解   説 

このほか、代理店契約に基づき、国庫金の出納事務一般を取扱

う金融機関の店舗もあり、当該店舗は代理店（歳入代理店等他の

代理店と区別するため「一般代理店」と呼ぶ場合もある。）とい

う（代理店における事務取扱は、この手続の対象外）。 

国庫金 

歳入金 

国税収納金整理資金 

歳入金等 

 国庫金とは、国の収入・支出となる現金の総称をいう（地方公

共団体の収入金・支出金は、国庫金ではない。）。 

 国庫金のうち、国有財産の利用収入、交通反則金、厚生保険や

国民年金の保険料など国の一般会計および特別会計の収入金を

歳入金といい、所得税、法人税、酒税などの国税を国税収納金整

理資金という。 

 なお、歳入金と国税収納金整理資金を総称して「歳入金等」と

いう。 

派出先  代理店または歳入代理店が、日本銀行の承認を受けて官庁（税

務署・国税局、税関、法務局または裁判所）に派出し、国庫金の

受入事務およびこれに付随する事務を取扱う窓口をいう。 

納付者等 

払込人 

振替金融機関 

 歳入代理店等において歳入金等を納付する者としては、個別の

納付者（個人、法人）のほか、払込人や振替金融機関が存在する。 

 このうち、払込人とは、納付者から直接受入れた歳入金等を歳

入代理店等に納付する者をいい、具体的には、①官庁の会計職員

（収入官吏、国税収納官吏）、②国の委託により収納した歳入金

を納付する市町村または日本年金機構、が該当する。 

 また、振替金融機関とは、官庁および納付者との間の三者契約

に基づき、納付者から依頼を受けて、納付者の預貯金口座から引

き落とした現金を歳入代理店等に納付する金融機関をいう（振替

金融機関と、当該振替金融機関が歳入金等を納付する歳入代理店

等は、同一金融機関に所属するケースが多いが、異なる金融機関

であっても問題ない。）。 

なお、この手続では、納付者および払込人の総称を「納付者等」

という。 
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用語・略称 解   説 

払込店  歳入代理店引受金融機関および歳入復代理店引受金融機関は、

自行庫等に設置されている歳入代理店または歳入復代理店のう

ち、証拠書類の取りまとめにあたる店舗を払込店として日本銀行

に届け出ている。また、歳入代理店引受金融機関の払込店は、自

行庫等に設置されている歳入代理店の受入分のみならず、自行庫

等を復託元とする銀行代理業者等の歳入復代理店または歳入

復々代理店の受入分についても、取りまとめることとなってい

る。 

 なお、歳入代理店引受金融機関の払込店は、日本銀行の承認を

受けた場合には、自行庫等の一般代理店が取扱った歳入金等（国

庫金振替書により納付を受けたものを除く。）についても、取り

まとめを行うことができる（注）。 

（注）財政投融資特別会計（貸付金利子等の納付）分を払込店で取

りまとめる場合には、歳入金等を取扱った一般代理店のＯＣＲ

処理店と、当該払込店のＯＣＲ処理店が同一である必要。 

資金払込店 歳入代理店引受金融機関は、日本銀行との間で国庫金の受入金

にかかる資金決済を行う店舗を資金払込店として日本銀行に届

け出ている（資金払込店は、日本銀行の当座勘定取引先である必

要があるが、歳入代理店でなくてもよい。）。 

資金払込店は、自行庫等の歳入代理店およびその派出先が受入

れた国庫金の受入金（自行庫等の一般代理店が取扱った歳入金等

を払込店が取りまとめることについて、日本銀行の承認を受けた

場合には、当該歳入金等の受入金を含む。）のみならず、復託ま

たは復々託先の金融機関または銀行代理業者等が受入れた国庫

金の受入金にかかる資金決済も行うこととなっている。 

証票提出先 

ＯＣＲ処理店 

 払込店が取りまとめた証拠書類を送付する日本銀行の本支店

を証票提出先といい、歳入代理店引受金融機関および歳入復代理

店引受金融機関は、払込店の所在地に応じて別表２の範囲内で選

択し、日本銀行に届け出ている。 

 日本銀行では、払込店から送付を受けた証拠書類について、光

学読取式電子情報処理組織を使用して読取処理（＝ＯＣＲ処理）
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用語・略称 解   説 

を行っている。当該読取処理を行う日本銀行の本支店をＯＣＲ処

理店といい、払込店の所在地に応じ、別表３のとおりとなってい

る。 

 １つの払込店に対応する証票提出先とＯＣＲ処理店は、同一の

店舗とは限らないため、いずれかの店舗に連絡する必要がある場

合には、連絡先を誤らないよう注意する。 

日銀ＯＣＲ分 

通常分 

官庁ＯＣＲ分 

領収控 

 歳入金等の受入書類は、大別すると、①日銀ＯＣＲ分と②通常

分の２種類に区分され、いずれの区分に属するかによって、官庁

への領収済通知の仕方および日本銀行への証拠書類の提出方法

が異なる。このため、歳入代理店等の後方整理事務や払込店事務

の中では、参考書式第 10号から第 14号までの受入書類（アンダ

ーカラー（受入書類の下辺に印刷または手書きにより表示されて

いる帯状の目印をいう。以下同じ。）が付されているものを除く。）

は日銀ＯＣＲ分として、これ以外の受入書類は通常分として取扱

うこととなっている。 

 なお、日本銀行では、日銀ＯＣＲ分の場合は受入書類自体を、

通常分の場合は受入書類にかかる集計表（書式第１号）を、光学

読取式電子情報処理組織で読取ることとなるが、通常分の受入書

類の中にも、官庁において光学読取式電子情報処理組織を使用し

て読取処理（＝ＯＣＲ処理）を行っているもの（例えば、国民年

金保険料の受入書類）が存在する。このような受入書類を官庁Ｏ

ＣＲ分といい、ＯＣＲ帳票が使用されているため、歳入代理店等

の後方整理事務や払込店事務においては、誤って日銀ＯＣＲ分に

仕分けないよう、注意が必要である。 

 また、歳入金等の受入書類は、基本的に３片で１セットとなっ

ているが、この手続では、このうちの領収証書および領収済通知

書以外の１片を、領収控といっている。 

電子収納 

リモート収納 

窓口電子収納 

窓口ＭＰＮ端末 

 電子収納とは、代理店または歳入代理店等が国庫金を受入れ、

官庁に対する領収済情報および日本銀行に対する国庫計理・資金

決済情報の通知を、日本マルチペイメントネットワーク運営機構

を通じて行うことをいい、①リモート収納と②窓口電子収納に大
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窓口電子収納受入店 

電子収納事務にかか

る払込店 

別される。このうち、①は、納付者からインターネット等のリモ

ートチャネルやＡＴＭを通じて納付の指図が行われ、窓口におけ

る受入事務は発生しないスキームである一方、②は、窓口におい

て歳入金等を受入れる際に窓口用端末を利用するスキームであ

る。当該窓口用端末は、マルチペイメントネットワークの窓口オ

ンライン方式の処理を行うためのものであり、窓口ＭＰＮ端末と

いわれている。 

代理店または歳入代理店等が電子収納を開始する場合には、日

本銀行の承認を受ける必要があるが、当該承認を受けて窓口電子

収納を取扱う店舗を「窓口電子収納受入店」という。 

なお、電子収納により受入れた国庫金の受入金については、資

金払込店ではなく、電子収納の承認を受ける際に別途届け出る

「電子収納事務にかかる払込店」が、日本銀行に払い込むことと

なっている。 
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３．歳入代理店引受金融機関、歳入復代理店引受金融機関・銀行代理業者等、

歳入復々代理店引受銀行代理業者等の事務取扱範囲 

  歳入代理店引受金融機関、歳入復代理店引受金融機関・銀行代理業者等、

歳入復々代理店引受銀行代理業者等において取扱う事務の範囲は、主として

次表のとおり。 

 歳入代理店  

引受金融機関 

歳入復代理店 

引受金融機関 

歳入復代理店  

引受銀行代理業者等 

歳入復々代理店 

引受銀行代理業者等 

(1)歳入代理店等

の事務（Ⅱ．） 
○ ○ ○ ○ 

(2)払込店の事務

（Ⅲ．） 
○ ○ × × 

(3)資金払込店の

事務（Ⅳ．） 
○ × × × 

 

４．この手続以外の定め 

歳入代理店等、払込店および資金払込店における国庫金の受入れに関する事

務について、この手続以外の定めは、次のとおり。 

（１）日本銀行代理店および歳入代理店派出収納事務取扱手続（関係先にのみ

配付）（注１） 

（２）日本銀行国庫金電子収納事務取扱手続（注２） 

（３）日本銀行から送付される事務取扱いに関する通知類 

（注１）歳入代理店が官庁に派出して国庫金の受入事務を取扱っている場合には、

派出先における取扱いおよび自店における受入書類等の点検については、（１）

の手続の定めるところによる。 

（注２）リモート収納の取扱いおよび電子収納事務にかかる払込店における取扱い

については、（２）の手続の定めるところによる。 
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５．店頭への掲示 

  歳入代理店等は、店頭に次表のとおり掲示を行う。 

 店頭掲示の内容 

歳 入 代 理 店の場合 日本銀行歳入代理店 

歳入復代理店の場合 日本銀行歳入復代理店 

歳入復々代理店の場合 日本銀行歳入復々代理店 

 

６．領収印・集計表集中作成店印 

  この手続で使用する領収印および集計表集中作成店印は、次のとおりとす

る。なお、これらは、必要記入事項（日付、店名および処理内容）の記載の

代替として使用するものとする。 

 

（１）歳入代理店等において使用する領収印 

  イ．専用印の様式・規格等 

    歳入代理店等において専用印を調製する場合には、次表の様式・規格

等を満たしたものとする。 

様  式 規 格 等 

 

 

 

 

 

 

（イ）直径は２.５cmとする。 

（ロ）「日銀歳入代理」の表示については、歳入復代理店

においては「日銀歳入復代理」と、歳入復々代理店に

おいては「日銀歳入復々代理」とする。 

（ハ）店名は、出張所については「○○支店○○出張所」、

事務所については「○○事務所」とする。また、銀行

代理業者等の店舗の場合には、当該業者等の名称また

は所属銀行等の名称（注）および店舗名とする。 

  （注）所属銀行等の名称とする場合には、所属銀行等に

同一の名称の店舗がないこと。 

（ニ）「支店」、「出張所」または「事務所」の文字は省略

することができる。この場合、出張所名には括弧を付

ける。 

３０．６．４  

日銀歳 

入代理 ○ 

○ 支 

店 

○ 

○ 銀 

行 
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 ロ．自行庫等所定の出納印を使用する場合の要件 

    次の要件を満たした自行庫等所定の出納印（銀行代理業者等の店舗が

使用するものを含む。）については、イ．の専用印に代えて使用すること

ができる。 

  （イ）規格・様式について、次の条件を満たしていること。 

    ａ．２.５cm四方の枠内に納まるものであること。 

    ｂ．正式な金融機関名（銀行代理業者等の店舗が使用するものは、当

該業者等の名称または所属銀行等の名称（注））、店名および日付が表

示されていること。この場合、金融機関名または銀行代理業者等の

名称について、略称（「銀行」、「信用金庫」、「信金」、「信用組合」ま

たは「信用農業協同組合連合会」の文字を省略する場合も含む。）を

使用することができる。 

（注）所属銀行等の名称とする場合には、所属銀行等に同一の名称の店舗がな

いこと。 

    ｃ．店名は、「支店」、「出張所」もしくは「事務所」の文字または出張

所の母店名を省略することができる。 

  （ロ）自行庫等のすべての歳入代理店等において所定の出納印が統一的に

使用されていること。 

  ハ．管理方法 

  （イ）歳入代理店等の領収印については、自行庫等所定の内部手続に、取

扱者、管理責任者の任命、営業時間後の保管方法等を規定し、厳格に管

理・保管すること。また、領収印として使用する出納印については、同

手続に、その規格および様式についても規定すること。 

  （ロ）同一の様式の領収印を２個以上使用する場合には、店名の横に取扱

者を区分するための連続番号、アルファベット等を表示することができ

る。また、自行庫等所定の出納印（銀行代理業者等の店舗が使用するも

のを含む。）を領収印とする場合は、受入区分（窓口収納分または口座

振替収納分）の別に応じて複数の様式のものを使い分けることができる。 

 



9 

（２）払込店において使用する集計表集中作成店印 

   払込店において集計表集中作成店印を調製する場合には、次表の様式・

規格等を満たしたものとする。 

様  式 規 格 等 

 

 

 

 

イ．直径は３.０cmとする。 

ロ．「支店」の文字は省略することができる。 

 

７．届出事務 

  次の（１）から（６）までのケースについては、あらかじめ日本銀行本店

への届出が必要となるため、もれがないよう注意する。 

  なお、歳入復代理店または歳入復々代理店にかかる届出については、復託

（および復々託）に関する契約締結先である歳入代理店引受金融機関（＝復

託元の歳入代理店引受金融機関）が行うことになるため、歳入復代理店引受

金融機関・銀行代理業者等および歳入復々代理店引受銀行代理業者等は、該

当するケースが発生するときは、当該歳入代理店引受金融機関への報告を失

念しないよう留意する。 

   

（１）歳入代理店等の店舗の位置、名称または店番号の変更に関する届出 

   次表の「対象店舗」欄に記載の店舗の位置、名称または店番号（注）が変更

となる場合には、「提出者」欄に記載の者が、「届出の様式」欄に記載の様

式で届出を行う。 

（注）店番号とは、金融機関が所属金融団体に登録した当該店舗の統一店番号をいう。  

３０．６．４ 

集 計 表     

作 成 店     

○○銀行 

○○支店 
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（２）歳入代理店等の店舗の廃止に関する届出 

   次表の「対象店舗」欄に記載の店舗が廃止となる場合（注）には、「提出者」

欄に記載の者が、「届出の様式」欄に記載の様式で届出を行う。 

  （注）「店舗廃止」、「一般代理店設置」（歳入代理店の場合）、「移動店舗への変更」、「無

人店舗への変更」、「店舗内店舗への変更」（既存の店舗内店舗に設置の歳入代理店

等を廃止する場合を含む。）、「機能特化型店舗への変更」（コンサルティング業務

等の現金を取扱わない業務に特化した店舗への変更をいう。）または「銀行代理業

等の契約解除」（銀行代理業者等の店舗に設置されている歳入復（々）代理店の場

合）に伴う廃止の場合に限る。これら以外の事由による廃止の場合には、本届出

書は使用せず、日本銀行に照会のうえ、その指示により取扱う。 

対象店舗 提出者 届出の様式 

歳 入 代 理 店 
歳 入 代 理 店 

引 受 金 融 機 関 

歳入代理店廃止届（様式第４号） 

歳 入 復 代 理 店 

（ 金 融 機 関 ） 

復託元の歳入代理店 

引 受 金 融 機 関 

歳入復代理店廃止届（様式第５号） 

歳 入 復 代 理 店 

（銀行代理業者等） 

歳入復代理店廃止届（様式第６号） 

歳入復々代理店 

（銀行代理業者等） 

歳入復々代理店廃止届（様式第７号） 

 

 

対象店舗 提出者 届出の様式 

歳 入 代 理 店 
歳 入 代 理 店 

引 受 金 融 機 関 

代 理 店 店 舗 位 置 名 称 等 変 更 届 

（ 様 式 第 １ 号 ） 

歳 入 復 代 理 店 

（ 金 融 機 関 ） 

復託元の歳入代理店 

引 受 金 融 機 関 

歳入復代理店店舗位置名称等変更届 

（ 様 式 第 ２ 号 ） 

歳 入 復 代 理 店 

（銀行代理業者等） 歳入復代理店等店舗位置名称等変更届 

（ 様 式 第 ３ 号 ） 歳入復々代理店 

（銀行代理業者等） 
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（３）歳入代理店等の店舗種別の変更に関する届出 

   次表の「対象店舗」欄に記載の店舗が、「支店から出張所（農林中央金庫

の事務所を含み、移動店舗または無人店舗による出張所を除く。以下、（３）

において同じ。）」または「出張所から支店」に変更となる場合には、「提出

者」欄に記載の者が、「届出の様式」欄に記載の様式で届出を行う。 

対象店舗 提出者 届出の様式 

歳 入 代 理 店 
歳 入 代 理 店 

引 受 金 融 機 関 

代 理 店 店 舗 位 置 名 称 等 変 更 届 

（ 様 式 第 １ 号 ） 

歳 入 復 代 理 店 

（ 金 融 機 関 ） 

復託元の歳入代理店 

引 受 金 融 機 関 

歳入復代理店店舗位置名称等変更届 

（ 様 式 第 ２ 号 ） 

（４）資金払込店の変更に関する届出 

次表の「対象店舗」欄に記載の店舗にかかる資金払込店を変更する場合に

は、「提出者」欄に記載の者が、「届出の様式」欄に記載の様式で届出を行う。 

対象店舗 提出者 届出の様式 

歳 入 代 理 店 
歳 入 代 理 店 

引 受 金 融 機 関 

資金払込店変更届（様式第 10 号） 

歳 入 復 代 理 店 

（ 金 融 機 関 ） 

復託元の歳入代理店 

引 受 金 融 機 関 

資金払込店変更届（様式第 11 号） 

歳 入 復 代 理 店 

（銀行代理業者等） 

資金払込店変更届（様式第 12 号） 

歳入復々代理店 

（銀行代理業者等） 

資金払込店変更届（様式第 13 号） 



 

12～13 

（５）証票提出先の変更に関する届出 

次表の「対象店舗」欄に記載の店舗にかかる証票提出先を変更する場合に

は、「提出者」欄に記載の者が、「届出の様式」欄に記載の様式で届出を行う。 

（６）払込店における集計表の集中作成に関する届出 

   払込店が集計表の集中作成を開始し、もしくは取り止める場合には、歳

入代理店引受金融機関（歳入復代理店引受金融機関の払込店が届出の対象

である場合には、復託元の歳入代理店引受金融機関）が、様式第 22号また

は様式第 23号により届け出る。 

 

８．集計表等を機械作成する場合等における事前連絡 

  歳入代理店または払込店が、集計表、歳入金等受入合計表（書式第２号）、

歳入金等受入小計表（書式第３号）もしくは歳入金等受入日計表（書式第４

号）の機械作成を開始する場合またはこれらの帳票の機械作成に使用するプ

リンタを更新する場合（注１）は、あらかじめ日本銀行（ＯＣＲ処理店）に連絡

する（注２）。 

（注１）機械作成に使用するプリンタの印字ヘッドを更新する場合や、機械作成に使用

する機器についてピッチやフォントの変更を伴うプログラム更新を行う場合等を

含む。 

（注２）当該帳票の印字字形について、日本銀行における事前確認を要するため、余裕

を持って連絡すること。 

対象店舗 提出者 届出の様式 

歳 入 代 理 店 
歳 入 代 理 店 

引 受 金 融 機 関 

証票提出先変更届（様式第 14 号） 

歳 入 復 代 理 店 

（ 金 融 機 関 ） 

復託元の歳入代理店 

引 受 金 融 機 関 

証票提出先変更届（様式第 15 号） 

歳 入 復 代 理 店 

（銀行代理業者等） 

証票提出先変更届（様式第 16 号） 

歳入復々代理店 

（銀行代理業者等） 

証票提出先変更届（様式第 17 号） 
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Ⅱ．  歳 入 代 理 店 等 の 事 務 

 

１．納付者等からの受入れ 

（１）あらまし 

  イ．事務の概要 

    歳入代理店等は、その窓口において、納付者等から、受入書類に、現

金または小切手を添えて納付を受けた場合には、受入れできる書類であ

ること等を確認のうえ、現金または小切手を領収し、納付者等に領収証

書を交付する（注）。 

なお、歳入代理店等が窓口電子収納受入店である場合において、窓口

電子収納対象の書類を受入れたときは、窓口ＭＰＮ端末を利用して、納

付情報の正当性を確認したうえ、現金または小切手を領収する。 

（注）歳入代理店等の店舗外に設置する国庫金対応ＡＴＭ（納付者から現金および

歳入金等にかかる納付書類を受け付け、国庫金として現金を収納したうえで納

付者に領収証書を交付する機能を備えた現金自動預け払い機をいう。以下同

じ。）により歳入金等を受入れる場合には、特定の歳入代理店等において受入

れたものとして取扱うこと。なお、当日収納分として領収証書の交付および後

方整理事務を行うことができる場合には、平日の早朝または深夜の時間帯にお

いても国庫金対応ＡＴＭにより歳入金等を受入れても構わない。 
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ロ．受入れできる書類 

歳入代理店等の窓口において受入れできる書類は、次表のとおり。 

    ＜受入れできる書類（注）＞         （ ）内は参考書式の番号 

 
書  類  の  名  称 

歳 入 金 国 税 収 納 金 整 理 資 金 

通 

常 

分 

納入告知書 (l) 納税告知書 (5) 

納 付 書 (2)、(9) 納 付 書 (6)、(9) 

現金払込書 (3) 納入告知書 (7) 

送 付 書 (4) 国税収納金整理 
資金現金払込書 

(8) 

日 
銀 
Ｏ 
Ｃ 
Ｒ 
分 

納入告知書・ 
納 付 書 

(10) 納税告知書 (13) 

納入告知書 (11) 

納 付 書 (12) 納 付 書 (14) 

   （注）「要特定店納付」の表示があり、納付場所欄に自店名の記載がないものは受入

れできない。 

ハ．受入れできない書類 

    歳入代理店等の窓口において受入れできない書類の代表例は、次表の

とおり。これらの書類は、ロ．の＜受入れできる書類＞と様式が類似し

ているため、誤って受入れることがないよう、特に注意する。 

   ＜受入れできない書類の代表例＞          （ ）内は参考書式の番号 

書  類  の  名  称 提示を受けた場合の対応 

返納金納入告知書・返納金納付書 (15) 最寄りの日本銀行の本支店ま

たは一般代理店で納付するよ

う説明する。 

返納金納入告知書 (16) 

返納金納付書 (17) 

納入通知書 (18) 指定された市町村に納付する

よう説明する。 
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  ニ．窓口電子収納対象の書類 

    ロ．の＜受入れできる書類＞のうち、（イ）の項目およびマークが表示

されているもの（ただし、（ロ）のものを除く。）が、窓口電子収納の対

象となっている。 

  （イ）表示項目・マーク 

    ａ．「収納機関番号」、「納付番号」および「確認番号」の項目 

    ｂ．日本マルチペイメントネットワーク運営機構が定める次のマーク

（以下「ペイジーマーク」という。） 

＜ペイジーマーク＞ 

   

 

 

（ロ）対象外の書類 

  ａ．労働保険特別会計（厚生労働省所管）のうち「徴収勘定」分の受入

書類（参考書式第 11号(1)、第 11号(2)、第 12号(1)および第 12号

(2)） 

ｂ．国税収納金整理資金の受入書類 
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（２）納付者等から歳入金等を受入れた場合の取扱い 

  イ．受入書類の確認等 

    歳入代理店等は、納付者等から、受入書類に、現金または小切手を添

えて納付を受けた場合には、次の取扱いをする。 

  （イ）受入書類の確認 

     受入書類について、次のことを確認する（記載例２参照）（注１）。また、

窓口電子収納受入店において、窓口電子収納対象の書類（（１）ニ．参

照）を受入れた場合には、これに加え、（ハ）の取扱いをする（注２）。 

    （注１）国庫金対応ＡＴＭにより歳入金等の書類を受入れる際に確認することが

できない事項がある場合には、事後的に歳入代理店等の職員が当該事項を

確認することでよい。この場合、国庫金対応ＡＴＭでの受入時に納付者に

連絡先を入力させるなど、納付者と連絡を取ることが可能な体制とするこ

と。 

    （注２）窓口電子収納受入店において、窓口電子収納対象の書類を受入れた場合

には、原則として（ハ）の取扱いをするが、窓口ＭＰＮ端末の障害時など、

当該取扱いが困難なときは、（イ）の取扱いのみでもよい（この場合、３．

後方整理事務において、当該書類を窓口電子収納分として取扱わないよう

注意する。）。 

    ａ．受入れできるものであること。具体的な確認事項は、次のとおり（注

１）（注２）。 

    （ａ）書類の名称が（１）ロ．の表に記載のものであること（（１）ハ．

の表に記載の「受入れできない書類」でないこと。）。 

    （ｂ）「納付場所」欄に「歳入代理店」の記載があること。ただし、「納

付場所」欄がない場合には、（ａ）を満たしていれば、受入れてよ

い。 

    （ｃ）「要特定店納付」の表示がある場合には、「納付場所」欄に自店

名が記載されていること。 

（注１）交通反則金（内閣府主管一般会計歳入金のうち納付書上部に○交の

表示があるもの）については、警察庁の要請を踏まえ、納付期限経過

後の納付の場合には関係官庁から連絡があり得ることを納付者に示し

たうえで（口頭での説明、ポスターやステッカーの掲示、プレートの
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設置等、方法は問わない）、納付期限にかかわらず受入れて構わない。 

（注２）国民年金保険料の場合の使用期限については、歳入代理店等とし

ての確認義務はない。なお、納付者とのトラブルを未然に防止する観

点からは、使用期限を経過している場合には、納付者に対し、年金事

務所への連絡を促す対応が考えられる。 

    ｂ．記載事項が整っていること。具体的な確認事項は、次のとおり。 

    （ａ）納付者の住所・氏名の記載もれがないこと（注）。 

        （注）住所・氏名にかかる欄がない場合には、確認を要しない。 

    （ｂ）会計等の記載もれがないこと。 

    （ｃ）取扱庁の記載もれがないこと。 

    （ｄ）合計額に訂正、改ざんがないこと（合計額が「0」のものは受入

れない。）。 

    ｃ．各片の記載事項が一致していること。 

  （ロ）小切手により納付を受けた場合の取扱い（注） 

     （注）受入書類に 現金納付 の表示があるもの（交通反則金、罰金等）は、小

切手による受入れができないため、留意する。 

    ａ．小切手の確認 

      小切手について、次に掲げる条件を満たしたものであることを確

認する（注１）（注２）（注３）。 

    （ａ）持参人払式または記名式持参人払のものであること。 

    （ｂ）手形交換所に参加している金融機関にあてたものであること。 

    （ｃ）小切手の合計金額が領収金額を超えないものであること（注４）（た

だし、小切手の合計金額が 300 万円未満の場合に限り、歳入金等

と地方税とを同時に受入れることができるため、この場合は、歳

入金等の領収金額を超えても問題ない（小切手の合計金額が歳入

金等と地方税の合計金額を超えていない場合に限る。））。 

    （ｄ）小切手の合計金額が 300 万円未満のものであること、または、

小切手の合計金額が 300 万円以上で次のいずれかに該当するもの

であること（注４）。 
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      ⅰ．金融機関が振出した自己あての小切手の場合 

      ⅱ．収入官吏、国税収納官吏、市町村または日本年金機構が納付

する場合で、個々の小切手の金額が 300万円未満のとき 

      ⅲ．収入官吏、国税収納官吏、市町村または日本年金機構が納付

する場合で、小切手の裏面に「無保証承認」の記載があるとき 

      ⅳ．発行官庁が支払保証を要しない旨を記載した納入告知書等で、

納付者が納付する場合 

      （注１）受入れできる小切手には、ａ．（ａ）から（ｄ）までの条件を満た

すもののほか、取扱いのまれなものとして、①国、公庫が振出した日

本銀行の本支店、一般代理店あての小切手、②地方公共団体が振出し

た指定金融機関（指定代理金融機関を含む。）あての小切手がある。

これらの小切手については、次に掲げる条件を満たしていれば受入れ

てよい。 

・ 持参人払式または記名式持参人払のもの 

・ 振出日から１年を経過していないもの 

・ 小切手の金額が領収金額を超えないもの 

      （注２）支払いが不確実と認められる次のような小切手は、受入れを断るこ

とができる。 

・ 呈示期間が満了に近いもの 

・ 手形交換所に参加している金融機関以外にあてたものであって、 

支払場所が自店の所在地にないもの 

      （注３）受入可能な小切手か否かを判断するためのフローチャートを、参考

として別表４にまとめている。 

      （注４）受入書類または小切手が１度に複数枚提示された場合には、当該小

切手の合計金額で判断する。例えば、受入書類１枚に対して３枚の

小切手が提示された場合には、３枚の小切手の合計金額が 300 万円

未満であれば納付することができるが、受入書類３枚の合計金額が

400万円の場合に 200万円の額面の小切手２枚で納付することはでき

ない。 

    ｂ．受入時の取扱い 

    （ａ）小切手の裏面に、納付者等の記名押印または自署を受ける。た

だし、払込人から証券仕訳書（注）の提出を受けたときは、払込人の

記名押印または自署を要しない。 
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（注）収入官吏、国税収納官吏、市町村または日本年金機構が納付する場合

に提出されることがある。証券仕訳書は小切手の取立後、適宜廃棄する。 

    （ｂ）受入書類の各片に、「証券受領」の旨を表示する。具体的な表示

方法は、受入書類の書式中に「証券受領」欄があるか否かにより、

次のとおりとする（記載例３参照）。 

      ⅰ．「証券受領」欄があるとき 

        「証券受領」欄の「全部」または「一部」に○印を付し、一

部のときは、「内証券受領」欄に金額を記入する（「内証券受領」

欄のない片についても、小切手による受入額を記入する。）。 

      ⅱ．「証券受領」欄がないとき 

        受入書類の各片に「証券受領」の旨を表示する。また、小切

手による受入額が領収金額の一部である場合には、受入書類の各

片に、当該受入額を記載する。 

    （ｃ）小切手が不渡りになった場合に備え、小切手により領収した歳

入金等について、次の事項を記録（注１）する。 

      ⅰ．年度、会計等名（一般会計の場合は、会計名および主管名） 

      ⅱ．取扱庁名（注２） 

      ⅲ．受入年月日 

      ⅳ．納付者等の住所・氏名 

      ⅴ．納付金額 

      ⅵ．（ハ）の窓口電子収納の扱いを行った場合にはその旨 

       （注１）記録方法については、受入書類の写を作成しておく、伝票や小

切手の裏面に記入しておくなど、任意のやり方でよい。 

       （注２）取扱庁が「厚生労働省年金局」である場合には、内訳口座名も

記録する。 

  （ハ）窓口電子収納分の受入書類の取扱い 

     窓口電子収納受入店は、窓口電子収納対象の書類を受入れた場合（注

１）には、（イ）により受入書類を確認した後、窓口ＭＰＮ端末を使用し

て官庁に納付情報を照会し（注２）（注３）（注４）、その照会結果と受入書類と

の一致を確認する。 
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    （注１）返納金納入告知書・返納金納付書（参考書式第 15号）については、歳

入代理店等において受入れできない書類であるため、誤って受入れること

がないよう注意する。 

（注２）窓口ＭＰＮ端末の操作方法については、日本マルチペイメントネットワ

ーク運営機構が定める仕様書等を参照すること。 

（注３）小切手による領収金額がある場合には、窓口ＭＰＮ端末に、証券受領額

を入力する。 

（注４）納付情報の照会結果の中に「延滞金」の金額がある場合には、元本のみ

を受入れることがないよう注意する。 

  ロ．領収証書の交付 

歳入代理店等は、イ．により受入書類および小切手の確認等を行った

場合には、現金または小切手による歳入金等の領収金額が、受入書類の

金額と一致していることを確認したうえ、受入書類の各片に領収印を押

して（記載例２参照）、領収証書を納付者等に渡す（注１）（注２）（注３）（注４）（注５）。

この場合、領収印の日付相違や押しもれ、他の印の押し誤りに留意する。 

（注１）国庫金対応ＡＴＭにより歳入金等を受入れた場合には、受入書類に付属し

ている領収証書に代えて、適宜の領収証書（金融機関名、店名、領収年月日、

受入書類表面の画像および受入書類に記載の金額を領収した旨の記載がある

もの）を交付することができる。この場合、受入書類に付属している領収証

書は破棄してよい。 

（注２）特許特別会計の受入書類（参考書式第 12号(3)）には、第４片として「納

付済証（特許庁提出用）」が添付されているが、これにも領収印を押して、領

収証書とともに納付者等に渡す。 

（注３）国税または電波利用料の受入書類の中には、コンビニ等における納付に兼

用されるもの（参考書式第５号(2)、第６号(3)、第 10号(2)および第 14号(11)）

があり、「払込取扱票」が付属しているが、これには領収印を押さず、領収証

書とともに納付者等に渡す。また、受入書類に、納税告知書または納入告知

書等の各種通知部分が付属している場合も同様。 

（注４）領収済通知書に申告書（労働保険特別会計分）が接続している場合には、

当該申告書を誤って納付者等に渡すことがないよう留意する（なお、受入書

類の２、３枚目に申告書の事業主控等が接続している場合には、納付者等に

渡すこととなる。）。 

（注５）交付先の誤り、領収控または領収済通知書の誤交付に注意する。  
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２．振替金融機関からの受入れ 

（１）あらまし 

  イ．事務の概要 

    歳入代理店等は、振替金融機関から、特定の歳入金等について、個別

納付者の預貯金口座から引き落とした現金の納付を受ける場合には、個

別納付者の受入書類および歳入金等受入報告表の提出を受け、これらの

書類を確認したうえ、現金等（注１）を領収し、振替金融機関に領収証書を

交付する。 

    ただし、振替金融機関から、個別納付者の受入書類に代わり、歳入金

等の納付に関し必要な事項および口座振替による納付の結果を記録した

電磁的記録媒体（注２）（以下「振替結果記録媒体」という。）の提出を受け

た場合（振替金融機関から、サーバー等を介して、歳入金等の納付に必

要な情報および口座振替による納付の結果にかかる情報の通知を受ける

ケースを含む。以下同じ。）には、領収証書の交付は行わない。また、国

税収納金整理資金の口座振替については、振替金融機関から、個別納付

者の受入書類の提出を受けた場合であっても、当該受入書類に領収証書

は付属していないため、領収証書の交付は行わない。 

（注１）現金のほか、納付を受ける歳入代理店にあてた小切手など、当日資金決済

のできるものであればよい。 

（注２）自行庫等が収録し、または収録された内容を事前に確認したもので、自行

庫等において、その内容を必要に応じて出力することができるものとする。 

ロ．口座振替の対象となる歳入金等 

口座振替の対象となる歳入金等は、次表のとおり。 

 会計等 国庫金の種類 

（イ） 一般会計（総務省主管） ・電波利用料 

（ロ） 年金特別会計 ・国民年金保険料 

・社会保険料 

（ハ） 労働保険特別会計 ・労働保険料 
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 会計等 国庫金の種類 

（ニ） 国税収納金整理資金 ・申告所得税及復興特別所得税 

・法人税 

・消費税及地方消費税 

（２）振替金融機関から歳入金等を受入れた場合の取扱い 

イ．受入書類の提出を受ける場合の取扱い 

（イ）書類の確認 

歳入代理店等は、振替金融機関から、受入書類および歳入金等受入報

告表の提出を受け、現金等の納付を受けた場合には、次の取扱いをする。 

ａ．受入書類の確認 

受入書類について、次のことを確認する。 

（ａ）（１）ロ．の表の「口座振替の対象となる歳入金等」にかかるも

のであること。 

（ｂ）記載事項が整っていること。具体的な確認事項は、次のとおり。 

ⅰ．納付者の住所・氏名の記載もれがないこと。 

ⅱ．会計等の記載もれがないこと。 

ⅲ．取扱庁の記載もれがないこと。 

ⅳ．合計額に訂正、改ざんがないこと。 

（ｃ）各片の記載事項が一致していること。 

ｂ．歳入金等受入報告表の確認 

歳入金等受入報告表について、次のことを確認する。 

（ａ）記載事項が整っていること。具体的な確認事項は、次のとおり（記

載例４参照）。 

ⅰ．振替金融機関名の記載もれがないこと。 

ⅱ．会計等の記載もれがないこと。 

ⅲ．取扱庁の記載もれがないこと。 

ⅳ．「送付分」欄、「振替納付不能分」欄および「振替納付分」欄の
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枚数および金額に記載もれがないこと。 

（ｂ）年度、会計等名および取扱庁名が、受入書類の記載事項と一致し

ていること。 

（ロ）領収証書の交付 

     歳入代理店等は、（イ）により書類の確認を行った場合には、現金等

の領収金額が、歳入金等受入報告表の「振替納付分」欄の金額と一致

していることを確認したうえ、受入書類の各片と歳入金等受入報告表

に領収印を押して（記載例４参照）（注）、領収証書を振替金融機関に交

付する。ただし、国税収納金整理資金の口座振替の場合には、振替金

融機関から提出を受ける受入書類に領収証書は付属していないため、

領収証書の交付は行わない。 

（注）次の場合に限り、領収控への領収印押なつを省略してもよい。 

１．テラーズマシン等により、領収日付が表示される場合 

２．領収控を自行庫等の伝票またはその内訳として使用する場合において、

領収日付が明らかなとき 

３．適宜の集計紙（枚数、金額を記入）を添付し、これに領収印を押なつし

た場合（歳入金等受入報告表の写を集計紙に代用してもよい。） 

ロ．振替結果記録媒体の提出を受ける場合の取扱い 

（イ）歳入金等受入報告表の確認 

   歳入代理店等は、振替金融機関から、振替結果記録媒体および歳入金

等受入報告表の提出を受け、現金等の納付を受けた場合には、歳入金等

受入報告表について、記載事項が整っていることを確認する。具体的な

確認事項は、次のとおり（記載例４参照）。 

ａ．振替金融機関名の記載もれがないこと。 

ｂ．会計等の記載もれがないこと。 

ｃ．取扱庁の記載もれがないこと。 

ｄ．「送付分」欄、「振替納付不能分」欄および「振替納付分」欄の枚数

および金額に記載もれがないこと。 
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（ロ）金額の一致確認等 

歳入代理店等は、（イ）により歳入金等受入報告表の確認を行った場

合には、現金等の領収金額が、歳入金等受入報告表の「振替納付分」欄

の金額と一致していることを確認したうえ、歳入金等受入報告表に領収

印を押す（注）。 

（注）振替金融機関が歳入金等受入報告表を機械作成する場合において、「領収印

（自行庫等所定の出納印を含む。）の印影」、「所定のひな形」または「領収印

と同一内容の事項」が機械印字され、領収日付が明らかなとき（「所定のひな

形」および「領収印と同一内容の事項」の印字例については、記載例５参照）

は、領収印押なつは省略してもよい。ただし、振替金融機関と歳入代理店等

が、同一金融機関に所属する場合に限る。 
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３．後方整理事務 

（１）事務の概要 

   歳入代理店等は、納付者等または振替金融機関から受入れた歳入金等お

よび派出先において受入れた国庫金について、受入書類等を点検のうえ（注

１）、払込店に送付する。また、払込店で集計表の集中作成を行わない先に

ついては、歳入代理店等において集計表を作成し、領収済通知書を官庁に

送付する（注２）。 

   ただし、窓口電子収納受入店が、窓口電子収納により取扱った歳入金等

については、払込店で集計表の集中作成を行わない先においても、集計表

の作成および領収済通知書の官庁への送付は行わない（注３）。 

（注１）歳入代理店が官庁に派出して国庫金の受入事務を取扱っている場合には、派

出先における取扱いおよび自店における受入書類等の点検については、「日本銀

行代理店および歳入代理店派出収納事務取扱手続」の定めるところにより取扱

う。 

（注２）集計表を作成し、領収済通知書を官庁に送付する事務は、あらかじめ日本銀

行本店への届出を行ったうえ、払込店で集中して取扱ってよい（Ⅰ．７．参照）。 

（注３）窓口電子収納により取扱った歳入金等については、官庁に対する領収済情報

および日本銀行に対する国庫計理・資金決済情報の通知は、日本マルチペイメ

ントネットワーク運営機構を通じてオンラインで行われる。 
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（２）集計表を払込店で集中作成する場合の取扱い 

  イ．後方整理事務の対象となる書類等 

    後方整理事務の対象となる書類等は、次表のとおり。なお、書類の名

称は、各片の名称を記載している。 

区   分 書類等の名称 

（イ）窓口収納分（納付者等から受入れた歳入金等にかかるもの） 

 
ａ．通 常 分 

領収控 

領収済通知書 

ｂ．日 銀 Ｏ Ｃ Ｒ 分 
領収控 

領収済通知書 

ｃ．窓 口 電 子 収 納 分  

（窓口電子収納受入店において、窓

口電子収納の取扱いを行った分） 

領収控 

領収済通知書 

（ロ）口座振替収納分（振替金融機関から受入れた歳入金等にかかるもの） 

 

ａ．受入書類の提出を受ける場合 

歳入金等受入報告表 

領収済通知書 

領収控 

 ｂ．振替結果記録媒体の提出を受ける

場合 

歳入金等受入報告表 

振替結果記録媒体 

（ハ）派出収納分（派出先において受入れた国庫金にかかるもの） 

 

ａ．税務署または国税局派出分 

領収確認書（集計表の第１片および

第３片添付） 

領収控（注１） 

ｂ．税 関 派 出 分 
領収控（集計表の第１片および第３

片添付） 

ｃ．法 務 局 派 出 分  

（歳入金等の場合） 

領収控（集計表の第１片および第３

片添付） 

（供託金の場合） 

保管金払込書（注２）（集計表の第１

片、第２片および第３片添付） 

（注１）領収控の枚数および集計額が記載された適宜の集計紙が添付されている。 

（注２）保管金受入済通知書が接続されている（切り離さない）。 
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ロ．書類の点検 

  歳入代理店等は、イ．の表の下線付きの書類について、受入時の扱い（１．

（２）イ．（イ）および２．（２）イ．（イ）参照）に準じて、内容を点検

する。 

この場合において、イ．（イ）ｂ．の窓口収納分（日銀ＯＣＲ分）の領

収済通知書（年金特別会計にかかるものを除く。）につき、訂正等がある

ときは、その内容に応じ、次の取扱いをする（記載例６参照）。 

（イ）納付者の住所または氏名が訂正（注）されているときは、「整理番号」

欄、「識別番号」欄（特許特別会計）または「労働保険番号」欄（労働

保険番号の右側に記載のＣＤ欄の数字を含む。）の記載を横線で抹消す

る。 

（ロ）税務署名が訂正（注）されているときは、「税務署番号」欄および「整

理番号」欄の記載を横線で抹消する。 

（ハ）源泉所得税分の「摘要」欄に記載事項があるときは、「日銀使用欄」

に○印を付す。 

  （注）追記を含む。 

ハ．書類の集計・照合 

  歳入代理店等は、次表の書類について、同表の「取扱方」欄に記載のと

おり、集計・照合を行う。 

区   分 取 扱 方 

（イ）窓口収納分の書類（通

常分）および口座振替収

納分の書類 

ａ．領収済通知書の枚数および金額を集計する（注）。 

ｂ．領収控および歳入金等受入報告表の枚数および金

額（歳入金等受入報告表については、「振替納付分」

欄の枚数および金額）を集計する。 

ｃ．ａ．の枚数および金額と、ｂ．の枚数および金額

を照合する。 

（ロ）窓口収納分の書類（日

銀ＯＣＲ分） 

領収済通知書の金額を集計する。 

（ハ）窓口電子収納分の書類 領収控および窓口ＭＰＮ端末への入力結果について、

それぞれの金額を集計し、照合する。 
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区   分 取 扱 方 

（ニ）派出収納分の書類 領収控および保管金払込書の金額を集計する。 

（注）口座振替収納分（振替結果記録媒体の提出を受ける場合）については、領収

済通知書がないため、歳入金等受入報告表の「振替納付分」欄の枚数および金額

により集計する。 

ニ．受入金の計理 

歳入代理店等は、自店で受入れた国庫金の受入金（派出先における受入

分を含む。）については、日本銀行の預り金として、他の勘定と区分し、

自行庫等で定めた勘定（注１）（別段預金・歳入代理店口座など）で計理する
（注２）。 

（注１）出張所または事務所の場合は母店の勘定とし、銀行代理業者等の店舗の場

合は復託元の所属銀行等の勘定とする。 

（注２）窓口電子収納にかかる受入金については、「日本銀行国庫金電子収納事務取

扱手続」の定めるところにより取扱う。 

ホ．受入金の勘定の照合 

歳入代理店等は、国庫金の受入金の勘定と、国庫金にかかる書類の合計

金額（ハ．の集計額の合計。ただし、窓口電子収納分の領収控の集計額を

除く。）が、一致していることを確認する（出張所または事務所の場合は、

補助簿または勘定伝票により確認する。）（注１）（注２）。 

（注１）特に、口座振替収納分（振替結果記録媒体の提出を受ける場合）について

は、計上もれに注意する。 

（注２）窓口電子収納にかかる受入金の勘定の照合については、「日本銀行国庫金電

子収納事務取扱手続」の定めるところにより、電子収納事務にかかる払込店が

行う。 

へ．書類等の送付 

歳入代理店等は、ホ．の勘定の照合後、次のとおり、書類等を送付する。 

（イ）書類の払込店への送付 

次表の書類を、受入日単位で、すみやかに払込店（出張所または事務

所の場合は原則として母店経由）に送付するとともに、払込店が他店の

ときは、勘定を払込店に付け替える。 
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ただし、次表ｃ．の派出収納分については、派出収納日の翌営業日に

おける窓口収納分および口座振替収納分とともに、送付する。 

区   分 書類の名称 

ａ．窓口収納分（納付者等から受入れた歳入金等にかかるもの） 

 
（ａ）通 常 分 

領収控 

領収済通知書（注１） 

（ｂ）日 銀 Ｏ Ｃ Ｒ 分 
領収控（注２） 

領収済通知書（注１） 

ｂ．口座振替収納分（振替金融機関から受入れた歳入金等にかかるもの） 

 （ａ）受入書類の提出を受ける場

合 

歳入金等受入報告表 

領収済通知書 

 （ｂ）振替結果記録媒体の提出を

受ける場合 

歳入金等受入報告表 

ｃ．派出収納分（派出先において受入れた国庫金にかかるもの） 

 
（ａ）税務署または国税局派出分 

領収確認書（集計表の第１片および第３片

添付） 

（ｂ）税 関 派 出 分 領収控（集計表の第１片および第３片添付） 

（ｃ）法 務 局 派 出 分  

（歳入金等の場合） 

領収控（集計表の第１片および第３片添付） 

（供託金の場合） 

保管金払込書（注３）（集計表の第１片、第２

片および第３片添付） 

（注１）領収済通知書に申告書（労働保険特別会計分）が接続している場合は、そ

のまま払込店に送付する。 

（注２）歳入代理店等または払込店のいずれで保管してもよいため、歳入代理店等

で保管する場合には、送付しない。 

（注３）保管金受入済通知書が接続されている（切り離さない）。 

（ロ）領収済通知媒体の官庁への送付（注）
 

（注）口座振替収納分（振替結果記録媒体の提出を受ける場合）のみ。 

領収済通知媒体（官庁への領収済通知のため、口座振替による納付の

結果を記録した電磁的記録媒体をいう。以下同じ。）を作成し、すみや

かに該当の官庁に送付する（官庁に対し、オンラインにより、口座振替

による納付の結果を通知するケース（注）を含む。）。 
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（注）国税庁に対し、国税電子申告・納税システムにより、口座振替による納付

の結果を通知する場合が、これに該当する。 

ト．書類等の整理・保管 

歳入代理店等は、（イ）から（ニ）までの書類等について、次のとおり

整理し、自店で保管する。また、このうち保管期間が２年のものについ

ては、（ホ）のとおり文書保管票等を作成し、当該文書保管票等を自店に

備え付ける（注）。 

（注）口座振替収納分の領収控および振替結果記録媒体の整理・保管方法について

は、参考として、主な例を別表５にまとめている。 

（イ）領収控（窓口電子収納分を除く） 

区   分 整理方法 保管期間（注１） 

窓口収納分（日銀ＯＣＲ分）

（注２） 

任意の方法で取りまとめる。 ２ か 月 

口座振替収納分（受入書類

の提出を受ける場合） 

（伝票に代用しない場合） 

１．受入日ごとに会計等別、取扱庁

別に区分し、合計表（注３）（枚数、

金額を記入）を作成添付する。 

２．月別等任意の方法で取りまとめ

る。 

２  年 

（伝票に代用する場合（注４）） 

１．伝票と同じ方法で整理する。 

２．書留簿（注５）を設け、受入日ごと

に会計等別、取扱庁別に枚数、金額

を記入する。 

自行庫等で定め

た伝票の保管期

間 

派出収納分（税務署または

国税局派出分）（注６） 

月別等任意の方法で取りまとめる。 ２ 年 

（注１）保管期間の起算は、自行庫等所定の方法によるほか、保管期間が同一のもの

については、適宜取りまとめて整理してもよい。 

（注２）歳入代理店等で保管する場合のみ（払込店で保管する場合には、へ．（イ）

により払込店へ送付する。）。 

（注３）次のものは、合計表に代用してよい。この場合、受入日単位で同一取扱庁の

送付書等が２枚以上あっても、１枚にまとめなくてよい。 

１．口座振替用納付書（納入告知書）送付書 
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２．口座振替用納付書（納入告知書）送付書の写 

３．歳入金等受入報告表の写 

（注４）領収控は、伝票に代用してよい。 

（注５）次のものは、書留簿に代用してよい（ただし、領収印を押すなどの方法によ

り、受入日を明らかにすること。）。この場合、受入日単位で同一取扱庁の送

付書等が２枚以上あっても、１枚にまとめなくてよい。 

１．口座振替用納付書（納入告知書）送付書 

２．口座振替用納付書（納入告知書）送付書の写 

３．歳入金等受入報告表の写 

   （注６）派出収納分の領収控には、その枚数および集計額が記載された適宜の集計

紙が添付されている。 

  （ロ）領収控（伝票代用分）の書留簿 

     ２年間保管する。 

  （ハ）振替結果記録媒体（注１） 

     受入日ごとに合計表（件数、金額を記入）（注２）を作成し、振替結果記

録媒体とともに２年間保管する。この場合、合計表を振替結果記録媒

体に添付する必要はない。 

（注１）次の条件を満たす場合には、振替結果記録媒体の収録内容を自行庫等の

システムサーバー内に保管することでもよい。 

   １．ＩＤまたはパスワード等によりアクセスできる者を制限していること。 

   ２．保管内容に上書きができないよう処置が施されていること。 

   ３．自行庫等において保管内容を出力（様式適宜）することができること。 

（注２）歳入金等受入報告表の写を、合計表に代用してもよい。この場合、受入

日単位で歳入金等受入報告表が２枚以上ある場合であっても、１枚にまと

めなくてよい。 

  （ニ）領収控・領収済通知書（窓口電子収納分） 

     任意の方法で取りまとめ、２年間保管する（注１）（注２）。 

（注１）電子収納事務にかかる払込店で保管してもよい。 

（注２）へ．（イ）により払込店に送付する書類の中に、紛れ込まないよう注意

する。 
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  （ホ）文書保管票等の作成 

自店で保管すべき証票のうち、保管期間が２年のものについては、

自行庫等で定める文書保管票等に必要事項（文書名、保管期間、保管

終期等（注））を記入し（記載例７参照）、当該文書保管票等を自店に備え

付ける。 

ただし、自店で保管すべき証票を、自行庫等の本部等が、自店に代

わり保管する場合には、当該本部等に文書保管票等を備え付けること

ができる。この場合、当該本部等は、文書保管票等への記入などの方

法により、本来証票を保管すべき店舗を明らかにしておく。 

（注）自店以外の場所に保管する場合には、文書保管票等に保管場所を記入す

る。この場合において、（ハ）の振替結果記録媒体の収録内容を自行庫等の

システムサーバー内に保管するときは、文書保管票等に、「○○センターの

サーバー内に保管」の旨記入する。 
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（３）集計表を自店で作成する場合の取扱い 

イ．後方整理事務の対象となる書類等 

    後方整理事務の対象となる書類等は、次表のとおり。なお、書類の名

称は、各片の名称を記載している。 

区   分 書類等の名称 

（イ）窓口収納分（納付者等から受入れた歳入金等にかかるもの） 

 
ａ．通 常 分 

領収控 

領収済通知書 

ｂ．日 銀 Ｏ Ｃ Ｒ 分 
領収控 

領収済通知書 

ｃ．窓 口 電 子 収 納 分  

（窓口電子収納受入店において、窓

口電子収納の取扱いを行った分） 

領収控 

領収済通知書 

（ロ）口座振替収納分（振替金融機関から受入れた歳入金等にかかるもの） 

 

ａ．受入書類の提出を受ける場合 

歳入金等受入報告表 

領収済通知書 

領収控 

 ｂ．振替結果記録媒体の提出を受ける

場合 

歳入金等受入報告表 

振替結果記録媒体 

（ハ）派出収納分（派出先において受入れた国庫金にかかるもの） 

 

ａ．税務署または国税局派出分 

領収確認書（集計表の第１片および第

３片添付） 

領収控（注１） 

ｂ．税 関 派 出 分 
領収控（集計表の第１片および第３片

添付） 

ｃ．法 務 局 派 出 分  

（歳入金等の場合） 

領収控（集計表の第１片および第３片

添付） 

（供託金の場合） 

保管金払込書（注２）（集計表の第１片、

第２片および第３片添付） 

（注１）領収控の枚数および集計額が記載された適宜の集計紙が添付されている。 

（注２）保管金受入済通知書が接続されている（切り離さない）。 



34 

 

ロ．書類の点検 

  歳入代理店等は、イ．の表の下線付きの書類について、受入時の扱い（１．

（２）イ．（イ）および２．（２）イ．（イ）参照）に準じて、内容を点検

する。 

この場合において、イ．（イ）ｂ．の窓口収納分（日銀ＯＣＲ分）の領

収済通知書（年金特別会計にかかるものを除く。）につき、訂正等がある

ときは、その内容に応じ、次の取扱いをする（記載例６参照）。 

（イ）納付者の住所または氏名が訂正（注）されているときは、「整理番号」

欄、「識別番号」欄（特許特別会計）または「労働保険番号」欄（労働

保険番号の右側に記載のＣＤ欄の数字を含む。）の記載を横線で抹消す

る。 

（ロ）税務署名が訂正（注）されているときは、「税務署番号」欄および「整

理番号」欄の記載を横線で抹消する。 

（ハ）源泉所得税分の「摘要」欄に記載事項があるときは、「日銀使用欄」

に○印を付す。 

  （注）追記を含む。 

ハ．集計表の作成等 

（イ）歳入代理店等は、イ．の表の太枠内かつ下線付きの書類について、イ．

（ロ）ｂ．の歳入金等受入報告表（振替結果記録媒体の提出を受ける場

合）と、それ以外に分けた後、これらをそれぞれ次表の会計等および官

庁別に取りまとめる。なお、４、５月中を受入日とするものについては、

これに加え、年度別に区分する必要があるため、（４）を参照すること。 

会計等（注１） 官    庁 

一 般 会 計 ・ 主 管 別 
ａ．取扱庁が「厚生労働省年金局」の場合 

内訳口座（「取扱庁名」欄に記載されている「厚生労

働省年金局（○○）」の○○の部分）別 

ｂ．取扱庁が「厚生労働省年金局」以外の場合 

窓口収納分については、領収済通知書のあて先官庁

（「あて先」欄に記載の官庁）別（注２）、口座振替収納分

については、取扱庁（「取扱庁」欄に記載の官庁）別 

特 別 会 計 ・ 会 計 別  

国税収納金整理資金 
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    （注１）１官庁で主管の異なる一般会計を取扱っている場合、１官庁で複数の会計・

国税収納金整理資金を取扱っている場合等があるため、会計等の区分に注意

する。 

    （注２）領収済通知書のあて先官庁名は、取扱庁名と一致しない場合があるので、

あて先官庁別に区分するよう注意する。 

  （ロ）歳入代理店等は、（イ）により取りまとめた単位で、領収控および歳

入金等受入報告表につき、その枚数および金額（注）を集計する。 

（注）歳入金等受入報告表の場合は、「振替納付分」欄に記載の枚数および金額。 

  （ハ）歳入代理店等は、（イ）により取りまとめた単位で、領収済通知書の

枚数および金額を集計して、（ロ）により集計した枚数および金額と照

合する。ただし、イ．（ロ）ｂ．の歳入金等受入報告表（振替結果記録

媒体の提出を受ける場合）については、これに対応する領収済通知書

がないため、この集計・照合は行わない。 

  （ニ）歳入代理店等は、（イ）により取りまとめた単位で、集計表を作成す

る（記載例８参照）。この場合、次の点に注意する。 

    ａ．「会計等番号」欄および「取扱庁番号」欄は、受入書類または日本

銀行ホームページに掲載されている「歳入金等取扱庁一覧」および「主

管庁および会計等番号表」により記入する。 

    ｂ．「年度」欄は、４、５月中を受入日とするもの以外は記入しない（４、

５月受入分の扱いについては､（４）参照）。 

    ｃ．「枚数」欄および「金額」欄は、（ロ）により集計した枚数および

金額を記入する。 

    ｄ．（イ）により取りまとめた単位で、対象となる書類が１枚の場合で

も作成する。 

    ｅ．用紙は、日本銀行から交付されたものを使用する。 

  （ホ）歳入代理店等は、（ニ）により作成した集計表の各片に領収印（注１）

を押したうえ、当該各片を次により取扱う。 

    ａ．第３片を領収控または歳入金等受入報告表に添付する（注２）。 
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    ｂ．第２片を領収済通知書に添付する（注２）。ただし、イ．（ロ）ｂ．の

歳入金等受入報告表（振替結果記録媒体の提出を受ける場合）にか

かる集計表については、第２片を破棄する。 

    ｃ．第１片は適宜取りまとめる。 

（注１）領収印の押なつに代えて、「集計表作成店」を機械印字することがで

きる（ひな型は記載例１参照）。この場合、あらかじめ日本銀行（ＯＣ

Ｒ処理店）にその旨を連絡する（Ⅰ．８．参照）。 

（注２）集計表を添付する際は、「会計等番号」および「取扱庁番号」が、受

入書類と一致していることを改めて確認する。なお、当該確認の際に、

集計表の作成の仕方に誤りがあることを発見したときは、訂正もれを防

ぐため、３枚全部について作り直すとよい。 

ニ．書類の集計・照合 

  歳入代理店等は、イ．の書類について、次表の区分に応じ、同表の「取

扱方」欄に記載のとおり、集計・照合を行う。 

区   分 取 扱 方 

（イ）窓口収納分の書類（通常分）およ

び口座振替収納分の書類 

ハ．（ニ）により作成した集計表の金額を

集計する。 

（ロ）窓口収納分の書類（日銀ＯＣＲ分） 領収済通知書の金額を集計する。 

（ハ）窓口電子収納分の書類 領収控および窓口ＭＰＮ端末への入力結

果について、それぞれの金額を集計し、照

合する。 

（ニ）派出収納分の書類 領収控および保管金払込書の金額を集計

する。 

ホ．受入金の計理 

歳入代理店等は、自店で受入れた国庫金の受入金（派出先における受入

分を含む。）については、日本銀行の預り金として、他の勘定と区分し、

自行庫等で定めた勘定（注１）（別段預金・歳入代理店口座など）で計理する
（注２）。 

（注１）出張所または事務所の場合は母店の勘定とし、銀行代理業者等の店舗の場

合は復託元の所属銀行等の勘定とする。 

（注２）窓口電子収納にかかる受入金については、「日本銀行国庫金電子収納事務取

扱手続」の定めるところにより取扱う。 
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へ．受入金の勘定の照合 

歳入代理店等は、国庫金の受入金の勘定と、国庫金にかかる書類の合計

金額（ニ．の集計額の合計。ただし、窓口電子収納分の領収控の集計額を

除く。）が、一致していることを確認する（出張所または事務所の場合は、

補助簿または勘定伝票により確認する。）（注１）（注２）。 

（注１）特に、口座振替収納分（振替結果記録媒体の提出を受ける場合）について

は、計上もれに注意する。 

（注２）窓口電子収納にかかる受入金の勘定の照合については、「日本銀行国庫金電

子収納事務取扱手続」の定めるところにより、電子収納事務にかかる払込店が

行う。 

ト．書類等の送付 

歳入代理店等は、へ．の勘定の照合後、次のとおり、書類等を送付する。 

  （イ）書類の払込店への送付 

次表の書類を、受入日単位で、すみやかに払込店（出張所または事

務所の場合は原則として母店経由）に送付するとともに、払込店が他

店のときは、勘定を払込店に付け替える。 

ただし、次表ｃ．の派出収納分については、派出収納日の翌営業日に

おける窓口収納分および口座振替収納分とともに、送付する。 

区  分 書類の名称 

ａ．窓口収納分（通常分）および口座

振替収納分 

集計表（第１片） 

領収控等（集計表＜第３片＞添付） 

ｂ．窓口収納分（日銀ＯＣＲ分） 領収控（注１） 

領収済通知書 

ｃ．派出収納分  

 
（ａ）税務署または国税局派出分 

領収確認書（集計表の第１片および第３片添

付） 

 （ｂ）税 関 派 出 分 領収控（集計表の第１片および第３片添付） 

 

（ｃ）法 務 局 派 出 分  

（歳入金等の場合） 

領収控（集計表の第１片および第３片添付） 

（供託金の場合） 

保管金払込書（注２）（集計表の第１片、第２片
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区  分 書類の名称 

および第３片添付） 

（注１）歳入代理店等または払込店のいずれで保管してもよいため、歳入代理店等

で保管する場合には、送付しない。 

（注２）保管金受入済通知書が接続されている（切り離さない）。 

  （ロ）領収済通知書等の官庁への送付 

     ハ．（ホ）により集計表（第２片）を添付した領収済通知書（注１）を、

すみやかにあて先官庁に送付する（注２）（封筒へのあて先の書き方は、

記載例９参照）。 

    （注１）通常分の領収済通知書に申告書（労働保険特別会計分）が接続している

場合には、そのまま官庁に送付する（切り離さない）。 

 （注２）領収済通知書の取扱庁名欄に「厚生労働省年金局（国民年金）」または「厚

生労働省年金局（国民年金）（66421）」と記載されているものについては、

送付先住所は、日本銀行ホームページに掲載の「国民年金にかかる領収済

通知書送付先一覧」を参照する。 

  （ハ）申告書（労働保険特別会計分）の官庁への送付 

窓口収納分（日銀ＯＣＲ分）の領収済通知書に申告書（労働保険特

別会計分）が接続している場合には、申告書を領収済通知書と切離した

うえ、申告書に記載のあて先官庁ごとに、その枚数を記入した適宜の集

計紙を添付し、すみやかに当該あて先官庁に送付する。 

  （ニ）領収済通知媒体の官庁への送付（注） 

（注）口座振替収納分（振替結果記録媒体の提出を受ける場合）のみ。 

領収済通知媒体を作成し、すみやかに該当の官庁に送付する（官庁

に対し、オンラインにより、口座振替による納付の結果を通知するケ

ース（注）を含む。）。 

（注）国税庁に対し、国税電子申告・納税システムにより、口座振替による納付

の結果を通知する場合が、これに該当する。 

チ．書類等の整理・保管 

歳入代理店等は、（イ）から（ニ）までの書類等について、次のとおり

整理し、自店で保管する。また、このうち保管期間が２年のものについ
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ては、（ホ）のとおり文書保管票等を作成し、当該文書保管票等を自店に

備え付ける（注）。 

（注）口座振替収納分の領収控および振替結果記録媒体の整理・保管方法について

は、参考として、主な例を別表５にまとめている。 

（イ）領収控（窓口電子収納分を除く） 

区   分 整理方法 保管期間（注１） 

窓口収納分（日銀ＯＣＲ分）

（注２） 

任意の方法で取りまとめる。 ２ か 月 

口座振替収納分（受入書類

の提出を受ける場合） 

（伝票に代用しない場合） 

１．受入日ごとに会計等別、取扱庁

別に区分し、合計表（注３）（枚数、

金額を記入）を作成添付する。 

２．月別等任意の方法で取りまとめ

る。 

２  年 

（伝票に代用する場合（注４）） 

１．伝票と同じ方法で整理する。 

２．書留簿（注５）を設け、受入日ごと

に会計等別、取扱庁別に枚数、金額

を記入する。 

自行庫等で定め

た伝票の保管期

間 

派出収納分（税務署または

国税局派出分）（注６） 

月別等任意の方法で取りまとめる。 ２ 年 

（注１）保管期間の起算は、自行庫等所定の方法によるほか、保管期間が同一のもの

については、適宜取りまとめて整理してもよい。 

（注２）歳入代理店等で保管する場合のみ（払込店で保管する場合には、ト．（イ）

により払込店へ送付する。）。 

（注３）次のものは、合計表に代用してよい。この場合、受入日単位で同一取扱庁の

送付書等が２枚以上あっても、１枚にまとめなくてよい。 

１．口座振替用納付書（納入告知書）送付書 

２．口座振替用納付書（納入告知書）送付書の写 

３．歳入金等受入報告表の写 

（注４）領収控は、伝票に代用してよい。 

（注５）次のものは、書留簿に代用してよい（ただし、領収印を押すなどの方法によ

り、受入日を明らかにすること。）。この場合、受入日単位で同一取扱庁の送付

書等が２枚以上あっても、１枚にまとめなくてよい。 
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１．口座振替用納付書（納入告知書）送付書 

２．口座振替用納付書（納入告知書）送付書の写 

３．歳入金等受入報告表の写 

（注６）派出収納分の領収控には、その枚数および集計額が記載された適宜の集計紙

が添付されている。 

  （ロ）領収控（伝票代用分）の書留簿 

     ２年間保管する。 

  （ハ）振替結果記録媒体（注１） 

     受入日ごとに合計表（件数、金額を記入）（注２）を作成し、振替結果記

録媒体とともに２年間保管する。この場合、合計表を振替結果記録媒

体に添付する必要はない。 

（注１）次の条件を満たす場合には、振替結果記録媒体の収録内容を自行庫等の

システムサーバー内に保管することでもよい。 

１．ＩＤまたはパスワード等によりアクセスできる者を制限していること。 

   ２．保管内容に上書きができないよう処置が施されていること。 

   ３．自行庫等において保管内容を出力（様式適宜）することができること。 

（注２）歳入金等受入報告表の写を、合計表に代用してもよい。この場合、受入

日単位で歳入金等受入報告表が２枚以上ある場合であっても、１枚にまと

めなくてよい。 

  （ニ）領収控・領収済通知書（窓口電子収納分） 

     任意の方法で取りまとめ、２年間保管する（注１）（注２）。 

（注１）電子収納事務にかかる払込店で保管してもよい。 

（注２）ト．（イ）により払込店に送付する書類の中に、紛れ込まないよう注意

する。 

  （ホ）文書保管票等の作成 

自店で保管すべき証票のうち、保管期間が２年のものについては、

自行庫等で定める文書保管票等に必要事項（文書名、保管期間、保管

終期等（注））を記入し（記載例７参照）、当該文書保管票等を自店に備え

付ける。 

ただし、自店で保管すべき証票を、自行庫等の本部等が、自店に代



41 

 

わり保管する場合には、当該本部等に文書保管票等を備え付けること

ができる。この場合、当該本部等は、文書保管票等への記入などの方

法により、本来証票を保管すべき店舗を明らかにしておく。 

（注）自店以外の場所に保管する場合には、文書保管票等に保管場所を記入す

る。この場合において、（ハ）の振替結果記録媒体の収録内容を自行庫等の

システムサーバー内に保管するときは、文書保管票等に、「○○センターの

サーバー内に保管」の旨記入する。 

（４）４、５月中を受入日とする書類の年度別整理の扱い 

歳入代理店等は、（３）ハ．により４、５月中を受入日とする書類を取り

まとめ、集計表を作成する場合には、会計等および官庁別の区分に加え、

年度別（新年度または旧（前）年度の別）に整理したうえで作成するもの

とする（注）。 

  （注）４、５月中を受入日とする歳入金等の書類の年度別区分については、参考とし

て別表６にまとめている。 

イ．新年度分として整理する書類 

次の歳入金等にかかるものは、すべて新年度分として区分整理し、集計

表には年度を記入しない。 

（イ）国税収納金整理資金 

（ロ）検察庁取扱にかかる法務省主管一般会計歳入金のうち納付書上部に

○検の表示があるもの 

（ハ）裁判所取扱にかかる裁判所主管一般会計歳入金のうち納付書上部に 

訴え提起等手数料 の表示があるもの 

（ニ）内閣府主管一般会計歳入金のうち納付書上部に○交の表示があるもの

（交通反則金） 

ロ．新旧年度別に整理する書類 

イ．以外の歳入金については、次表のとおり、新年度または旧（前）年

度の別に区分整理する。この場合、旧（前）年度分として区分整理したも

のにかかる集計表についてのみ、年度を記入する。 
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 旧（前）年度とするもの 新年度とするもの 

４
月
中
受
入
分 

書類に記載されている年度

が前年度のもの 

左記以外のもの。具体的には、書類に記載されている年

度が、次のいずれかのもの。 

① 新年度のもの 

② 前々年度以前のもの 

③ 年度の記載がないもの 

５
月
中
受
入
分 

現金払込書（領収控 ○現） 

送 付 書（領収控 ○送） 

で、記載されている年度が

前年度のもの 

左記以外のもの。具体的には、 

    納入告知書（領収控 ○告） 

    納 付 書（領収控） 

    歳入金等受入報告表 

 または 

現金払込書（領収控 ○現） 

送 付 書（領収控 ○送） 

 

 

 

 

（注）（ ）内は、受入書類の２枚目（第２片）に記載されている名称。 

（イ） 

で、年度が次のいずれかのもの。 

① 新年度のもの 

② 前々年度以前のもの 

③ 年度の記載がないもの 

（ロ） 
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Ⅲ．払 込 店 の 事 務 

 

１．あらまし 

（１）事務の概要 

払込店は、自店が取りまとめにあたる歳入代理店等から、これらの先が受

入れた国庫金について、受入書類等の送付を受けた場合には、当該受入書類

等を点検のうえ、歳入金等受入日計表、歳入金等受入合計表等とともに日本

銀行（証票提出先）に送付するほか、その受入金額を資金払込店に連絡する
（注１）。また、集計表の集中作成を行う先については、払込店において集計

表を作成し、領収済通知書を官庁に送付する（注２）（注３）。 

 （注１）日本銀行の承認を受け、自行庫等の一般代理店が取扱った歳入金等にかかる証

拠書類の取りまとめを行う払込店は、当該一般代理店が受入れた歳入金等にかか

る書類についても、歳入代理店等における受入分と同様に取扱う（以下Ⅲ．にお

いて同じ。）。なお、自行庫等の一般代理店が取扱った歳入金等のうち、歳入代理

店において受入れることができないものを取りまとめる場合の留意事項を、参考

として別表６の２にまとめている。 

 （注２）集計表を作成し、領収済通知書を官庁に送付する事務は、あらかじめ日本銀行

本店への届出を行ったうえ、払込店で集中して取扱ってよい（Ⅰ．７．参照）。 

（注３）自行庫等の一般代理店が取扱った歳入金等にかかる証拠書類の取りまとめを行

う払込店は、財政投融資特別会計の財務省理財局分の領収済通知書については、

これを取扱った一般代理店の統轄店（一般代理店の所在地を業務区域とする日本

銀行の本支店をいう。ただし、帯広代理店、根室代理店、江差代理店および八雲

代理店については、その所在地にかかわらず、札幌支店を統轄店とする。以下同

じ。）に送付する（別表６の２参照）。 

（２）歳入代理店等から送付を受ける書類 

   払込店は、歳入代理店等から、受入日単位で、次表の書類の送付を受け

る（ただし、派出収納分については、派出収納日の翌営業日における窓口

収納分および口座振替収納分とともに、送付を受ける（注）。）。なお、次表の

書類の名称は、各片の名称を記載している。 

  （注）例えば、派出先において４月１日（月）に受入れた国庫金にかかる書類は、歳

入代理店等において４月２日（火）に受入れた窓口収納分・口座振替収納分の書
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類とともに送付を受ける。 

  イ．払込店が集計表の集中作成店の場合 

区   分 書類の名称 

（イ）窓口収納分（納付者等から受入れた歳入金等にかかるもの） 

 
ａ．通 常 分 

領収控（注１） 

領収済通知書（注１）（注２） 

ｂ．日 銀 Ｏ Ｃ Ｒ 分 
領収控（注３） 

領収済通知書（注２） 

（ロ）口座振替収納分（振替金融機関から受入れた歳入金等にかかるもの） 

 
ａ．受入書類の提出を受ける場合 

歳入金等受入報告表 

領収済通知書 

 ｂ．振替結果記録媒体の提出を受ける

場合 

歳入金等受入報告表 

（ハ）派出収納分（派出先において受入れた国庫金にかかるもの） 

 
ａ．税務署または国税局派出分 

領収確認書（集計表の第１片および

第３片（注４）添付） 

ｂ．税 関 派 出 分 
領収控（集計表の第１片および第３

片添付） 

ｃ．法 務 局 派 出 分  

（歳入金等の場合） 

領収控（集計表の第１片および第３

片添付） 

（供託金の場合） 

保管金払込書（注５）（集計表の第１片、

第２片および第３片添付） 

（注１）自行庫等の一般代理店が取扱った歳入金等にかかる証拠書類の取りまとめ

を行う払込店においては、（イ）ａ．に掲げる書類について以下の点を注意す

る（別表６の２参照）。 

      ・「領収控」には国税収納金整理資金払込書を含む。 

      ・領収控に取消請求書（「国庫金送金又は振込取消請求書」との名称が

付されたもの）と領収証書が添付されているときは、そのまま送付

を受ける。 

・「領収済通知書」には隔地払等期限経過報告書が添付された国税収納

金整理資金組入済通知書を含む。 

（注２）領収済通知書に申告書（労働保険特別会計分）が接続している場合は、そ
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のまま送付を受ける。 

（注３）歳入代理店等または払込店のいずれで保管してもよいため、歳入代理店等

で保管する場合には、送付されない。 

（注４）集計表（第３片）の「枚数」欄の欄外下部に、領収確認書の枚数が付記さ

れている。 

（注５）保管金受入済通知書が接続されている（切り離さない）。 

  ロ．払込店が集計表の集中作成店でない場合 

区  分 書類の名称 

（イ）窓口収納分（通常分）および

口座振替収納分 

集計表（第１片） 

領収控等（集計表＜第３片＞添付） 

（ロ）窓口収納分（日銀ＯＣＲ分） 領収控（注１） 

領収済通知書 

（ハ）派出収納分  

 
ａ．税務署または国税局派出分 

領収確認書（集計表の第１片および第３片（注２）

添付） 

ｂ．税 関 派 出 分 領収控（集計表の第１片および第３片添付） 

ｃ．法 務 局 派 出 分  

（歳入金等の場合） 

領収控（集計表の第１片および第３片添付） 

（供託金の場合） 

保管金払込書（注３）（集計表の第１片、第２片

および第３片添付） 

（注１）歳入代理店等または払込店のいずれで保管してもよいため、歳入代理店等

で保管する場合には、送付されない。 

（注２）集計表（第３片）の「枚数」欄の欄外下部に、領収確認書の枚数が付記さ

れている。 

（注３）保管金受入済通知書が接続されている（切り離さない）。 

 

２．書類の点検等 

  払込店は、歳入代理店等から、１．（２）の書類の送付を受けた場合には、

次の取扱いをする。 

（１）書類の点検 

  イ．１．（２）イ．およびロ．の表の下線付きの書類について、次の内容を
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点検する。 

  （イ）受入書類について、受入れできないものが混入していないこと。具

体的な確認事項は、次のとおり（注）。 

（注）一般代理店が取扱った歳入金等については（イ）ａ．からｃ．までの確認

は不要（ただし、領収控に○通の表示がないことの確認は必要。別表６の２

参照。）。 

ａ．領収控については、返納金 、○返または○通の表示がないこと。 

ｂ．「返納金戻入店」または「返納を受ける支払事務担当職員（または

支出官）」の記載がないこと。 

ｃ．金額欄に「返納金額」と記載されていないこと。 

ｄ．「要特定店納付」の表示がある場合には、「納付場所」欄に歳入代

理店等の店舗名が記載されていること。 

  （ロ）受入書類について、記載事項が整っていること。具体的な確認事項

は、次のとおり。 

ａ．納付者の住所・氏名の記載もれがないこと（注）。 

（注）住所・氏名にかかる欄がない場合には、確認を要しない。 

ｂ．会計等の記載もれがないこと。 

ｃ．取扱庁の記載もれがないこと。 

ｄ．合計額に訂正、改ざんがないこと（合計額が「0」のものは受入れ

ない。）。 

  （ハ）受入書類および歳入金等受入報告表に、領収印が正しく押されてい

ること（日付相違、押しもれ、他の印の押し誤りがないこと。）。 

  （ニ）歳入金等受入報告表について、記載事項が整っていること。具体的

な確認事項は、次のとおり。 

    ａ．振替金融機関名の記載もれがないこと。 

    ｂ．会計等の記載もれがないこと。 

    ｃ．取扱庁の記載もれがないこと。 

    ｄ．「送付分」欄、「振替納付不能分」欄および「振替納付分」欄の枚

数および金額に記載もれがないこと。     
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  （ホ）窓口収納分（日銀ＯＣＲ分）の領収済通知書（年金特別会計にかか

るものを除く。）につき、訂正等があるときは、その内容に応じ、次の

とおりとなっていること。 

    ａ．納付者の住所または氏名が訂正（注）されているときは、「整理番号」

欄、「識別番号」欄（特許特別会計）または「労働保険番号」欄（労

働保険番号の右側に記載のＣＤ欄の数字を含む。）の記載が横線で抹

消されている。 

    ｂ．税務署名が訂正（注）されているときは、「税務署番号」欄および「整

理番号」欄の記載が横線で抹消されている。 

    ｃ．源泉所得税分の「摘要」欄に記載事項があるときは、「日銀使用欄」

に○印が付されている。 

     （注）追記を含む。 

  ロ．集計表が添付されている書類について、次の内容を点検する。 

  （イ）集計表に記載の枚数、金額に誤りがないこと。 

  （ロ）集計表に、会計等番号、取扱庁番号の記入もれ、記入誤りがないこ

と。 

  （ハ）集計表は、次表の区分により作成されているか。また、４、５月中

を受入日とするものについては、これに加え、年度別に区分されてい

ること（注）（新年度分については、年度欄が空欄となっており、旧年度

分については、同欄に年度が記載されている。）。 

（注）４、５月中を受入日とする歳入金等の書類の年度別区分については、参考

として別表６にまとめている。 

会 計 等 官    庁 

一 般 会 計 ・ 主 管 別 
ａ．取扱庁が「厚生労働省年金局」の場合 

内訳口座（「取扱庁名」欄に記載されている「厚生

労働省年金局（○○）」の○○の部分）別 

ｂ．取扱庁が「厚生労働省年金局」以外の場合 

窓口収納分については、領収済通知書のあて先官

庁（「あて先」欄に記載の官庁）別、口座振替収納分

については、取扱庁（「取扱庁」欄に記載の官庁）別 

特 別 会 計 ・ 会 計 別 

国税収納金整理資金  
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（ニ）集計表に、領収印が正しく押されていること（日付相違、押しもれ、

他の印の押し誤りがないこと。）。 

（２）受入金の計理および歳入代理店等ごとの勘定の照合 

イ．国庫金の受入金は、日本銀行の預り金として、他の勘定と区分し、自行

庫等で定めた勘定（別段預金・歳入代理店口など）で計理する。 

ロ．自店が取りまとめにあたる歳入代理店等ごとに、書類の集計額と、勘定

計理上の金額が一致していることを確認する（注）。なお、書類の集計額は、

次表の「集計方法」欄に記載の集計額の合計となる。 

（注）特に、口座振替収納分（振替結果記録媒体の提出を受ける場合）については、

計上もれに注意する。 

区   分 

集 計 方 法 

払 込 店 が 集 計 表 の 

集 中 作 成 店 の 場 合 

払 込 店 が 集 計 表 の 

集中作成店でない場合 

（イ）窓口収納分（通常

分）の書類 

領収控または領収済通知書

の金額を集計する。 

集計表（第１片）の金額を

集計する。 

（ロ）窓口収納分（日銀

ＯＣＲ分）の書類 

領収済通知書の金額を集計する。 

（ハ）口座振替収納分の

書類 

歳入金等受入報告表の「振

替納付分」欄の金額を集計

する。 

集計表（第１片）の金額を

集計する。 

（ニ）派出収納分の書類 集計表（第１片）の金額を集計する。 
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３．集計表の集中作成（集計表の集中作成店のみ） 

（１）集計表の作成等 

イ．払込店（集計表集中作成店に限る。以下３．において同じ。）は、受入

日単位で、自店が取りまとめにあたるすべての歳入代理店等から、受入書

類等の送付を受けた場合には、１．（２）イ．の表の太枠内の書類につい

て、１．（２）イ．（ロ）ｂ．の歳入金等受入報告表（振替結果記録媒体の

提出を受ける場合）と、それ以外に分けた後、これらをそれぞれ次表の会

計等および官庁別に取りまとめる（注１）。なお、４、５月中を受入日とする

もの（注２）については、これに加え、年度別に区分する必要があるため、（２）

を参照すること。 

 （注１）自行庫等の一般代理店が取扱った歳入金等にかかる証拠書類の取りまとめ

を行う払込店は、領収控に返納金または○返の表示がある場合には、付記され

た年度および会計（一般会計の場合は、「○省主管」と付記されている）なら

びに受入書類の下部に記載されている歳入金取扱庁ごとに取りまとめること

に注意すること（別表６の２参照）。 

 （注２）歳入代理店等における受入日が基準となるため、注意すること。 

会 計 等（注１） 官    庁 

一 般 会 計 ・ 主 管 別 
（イ）取扱庁が「厚生労働省年金局」の場合 

内訳口座（「取扱庁名」欄に記載されている「厚生

労働省年金局（○○）」の○○の部分）別 

（ロ）取扱庁が「厚生労働省年金局」以外の場合 

窓口収納分については、領収済通知書のあて先官

庁（「あて先」欄に記載の官庁）別（注２）、口座振替収

納分については、取扱庁（「取扱庁」欄に記載の官庁）

別 

特 別 会 計 ・ 会 計 別 

国税収納金整理資金  

（注１）１官庁で主管の異なる一般会計を取扱っている場合、１官庁で複数の会計・

国税収納金整理資金を取扱っている場合等があるため、会計等の区分に注意す

る。 

（注２）領収済通知書のあて先官庁名は、取扱庁名と一致しない場合があるので、あ

て先官庁別に区分するよう注意する。 

ロ．払込店は、イ．により取りまとめた単位で、領収控および歳入金等受入報

告表につき、その枚数および金額（注）を集計する。 
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（注）歳入金等受入報告表の場合は、「振替納付分」欄に記載の枚数および金額。 

ハ．払込店は、イ．により取りまとめた単位で、領収済通知書の枚数および金

額を集計して、ロ．により集計した枚数および金額と照合する。ただし、１．

（２）イ．（ロ）ｂ．の歳入金等受入報告表（振替結果記録媒体の提出を受

ける場合）については、これに対応する領収済通知書がないため、この集計・

照合は行わない。 

ニ．払込店は、イ．により取りまとめた単位で、集計表を作成する（記載例８

参照）。この場合、次の点に注意する。 

（イ）「会計等番号」欄および「取扱庁番号」欄は、受入書類または日本銀行

ホームページに掲載されている「歳入金等取扱庁一覧」および「主管庁お

よび会計等番号表」により記入する。 

（ロ）「年度」欄は、４、５月中を受入日とするもの以外は記入しない（４、

５月受入分の扱いについては､（２）参照）。 

（ハ）「枚数」欄および「金額」欄は、ロ．により集計した枚数および金額を

記入する。 

（ニ）イ．により取りまとめた単位で、対象となる書類が１枚の場合でも作  

成する。 

（ホ）用紙は、日本銀行から交付されたものを使用する。 

ホ．払込店は、ニ．により作成した集計表の各片に領収印または集計表集中作

成店印（注１）（日付は歳入代理店等における受入日）を押したうえ、当該各

片を次により取扱う。 

（イ）第３片を領収控または歳入金等受入報告表に添付する（注２）。 

（ロ）第２片を領収済通知書に添付する（注２）。ただし、１．（２）イ．（ロ）ｂ．

の歳入金等受入報告表（振替結果記録媒体の提出を受ける場合）にかかる

集計表については、第２片を破棄する。 

（ハ）第１片は適宜取りまとめる。 

（注１）集計表を機械作成する場合には、集計表集中作成店印の押なつに代えて「集

計表作成店」を印字することができる（ひな型は記載例１参照）。この場合、
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あらかじめ日本銀行（ＯＣＲ処理店）にその旨を連絡する（Ⅰ．８．参照）。 

（注２）集計表を添付する際は、「会計等番号」および「取扱庁番号」が、受入書類

と一致していることを改めて確認する。なお、当該確認の際に、集計表の作

成の仕方に誤りがあることを発見したときは、訂正もれを防ぐため、３枚全

部について作り直すとよい。 

（２）４、５月中を受入日とする書類の年度別整理の扱い 

払込店は、（１）により４、５月中を受入日とする書類を取りまとめ、集

計表を作成する場合には、会計等および官庁別の区分に加え、年度別（新

年度または旧（前）年度の別）に整理したうえで作成するものとする（注）。 

  （注）４、５月中を受入日とする歳入金等の書類の年度別区分については、参考とし

て別表６にまとめている。 

イ．新年度分として整理する書類 

次の歳入金等にかかるものは、すべて新年度分として区分整理し、集計

表には年度を記入しない。 

（イ）国税収納金整理資金 

（ロ）検察庁取扱にかかる法務省主管一般会計歳入金のうち納付書上部に

○検の表示があるもの 

（ハ）裁判所取扱にかかる裁判所主管一般会計歳入金のうち納付書上部に 

訴え提起等手数料 の表示があるもの 

（ニ）内閣府主管一般会計歳入金のうち納付書上部に○交の表示があるもの

（交通反則金） 

ロ．新旧年度別に整理する書類 

イ．以外の歳入金については、次表のとおり、新年度または旧（前）年

度の別に区分整理する。この場合、旧（前）年度分として区分整理したも

のにかかる集計表についてのみ、年度を記入する。 
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 旧（前）年度とするもの 新年度とするもの 

４
月
中
受
入
分 

書類に記載されている年度

が前年度のもの 

左記以外のもの。具体的には、書類に記載されている年度

が、次のいずれかのもの。 

① 新年度のもの 

② 前々年度以前のもの 

③ 年度の記載がないもの 

５
月
中
受
入
分 

現金払込書（領収控 ○現） 

送 付 書（領収控 ○送） 

で、記載されている年度が

前年度のもの 

左記以外のもの。具体的には、 

   納入告知書（領収控 ○告） 

   納 付 書（領収控） 

   歳入金等受入報告表 

 または 

現金払込書（領収控 ○現） 

送 付 書（領収控 ○送） 

 

 （注）（ ）内は、受入書類の２枚目（第２片）に記載されている名称。 

 

４．歳入金等受入合計表等の作成 

 払込店は、受入日単位で、自店が取りまとめにあたるすべての歳入代理店等

から、受入書類等の送付を受けた場合には、（１）の表の「作成区分」ごとに、

同表の「作成のもととなる書類」欄に記載の書類に基づき、同表のイ．につ

いては歳入金等受入合計表および歳入金等受入小計表を、同表のロ．および

ハ．については歳入金等受入合計表を、それぞれ作成する（記載例 10参照）。

この場合、（２）の点に注意する。 

（１）作成区分および作成のもととなる書類 

作成区分 作成のもととなる書類 

イ．窓口収納分（日銀ＯＣＲ分） 領収済通知書 

ロ．窓口収納分（通常分）および口座振替収納分 集計表（第１片）（注１） 

ハ．派出収納分 集計表（第１片）（注２） 

（注１）集計表集中作成店においては、３．（１）により作成したもの。これ以外の先

で、年度が次のいずれかのもの。 

① 新年度のもの 

② 前々年度以前のもの 

③ 年度の記載がないもの 

（イ） 

（ロ） 
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においては、歳入代理店等から送付を受けたもの。 

（注２）歳入代理店等から送付を受けたもの。 

（２）作成時の注意点 

 
領収済通知書をもとに 

作成する場合 

集計表（第１片）をもとに 

作成する場合 

イ．歳入金等

受入合計表

の記入方法 

・「受入書類枚数」欄は、領収済通

知書の枚数を記入する。 

・「金額」欄は、領収済通知書に記

載の金額の集計額を記入する。 

・「受入書類枚数」欄は、集計表（第

１片）に記載の枚数の集計値を記入

する。 

・「金額」欄は、集計表（第１片）

に記載の金額の集計額を記入する。 

ロ．作成単位 

・歳入金等受入合計表は、領収済通

知書が１枚でも作成する。 

・領収済通知書の枚数が 100枚を大

きく超える場合には、およそ 100枚

ごととその残りについて歳入金等

受入小計表を作成し、これを集計し

て歳入金等受入合計表を作成する。

この場合において、歳入金等受入小

計表が５枚を超えるときは、５枚ご

ととその残りについて歳入金等受

入合計表を作成する。 

・作成対象の領収済通知書ごとに歳

入金等受入合計表および歳入金等

受入小計表を添付する。 

・歳入金等受入合計表は、集計表が

１枚でも作成する。 

・集計表（第１片）の枚数が 500枚

を大きく超える場合には、およそ

500 枚ごととその残りについて集計

表（第１片）を集計して歳入金等受

入合計表を作成する。 

・作成対象の集計表（第１片）ごと

に歳入金等受入合計表を添付する。 

ハ．用紙 
・日本銀行から交付されたものと

し、下辺が青刷のものを使用する。 

・日本銀行から交付されたものと

し、下辺が赤刷のものを使用する。 

 

５．歳入金等受入日計表の作成等 

（１）歳入金等受入日計表の作成 

   払込店は、４．により歳入金等受入合計表を作成した場合には、同表を

集計して、歳入金等受入日計表を作成する（記載例 11 参照）。この場合、

次の点に注意する。 

イ．「日付」欄は、歳入金等受入日計表の作成日を記入する。 
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ロ．受入日（歳入金等受入合計表の「受入日」欄に記載の歳入代理店等ま  

たは派出先における受入日）単位で、別行に記入する（注）。なお、記入が

１行の場合には、「合計」欄の記入を省略してよい。 

（注）休日の派出収納分がある場合において、記入行が不足したときは、

受入書類枚数および金額について、受入日の属する月、取扱区分コー

ドおよび日付関連検証区分コードが同じものを合算したうえ１行に記

入する（この場合、「歳入代理店受入日」欄には、合算分のいずれかの

受入日付を記入する。）。 

ハ．「受入書類枚数」欄および「金額」欄は、それぞれ、対応する歳入金等

受入合計表に記載の受入書類枚数の集計値および金額の集計額を記入す

る。ただし、派出収納分（税務署または国税局への派出分に限る。）にか

かる行については、「受入書類枚数」欄には、領収確認書の枚数を記入す

る。 

ニ．用紙は、日本銀行から交付されたものを使用する。 

（２）受入金の勘定との照合 

   払込店は、（１）により作成した歳入金等受入日計表に記載の金額（合計

額）が、国庫金の受入金（自店が取りまとめにあたるすべての歳入代理店

等分）にかかる勘定計理上の金額と、一致していることを確認する。 

 

６．書類の送付 

  払込店は、５．（２）の勘定の照合後、次のとおり、書類を送付する。 

（１）日本銀行（証票提出先）への送付 

   イ．の提出書類を、５．（１）により作成した歳入金等受入日計表ととも

に別表７のとおり整理し、ロ．の提出時限までに到着するように、日本銀

行（証票提出先）に送付する。 

   なお、やむを得ない事情により、ロ．の提出時限までに到着しないこと

が見込まれる場合には、ハ．の取扱いをする。 
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  イ．提出書類 

区  分 書 類 名 

（イ）窓口収納分（日銀ＯＣＲ分） 歳入金等受入合計表 

歳入金等受入小計表（注１） 

領収済通知書 

（ロ）窓口収納分（通常分）および口

座振替収納分 

歳入金等受入合計表 

集計表（第１片） 

領収控等（集計表＜第３片＞添付） 

（ハ）派出収納分 

 

 

 

歳入金等受入合計表 

集計表（第１片） 

（税務署または国税局派出分） 

領収確認書（集計表＜第３片＞添付） 

（法務局派出分＜供託金の場合＞） 

保管金払込書（注２）（集計表の第２片および第

３片添付） 

（その他の派出分） 

領収控（集計表＜第３片＞添付） 

（注１）４．により作成した場合のみ。 

（注２）保管金受入済通知書が接続されている（切り離さない）。 

ロ．提出時限 

 提出時限 

証票提出先とＯＣＲ処理店が同一の店舗

の場合 

歳入代理店等における受入日の翌々営業

日（派出収納分は派出収納日の３営業日

後の日）の午前 10時 

証票提出先とＯＣＲ処理店が同一の店舗

でない場合（注） 

歳入代理店等における受入日の翌営業日

（派出収納分は派出収納日の翌々営業

日）の午後３時 

  （注）この場合、払込店が送付した書類は、日本銀行内で、証票提出先からＯＣＲ処

理店に転送され、当該ＯＣＲ処理店において、光学読取式電子情報処理組織を使

用して読取処理（＝ＯＣＲ処理）を行っている。 
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  ハ．提出時限までに到着しないことが見込まれる場合の取扱い 

 対応内容 

証票提出先とＯＣＲ処理店が同一の店舗

の場合 

遅滞なく証票提出先に連絡のうえ、その

指示に従う。 

証票提出先とＯＣＲ処理店が同一の店舗

でない場合 

あらかじめ証票提出先に連絡のうえ、歳

入代理店等における受入日の翌々営業日

（派出収納分は派出収納日の３営業日後

の日）の午前10時までに到着するように、

直接ＯＣＲ処理店に送付することができ

る。なお、これにも間に合わない場合に

は、証票提出先の指示に従う。 

（２）官庁への送付（集計表の集中作成店のみ） 

  イ．領収済通知書等の送付 

３．（１）ホ．（ロ）により集計表（第２片）を添付した領収済通知書（注

１）を、すみやかにあて先官庁に送付する（注２）（注３）（封筒へのあて先の書

き方は、記載例９参照）。 

（注１）通常分の領収済通知書に申告書（労働保険特別会計分）が接続している場

合には、そのまま官庁に送付する（切り離さない）。自行庫等の一般代理店が

取扱った歳入金等にかかる証拠書類の取りまとめを行う払込店においては、

国税収納金整理資金組入済通知書に隔地払等期限経過報告書が添付されてい

る場合も、そのまま官庁に送付する（別表６の２参照）。 

（注２）領収済通知書の取扱庁名欄に「厚生労働省年金局（国民年金）」または「厚

生労働省年金局（国民年金）（66421）」と記載されているものについては、送

付先住所は、日本銀行ホームページに掲載の「国民年金にかかる領収済通知

書送付先一覧」を参照する。 

（注３）自行庫等の一般代理店が取扱った歳入金等にかかる証拠書類の取りまとめ

を行う払込店においては、財政投融資特別会計の財務省理財局分の領収済通

知書は、一般代理店受入日の翌々営業日の午前 10 時までに到着するように、

当該歳入金を受入れた一般代理店の統轄店に送付する（別表６の２参照）。な

お、財政投融資特別会計分であっても、あて先が「○○財務局長」等の財務

省理財局長以外のものは、あて先官庁に直接送付する。
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  ロ．申告書（労働保険特別会計分）の送付 

窓口収納分（日銀ＯＣＲ分）の領収済通知書に申告書（労働保険特別会

計分）が接続している場合には、申告書を領収済通知書と切離したうえ、

申告書に記載のあて先官庁ごとに、その枚数を記入した適宜の集計紙を添

付し、すみやかに当該あて先官庁に送付する。 

 

７．受入金額の資金払込店への連絡等 

（１）払込店は、５．（１）により作成した歳入金等受入日計表に記載の金額（合

計額）を、資金払込店に連絡する。 

（２）払込店は、資金払込店と日本銀行との間で、国庫金の受入金にかかる決

済が終了した場合には、自店の国庫金の受入金の勘定を払い出す。 
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８．書類の整理・保管 

  払込店は、窓口収納分（日銀ＯＣＲ分）の領収控を保管する場合（注）には、

任意の方法で取りまとめ、２か月間保管する。 

 （注）日銀ＯＣＲ分の領収控は、歳入代理店等で保管することでもよい。 



57 

 

Ⅳ．資 金 払 込 店 の 事 務 

 

１．事務の概要 

  資金払込店は、当座勘定取引のある日本銀行の本支店との間で、国庫金の

受入金にかかる資金決済を行う（注）。なお、当該資金決済は、日本銀行が、払

込店から提出を受けた歳入金等受入日計表に記載の金額を、当該払込店に対

応する資金払込店の当座勘定から引き落とす方法により行われる。 

 （注）歳入代理店等における受入日の翌々営業日（派出収納分は派出収納日の３営業日

後の日）に決済する。 

 

２．削除 

 

３．国庫金の受入金にかかる決済 

  資金決済日の午後３時以降に、国庫金の受入金にかかる決済額（払込店が

日本銀行（証票提出先）に送付した歳入金等受入日計表に記載の金額）が、

資金払込店の当座勘定から引落とされる（注１）（注２）。 

  なお、資金払込店に対応する払込店が複数ある場合には、すべての払込店

が送付した歳入金等受入日計表に記載の金額の合計額で引落しが行われる（注

３）。ただし、次の（１）および（２）に該当する場合には、資金払込店と当座

勘定取引のある日本銀行本支店をＯＣＲ処理店とする払込店の合計額、それ

以外の払込店の合計額、でそれぞれ引落しが行われる（注４）。 

 （１）払込店に対応するＯＣＲ処理店が複数ある 

（２）払込店に対応するＯＣＲ処理店のいずれかと、資金払込店と当座勘定取

引のある日本銀行本支店が同一の店舗である 

 （注１）日本銀行金融ネットワークシステムを利用して当座勘定取引を行っている場合

には、日銀ネット端末に「当座勘定引落通知」（摘要として「３２０ 歳入代理店

受入金」と記載される。）が出力される。 

（注２）日本銀行から、国庫金の受入金にかかる決済について、領収書の交付は行われ

ない。 

（注３）例えば、次表のケースでは、○○銀行本店および○○銀行仙台支店の合計額で
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引落しが行われる。 

 該当する金融機関店舗または日本銀行本支店等 

資金払込店 ○○銀行本店 

資金払込店に対応する

払込店 
○○銀行本店 ○○銀行仙台支店 

払込店に対応するＯＣ

Ｒ処理店 
日本銀行仙台支店 

資金払込店と当座勘定

取引のある日本銀行本

支店 

日本銀行仙台支店 

当座勘定の引落し単位 ○○銀行本店および○○銀行仙台支店の合計額 

（注４）例えば、次表のケースでは、日本銀行本店をＯＣＲ処理店とする○○銀行新潟

支店の金額、日本銀行仙台支店をＯＣＲ処理店とする○○銀行本店および日本銀

行札幌支店をＯＣＲ処理店とする○○銀行札幌支店の合計額、でそれぞれ引落し

が行われる。 

 該当する金融機関店舗または日本銀行本支店等 

資金払込店 ○○銀行東京支店 

資金払込店に対応す

る払込店 
○○銀行新潟支店 ○○銀行本店 ○○銀行札幌支店 

払込店に対応するＯ

ＣＲ処理店 
日本銀行本店 日本銀行仙台支店 日本銀行札幌支店 

資金払込店と当座勘

定取引のある日本銀

行本支店 

日本銀行本店 

当座勘定の引落し単

位 

○○銀行新潟支店

の金額 

○○銀行本店および○○銀行札幌支店の

合計額 
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Ⅴ．特 殊 な 事 務 

 

１．小切手が不渡りになった場合の取扱い 

（１）関係先への連絡 

  イ．歳入代理店等は、Ⅱ．１．（２）において受入れた小切手が不渡りとな

った場合には、遅滞なく、次の関係先に対し、小切手が不渡りとなった

旨を電話等により連絡する。 

（イ）納付者等 

（ロ）領収済通知書のあて先官庁 

（ハ）払込店（窓口電子収納分については、電子収納事務にかかる払込店） 

  ロ．払込店は、イ．により、歳入代理店等から小切手が不渡りとなった旨

の連絡を受けた場合には、遅滞なく、日本銀行（ＯＣＲ処理店）および

資金払込店に対し、小切手が不渡りとなった旨を電話等により連絡する。 

（２）領収済額取消通知書の作成・送付 

  イ．歳入代理店等は、小切手の記録（Ⅱ．１．（２）イ．（ロ）ｂ．（ｃ）参

照）により、領収済額取消通知書（書式第５号）を３通作成し（記載例

13 参照）、（１）イ．の関係先に送付する。この場合、（１）イ．（イ）の

先に送付するものについては納付者等をあて名とし、（１）イ．（ロ）お

よび（ハ）の先に送付するものについては官庁をあて名とする（具体的

には、受入書類の「あて先」欄の記載に基づき、「○○税務署国税収納命

令官殿」のように記載する。）。 

  ロ．払込店は、イ．により、歳入代理店等から領収済額取消通知書の送付

を受けた場合には、これを日本銀行（ＯＣＲ処理店）に送付する（注）。 

（注）自行庫等の本部から、日本銀行業務オンラインにより送付する。この場合、

当該本部は、日本銀行（ＯＣＲ処理店）に対し、提出後速やかに電話連絡を行

う。 

（３）不渡小切手および領収証書の取扱い 

  イ．歳入代理店等は、納付者等から、さきに渡した領収証書の提出を受け、
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領収証書に押してある領収印を消す。ただし、小切手の金額が領収金額

の一部である場合には、領収印は消さず、領収証書に次の事項を記入す

る。 

  （イ）証券受領取消○○○○円 

  （ロ）取消日 

  （ハ）店名 

  ロ．歳入代理店等は、不渡事由を記載した付箋が貼付された不渡小切手お

よびイ．の領収証書を納付者等に返し、当該不渡小切手については、受

領書（書式第６号）を徴求する（記載例 14参照）。 

  ハ．歳入代理店等は、ロ．の受領書について、自店で２年間保管する。 

（４）払込済の受入金の返れい 

   資金払込店は、不渡小切手にかかる国庫金の受入金について、日本銀行

から返れいを受ける（注）。 

  （注）資金払込店と当座勘定取引のある日本銀行の本支店が、当該資金払込店の当座

勘定に該当金額を入金する。 

 

２．訂正請求書等の提出を受けた場合の取扱い 

  歳入代理店等は、官庁または払込人から、歳入金等にかかる訂正請求書ま

たは口座更正請求書の提出を受けた場合には、当該訂正請求書または口座更

正請求書に、受付の日付および店名を記入し（記載例 15参照）、日本銀行（Ｏ

ＣＲ処理店）に送付する（注）。 

（注）自行庫等の本部から、日本銀行業務オンラインにより送付する。 

 

３．領収済証明請求書の提出を受けた場合の取扱い 

  歳入代理店等は、官庁、払込人または源泉徴収義務者から、歳入金等にか

かる領収済証明請求書（記載例 16参照）の提出を受けた場合（注１）には、該当

の領収控（日銀ＯＣＲ分を除く。以下３．において同じ。）または振替結果記

録媒体を自店で保管しているか否かに応じ、（１）または（２）の取扱いをす

る（注２）。 
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 （注１）源泉徴収義務者ではない一般の納付者から、領収済の証明請求を受けた場合に

は、歳入代理店等では証明を行うことができないため、受入先官庁に請求するよう

説明する。 

 （注２）自店で保管すべき証票を自店以外の場所で保管している場合についても、（１）

に当たる。また、該当の領収控が窓口電子収納分の場合には、（２）の取扱いをす

る。 

（１）領収控または振替結果記録媒体を自店で保管している場合 

  イ．領収済であることの確認 

領収済証明請求書に記載の内容が、該当の領収控または振替結果記録

媒体の収録内容と一致していることを確認する。 

  ロ．領収確認済の記録等 

  （イ）領収控によりイ．の確認を行った場合には、当該領収控に、領収確

認の旨および確認の日付を記入する。 

  （ロ）振替結果記録媒体の収録内容によりイ．の確認を行った場合には、

当該収録内容を出力した帳票に、領収確認の旨および確認の日付を記

入する。また、当該帳票は、振替結果記録媒体を保管する際に作成し

た合計表（Ⅱ．３．（２）ト．（ハ）または同（３）チ．（ハ）参照）に

添付する。 

  ハ．領収済証明請求書の送付 

領収済証明請求書に、領収確認の旨、確認の日付および店名を記入し

たうえ（記載例 16参照）、日本銀行（ＯＣＲ処理店）に送付する（注）。 

（注）自行庫等の本部から、日本銀行業務オンラインにより送付する。 

（２）領収控または振替結果記録媒体を自店で保管していない場合 

   領収済証明請求書に、受付日および店名を記入して（記載例 16 参照）、

日本銀行（ＯＣＲ処理店）に送付する（注１）。ただし、窓口電子収納分につ

いては、日本銀行本店に送付する（注１）（注２）。

（注１）自行庫等の本部から、日本銀行業務オンラインにより送付する。 

（注２）日本銀行本店では、窓口電子収納受入店に対し、窓口電子収納分として取扱
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った受入書類の内容を照会することがある。 



記載例目次 

 

付録Ⅰ 

記  載  例 

目  次 

 種    類 ページ 

記載例１ 集計表に「集計表作成店」を機械印字する場合のひな形 62 

記載例２ 歳入金等の受入書類の確認、領収印の押なつ 63 

記載例３ 小切手による納付を受けた場合の受入書類への表示（小切手による

受入額が領収金額の一部である場合の例） 

68 

記載例４ 歳入金等受入報告表の確認、領収印の押なつ 69 

記載例５ 歳入金等受入報告表を機械作成する場合の領収表示 71 

記載例６ 窓口収納分（日銀ＯＣＲ分）の領収済通知書に訂正等がある場合の

記入（源泉所得税の例） 

72 

記載例７ 文書保管票等の作成例 73 

記載例８ 集計表の作成 74 

記載例９ 封筒へのあて先の記載例 78 

記載例 10 歳入金等受入合計表・歳入金等受入小計表の作成 79 

記載例 11 歳入金等受入日計表の作成 80 

記載例 12 削除  

記載例 13 領収済額取消通知書の作成 82 

記載例 14 不渡小切手にかかる受領書の記載例 83 

記載例 15 訂正請求書・口座更正請求書の記載例 84 

記載例 16 領収済証明請求書の記載例 85 

 

 



記載例１ 集計表に「集計表作成店」を機械印字する場合のひな形 

 

集計表作成店 

３０．５．１ 

○ ○ 銀 行 
○ ○ 支 店 

 

備 考 １．漢字（金融機関名または店舗名が、「ひらがな」または「カタカナ」の場合は、ひ

らがなまたはカタカナ）で表示する。 

２．「支店」の文字は省略してもよい。 

３．寸法はおおむね縦３cm、横４cmとする。 

４．所定の位置に印字する。 
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記載例２ 歳入金等の受入書類の確認、領収印の押なつ 

  

 

 

 
 

 

      領 収 済 通 知 書 国 庫 金 

      領 収 控 国 庫 金 

納 入告知 書・領 収証 書 

令和○年 9月 2 日 
歳入徴収官 京都財務事務所長 
納付期限 
令和○年 9月 30日 

 

  下記の合計額を領
収しました。 

     

     

納付場所 

日本銀行本店、支

店、代理店、歳入

代理店又は財務事

務所 

 

○○市○○区 

○○町○○ 

甲野太郎殿 

 令和○年度  

 一 般 会 計 財務省主管 (6094) 

 京都財務事務所 （18322） 

 元 本   ７ ９８０ 

 延 滞 金    ９００ 

 合 計 額   ８ ８８０ 

 

 

 

領 収 金 額

（合計額）

に訂正、改

ざんがない

こと（金額

が「0」のも

のは受入れ

ない。）。 

＜日銀ＯＣＲ分の受入書類の代表例＞ 

○ .9.10 
日銀歳 

入代理 ○ 
○ 支 

店 

○ 
○ 銀 

行 

＜通常分の受入書類の代表例＞ 

各片の

記載事

項が一

致して

いるこ

と。 

○ . 9 . 1 0  
日銀歳 

入代理 ○ 

○ 支 

店 

○ 
○ 

 

銀 

行 

受入書類、

領収金額

の確認後、

各片に領

収印を押

す（（留意

事項）４．

へ）。 

受入れ

できる

書類で

あるこ

と（（留

意 事

項）１．

へ）。 

「納付者の

住所・氏名」、

「会計等」、

「取扱庁」の

記載もれが

な い こ と

（（ 留 意 事

項）３．へ）。 

「納付場所」欄に

「歳入代理店」の記

載があること。ただ

し、この欄がなくて

も受入れできるも

のがあるので注意

する（（留意事項）

２．へ）。 

国 庫 金 

（領 収 日 付 等） 
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一 般 会 計 内閣府主管 

（番 号） 

（取扱庁名（番 号）） 

一 般 会 計 内閣府主管 

（番 号） 

（取扱庁名（番 号）） 

一 般 会 計 内閣府主管 

（番 号） 

（取扱庁名（番 号）） 

１ 金額欄の数字の訂正はできま

せん。 

２ この納付書は３枚１組となっ

ていますから３枚とも納付場所

に提出して下さい。 

金  額 

 

 

一 般 会 計 内閣府主管 

（番 号） 

（取扱庁名（番 号）） 

一 般 会 計 内閣府主管 

（番 号） 

（取扱庁名（番 号）） 

一 般 会 計 内閣府主管 

（番 号） 

（取扱庁名（番 号）） 

１ 金額欄の数字の訂正はできま

せん。 

２ この納付書は３枚１組となっ

ていますから３枚とも納付場所

に提出して下さい。 

金  額 

 

 

一 般 会 計 内閣府主管 

（番 号） 

（取扱庁名（番 号）） 

一 般 会 計 内閣府主管 

（番 号） 

（取扱庁名（番 号）） 

一 般 会 計 内閣府主管 

（番 号） 

（取扱庁名（番 号）） 

１ 金額欄の数字の訂正はできま

せん。 

２ この納付書は３枚１組となっ

ていますから３枚とも納付場所

に提出して下さい。 

金  額 

 

 

 

 

 
○ .9 .1 0  
日銀歳 

入代理 ○ 

○ 支 

店 

○ 
○ 銀 

 

 

 

 

令和 

 

 

 

 

 

 

（領 収 日 付 等） 

○ . 9 . 1 0  

日銀歳 

入代理 ○ 

○ 支 

店 

○ 

○ 銀 

行 

（領 収 日 付 等） 

 ○ . 9 . 1 0  

日銀歳 

入代理 ○ 

○ 支 

店 

○ 

○ 銀 

行 

（領 収 日 付 等） 

○ . 9 . 1 0  

日銀歳 

入代理 ○ 

○ 支 

店 

○ 

○ 

 

銀 

行 

受入れ

できる

書類で

あるこ

と（（留

意 事

項）１．

へ）。 

領収金額（合

計額）に訂

正、改ざんが

ないこと（金

額が「0」の

ものは受入

れない。）。 

受入書類、領

収金額の確

認後、各片に

領収印を押

す（（留意事

項）４．へ）。 

＜交通反則金にかかる受入書類の例＞ 

＜国民年金保険料にかかる受入書類の例＞ 

各 片 の

記 載 事

項 が 一

致 し て

い る こ

と（注）。 

 

「納付場所」欄に

「歳入代理店」の記

載があること。ただ

し、この欄がなくて

も受入れできるも

のがあるので注意

する（（留意事項）

２．へ）。 

「納付者の

住所・氏名」、

「会計等」、

「取扱庁」の

記載もれが

な い こ と

（（ 留 意 事

項）３．へ）。 

（注）国民年金保険料にかかる受入書類の領収控には住所氏名欄が表示されないことがある。この場合、

残りの２片について、住所氏名欄の記載事項が一致していることを確認する。 

令和 

   納付書・領収証書

納付目的　　国民年金保険料　（　　　　　　） 納付目的　　国民年金保険料　（　　　　　　）

納付書発行年月日　　　　　　　　年　　　月　　　日 納付書発行年月日　　　　　　　　年　　　月　　　日

基 礎 年 金 番 号 基 礎 年 金 番 号

円 ⑥

住所

納  付  書  発  行  年  月  日 納　期　限

年　　　月　　　日

住所

あて先

氏名

納付場所　日本銀行本店、支店、代理店、歳入代理店

   又は日本年金機構の年金事務所 納付場所　日本銀行本店、支店、代理店、

　 歳入代理店又は日本年金機構の

注意　延滞金は、督促を受けた場合に限り督促状に記載されている    年金事務所

   ところによって納付してください。

（　　　） （　　　）

年金特別会計（　　　）

取扱庁名

上記の合計額を領収しました。 上記の合計額を領収しました。

納付期間　　　　　年　　　　月分～　　　　　年　　　　月分納付期間　　　　　年　　　　月分～　　　　　年　　　　月分

殿

取扱庁名

領 収 控

年度 厚生労働省所管

保険料

延滞金

合計額

円

円

円

国 民 年 金 保 険 料

納　　付　　目　　的

～

翌年度5月1日以降現年度歳入組入

国民年金勘定

業 務 勘 定

年金特別会計（　　　）

年度 厚生労働省所管

年金特別会計（　　　）

（厚生労働省年金局送付分）

③ ④

厚生労働省所管年度

殿

取扱庁番号

領 収 済 通 知 書

年金特別会計年度     厚生労働省所管

年　　　月分

  並びに所属庁名及び所在地

制度

  歳入徴収官、歳入徴収官代理官職氏名

事務所

コード

①

取扱庁名

届  書

コード

国 民 年 金 国民年金 国民年金

（納付者渡し）（収納機関用）

国民年金勘定

業 務 勘 定

保険料 円

延滞金 円

合計額 円

上記のとおり納付してください。

           ⑤  

翌年度5月1日以降現年度歳入組入翌年度5月1日以降現年度歳入組入

年　　　月分

年　　　月　　　日

業　  務  　勘  　定

延  　　 滞　   　金 合　　　計　　　額
収　　納　　年　　月　　日

   収納

   区分

氏名

②

納    付    期    間

（　　　　　　　）

上記の合計額を領収しました。

（
こ
の
通
知
書
は
、

機
械
処
理
さ
れ

ま
す
の
で
、

汚
し

た
り
、
折
り
ま
げ
た
り
し
な
い
で
く
だ
さ
い
。
）

（
切
り
取
ら
な
い
で
く
だ
さ
い
。
）

こ
の
通
知
は
納
付
書
で
す
が
、
機
械
処
理
の
関
係
で
領
収
済
通
知
書
、

領
収
控
、
納
付
書
・
領
収
証
書
の
順
に
綴
っ
て
あ
り
ま
す
。
納
付
の
際

は
切
り
離
さ
ず
に
納
付
場
所
に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

（
切
り
取
ら
な
い
で
く
だ
さ
い
。
）

国 庫 金 国 庫 国 庫
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（留意事項） 

１．受入れできる書類、受入れできない書類 

  ＜受入れできる書類＞              （ ）内は参考書式の番号 

 書  類  の  名  称 

歳 入 金 国 税 収 納 金 整 理 資 金 

通 

常 

分 

納入告知書 (l) 納税告知書 (5) 

納 付 書 (2)、(9) 納 付 書 (6)、(9) 

現金払込書 (3) 納入告知書 (7) 

送 付 書 (4) 国税収納金整理 (8) 

  資金現金払込書  

日
銀
Ｏ
Ｃ
Ｒ
分 

納入告知書・ (10) 納税告知書 (13) 

納 付 書   

納入告知書 (11)   

納 付 書 (12) 納 付 書 (14) 

＜受入れできない書類の代表例＞          （ ）内は参考書式の番号 

書  類  の  名  称 提示を受けた場合の対応 

返納金納入告知書・返納金納付書 

返納金納入告知書        

返納金納付書 

（15）         

（16） 

（17） 

最寄りの日本銀行の本支店ま

たは一般代理店で納付するよ

う説明する。 

納入通知書 （18） 指定された市町村に納付する

よう説明する。 

＜受入れできない書類を見分ける際のポイント＞ 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
 

右のとおり納付して下さい。 

 年  月  日   歳 入 徴 収 官 等 

           官職  氏 名 

納付目的 

 

 

下記の金額を領収しま

した。 

（領収年月日及び領収者名） 

（年        度） 

納付期限 

 

納付場所 

（住  所） 

 

（氏  名） 

殿 

 

（会        計） 

（所        管） 
返納金 

戻入店 
日本銀行     店 

返納を受ける支 

払事務担当職員 
（支出官又は出納官吏  官職  氏名） 

（部  局  等  名） （項） 

翌年度 月１日以降歳入組入 歳入取扱庁名（番 号） 返納金額        

 
◎この返納金納付書は、３枚１組となっていますから、３枚とも納付場所に提出して下さい。 

（番  号） 国 庫 金 

百 百 十 十 万 千 円 

受入書類の名称に「返納金」の表示がある。 

「返納金戻入店」、「返納を受ける支払

事務担当職員」の記載がある。 

納付場所欄に「歳入代理店」の記載がない。 

（注）「歳入代理店」の記載がある受入書類は、「納付目的」欄に「過

払いによる返納金」等の記載があっても受入れできる。 

金額欄に「返納

金額」と記載さ

れている。 

返 納 金 納 付 書 ・ 領 収 証 書 
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２．「納付場所」欄に関する留意事項 

（１）「要特定店納付」の表示があり、「納付場所」欄に自店名の記載がない場合に

は、受入れできないので注意する。 

（２）「納付場所」欄のない書類もあるが、１．の＜受入れできる書類＞に記載のあ

る書類であれば受入れてよい。 

３．「納付者の住所・氏名」および「取扱庁」に関する留意事項 

（１）「納付者の住所・氏名」の記載もれが多い事例としては、①ゴム印を使用してい

る場合の２、３枚目、②交通反則金の受入書類、があるため、注意すること。 

（２）「取扱庁」は、全国どこの官庁でもよい。 

（３）取扱庁を「厚生労働省年金局」とする歳入金にかかる受入書類の場合は、内訳

口座名（注）および内訳口座番号が記載されている。 

（注）内訳口座とは、取扱庁を厚生労働省年金局とする歳入金を区分整理するために

設置された口座をいう（日本銀行ホームページに掲載されている「歳入金等取扱

庁一覧」参照。）。 

＜内訳口座名が「国民年金」、内訳口座番号が「66421」である場合の記載例＞ 

領収済通知書 

（取扱庁番号欄あり） 

取扱庁番号欄「66421」 

取扱庁名欄 「厚生労働省年金局（国民年金）」 

納付書・領収証書、領収控 

（取扱庁番号欄なし） 
取扱庁名欄 「厚生労働省年金局（国民年金）（66421）」 

４．領収印および領収証書に関する留意事項 

（１）領収印は、「日付相違」、「押しもれ」、「他の印の押し誤り」に注意すること。 

（２）領収印の押し直しをする場合には、次のとおり取扱う。 

日銀ＯＣＲ分の受入書類の場合 領収済通知書は、原則として、表面に押し直すこ

とができる十分な余白がある場合には当該余白に

押し、十分な余白がない場合には押し直しを行う

ことなく表面の適宜の余白に必要記入事項（日付、

店名および領収の旨）を記載する。領収証書およ

び領収控は領収欄近辺の余白に押す。 

官庁ＯＣＲ分（参考書式第９号

(3)に限る。）の受入書類の場合 

領収済通知書は裏面（住所、氏名欄の裏面）に、

領収証書および領収控は領収欄近辺の余白に押

す。 

上記以外の受入書類の場合 ３片とも領収欄近辺の余白に押す。 

（３）特許特別会計の受入書類（参考書式第 12 号(3)）には、第４片として「納付済

証（特許庁提出用）」が添付されているが、これにも領収印を押して、領収証書と

ともに納付者等に渡す。
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（４）国税または電波利用料の受入書類の中には、コンビニ等における納付に兼用され

るもの（参考書式第５号(2)、第６号(3)、第 10 号(2)および第 14号(11)）があり、

「払込取扱票」が付属しているが、これには領収印を押さず、領収証書とともに納

付者等に渡す。また、受入書類に、納税告知書または納入告知書等の各種通知部分

が付属している場合も同様。
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  ＜国税収納金整理資金の例＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）領収済通知書に申告書（労働保険特別会計分）が接続している場合には、当該

申告書を誤って納付者等に渡すことがないよう留意する（なお、受入書類の２、

３枚目に申告書の事業主控等が接続している場合には、納付者等に渡すこととな

る。）。 

＜申告書（労働保険特別会計分）の接続イメージ＞ 

 

  

 

＜３枚目＞ 

納付書・領収証書 

申告書 事業主控 

領収控 

＜２枚目＞ 

領収印の押捺

は不要。 

納付者等に

渡さない。 

申告書 提出用 

領収済通知書 

納付者等に

渡す。 

＜１枚目＞ 

「払込取扱
票」は、切り
取らずに領収
証書とともに
納付者等に渡
す。 
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記載例３ 小切手による納付を受けた場合の受入書類への表示 

（小切手による受入額が領収金額の一部である場合の例） 

 

 

１．「証券受領」欄があるとき 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．「証券受領」欄がないとき 

 

 

 

 

各片に、証券受

領の旨を表示

するとともに、

小切手による

受入額を記載

する。 

  
                 領   収   済   通   知  （報告）  書    国 庫 金 （ 番    号 ） 
 

あて先 
  
 

  
 
  
 
納付期限  
 
納付場所 

納付目的 
延滞金の計算方法 

下記の合計額を領収しま

した。 
（領収年月日、領収者名

及び領収印）又は（領収

者名の表示のある領収

日付印） 
（年    度） 

（会     計） （主 管 又 は 所 管） 
（取  扱  庁  名  （番  号）） 

元        本 
（科目又は符号）  百 十 万 千 百 十 円 

延   滞   金 
（科目又は符号）         
合   計   額         

 
翌年度  月１日以降現年度歳入組入 

 

（住  所）  
（氏  名） 

  
 

殿 

歳入徴収官、歳入徴収官代理、分任歳入

徴収官又は分任歳入徴収官代理官職氏

名並びに所属庁名及び所在地 

  
                   領           収           控    国 庫 金    告 （ 番    号 ） 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
納付期限 
 
 
納付場所 

納付目的 
延滞金の計算方法 

下記の合計額を領収しま

した。 
（領収年月日、領収者名

及び領収印）又は（領収

者名の表示のある領収日

付印） 
（年    度） 

（会     計） （主 管 又 は 所 管） 
（取  扱  庁  名  （番  号）） 

元        本 
（科目又は符号） 

 百 十 万 千 百 十 円 

延   滞   金 
（科目又は符号） 

        
合   計   額         

 
翌年度  月１日以降現年度歳入組入 

 

（住  所） 
 
（氏  名） 

 
 

 
殿 

 
                                     納入告知書 ・ 領収証書   国 庫 金 （ 番    号 ） 
 

右のとおり納付して下さい。なお、納付期限内に完納されな  

かつたときは、右の延滞金の計算方法により延滞金額を計算し

て、その額及び合計額を該当欄に記入して納付して下さい。 
 
 
     年   月   日 
 
 
 
納付期限 
 
 
納付場所 

納付目的 
延滞金の計算方法 

下記の合計額を領収しま 
した。 
（領収年月日、領収者名

及び領収印）又は（領収

者名の表示のある領収日

付印） 
（年    度） 

（会     計） （主 管 又 は 所 管） 
（取  扱  庁  名  （番  号）） 

元        本 
（科目又は符号） 

 百 十 万 千 百 十 円 

延   滞   金 
（科目又は符号） 

        
合   計   額         

◎この納入告知書は、３枚１組の複写式となつていますから、３枚とも納付場所に提

出して下さい。 翌年度  月１日以降現年度歳入組入 

（住  所）  
（氏  名） 

 
 

 
殿 

（注意）延滞金を支払わなければならない場合において、領収しま 
した金額が元本及び支払われるべき延滞金の合計額に不足すると 
きは、領収しました金額を延滞金、元本（元本、延滞金）の順に 
充当します。 

歳入徴収官、歳入徴収官代理、 
分任歳入徴収官又は分任歳入徴 
収官代理官職氏名    印 

第

一

片 

証券受領 

3,500 円 

５，４ ３ ２ 

（領収年月日及び領収者名） 

３

元

 

本

 

利

 

息

 

延

滞

金

 

合

計

額

 

整 理 番 号 

０４００００７２  

００８２９ 

科目コード 

限定 

区分 

証券受領 

全部 一部 

 

１５８-００９３ 

東京都世田谷区上野毛３－８－２５ 

 

山下 雅行 

１-０９０１０１００-２３-０００２ ０４００００７２

  殿 

１００-００１３ 

千代田区霞が関３－１－１ 

財務省大臣官房会計課 

歳入徴収官 

財務省大臣官房会計課長 

あ

て

先

 

 

４年 ４月３０日 

納付期限 

納付場所 

日本銀行本店､支店､代理店、 

歳入代理店または（所属） 

収入官吏 

３,５００円 

内 証券受領 

○この書面は、機械処理されますので、汚したり折り曲げたりしないで下さい。 

億 千 百 十 万 千 百 十 円 

５ ４ ３ ２

延滞金の起算日 

４年 ５月 １日 

延滞金の利率 

年 ８．２５％

充当 

区分 

２ 

既発 

生延 

滞金 

  年  月  日までに 

円発生しています｡ 

 

翌年度 ５月１日以降現年度歳入組入 上記の合計額を領収しました。 

一般会計 

 

財務省主管 

財務省大臣官房 

 

納

付

目

的

 

不用物品売払代 

 

『一部』に「○」

を記入する。 

『 内  証 券 受

領』欄に小切手

による受入額を

記入する。 

◎

こ

の

書

面

は

、

切

り

離

さ

ず

に

納

付

場

所

に

提

出

し

て

下

さ

い

。

 

◎数字は記入例にならってボールペンで力を入れて枠からはみださないように記載して下さい。 

（記入例） 

９ ８７ ６ ５ ４ ２ １０ ￥ 
領収済通知（報告）書 

０９０１０１００１８ 

 

官 署 コ ー ド 

０００１８０１６ 

 

取 扱 庁 番 号 

６０９４ 

主管又は 

所管番号 

００１４ 

 

会計番号 

 

年度 

０４ ３２１０３ 

国庫金 

    

    

    

各片とも同様に取扱う。なお、『内 証券受領』欄のない

片についても、小切手による受入額を記入する。 

領収控  国 庫 金   告  

（納入告知書・納付書）・領収証書  国 庫 金   
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記載例４ 歳入金等受入報告表の確認、領収印の押なつ 

１．一般用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．国税収納金整理資金専用 

 

       
   令和○年度  

 歳入金等受入報告表  会 計 等 名   年金特別会計   （0343）  

   主管名又は所管名   厚生労働省所管  

   取 扱 庁 名   厚生労働省年金局（千代田）（63610）  

       
   区    分 納入告知書枚数 合 計 金 額  

   送  付  分① 50枚 1,234,560円  

   振替納付不能分②  3 34,500  

 （振替金融機関名） 

○○銀行○○支店 

 振替納付分①－② 47 1,200,060 
1,200,000  

      

 
 

 
 

   

            

 
収 納 金 
整 理  歳入金等受入報告表 申告所得税及復興特別所得税 期分・延納分 番号 ○○○○   

     
 

法 人 税 月申告分 

年度 

  

     
 

消 費 税 及 地 方 消 費 税 月申告分   

     
 

区  分 納付書枚数 合 計 金 額   

   ○○銀行○○支店  
 

送付分① 
枚 百 十 万 千 百 十 円 

  

     
 振替納付 

不能分② 

        
  

     
 振替納付分 

①－② 

        
  

            

         領 収 日 付   

             ○○ 税務署     

            

            

領収印 

書類、領

収金額の

確認後、

領収印を

押す。 

枚数、金

額 の 記

載 も れ

が な い

こと。 

国 

庫 

金 

（所在地） 

 

（振替金融機関名） 

 

国税 資金 

１ ２ ３ ４ ５ ６ ０ 

３ ４ ５ ０ ０ 

１ ２ ０ ０ ０ ６ ０ 

３ 

５０ 

４７ 

領収印 

令和○ 

振替金融

機関名の

記載もれ

がないこ

と。 

 

「会計等」、「取扱

庁」に記載もれがな

いこと（一般用のも

のについては、（留

意事項）参照）。 



70 

 

（会計等および取扱庁に関する留意事項＜一般用＞） 

１．取扱庁が「厚生労働省年金局」の場合には、「厚生労働省年金局」の後ろに内訳口

座名および内訳口座番号が記載されている（記載例の場合は、「千代田」が内訳口座

名で、「63610」が内訳口座番号。）。 

２．国税収納金整理資金の場合には、「会計等名」欄に「国税収納金整理資金」と記載

され、「主管名又は所管名」欄は空欄となる。また、「取扱庁名」欄に税務署名およ

び税務署番号が記載される。 
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記載例５ 歳入金等受入報告表を機械作成する場合の領収表示 

 

１．ひな形の印字例 

 

日本銀行 

歳入代理店 

備考１．漢字（金融機関名または店舗名がひらがなまたはカタカ

ナの場合には、ひらがなまたはカタカナ）により表示する。 

２．店名は出張所については「○○支店○○出張所」、事務

所については「○○事務所」とする。 

３．「支店」、「出張所」または「事務所」の文字は省略し

てもよい。この場合、出張所名には括弧を付ける。 

４．「日本銀行歳入代理店」の表示については、歳入復代理

店においては「日本銀行歳入復代理店」と、歳入復々代理

店においては「日本銀行歳入復々代理店」とする。 

５．銀行代理業者等の店舗においては、当該業者等の名称お

よび店舗名とする（所属銀行等の名称は不要）。 

 

30．４．２ 

○ ○ 銀 行 

○ ○ 支 店 

 

 

 

２．領収印と同一内容の事項の印字例 

 

領 収 日 付 等 

30．４．２ 

 

ニッポンギンコウ  サイニュウダイリテン 

 

○○ギンコウ○○シテン 
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記載例６ 窓口収納分（日銀ＯＣＲ分）の領収済通知書に訂正等がある場合の

記入（源泉所得税の例） 

 

 
税務署名が訂正（追記を含む。）されている場合は、「税務署

番号」欄、「整理番号」欄の記載を横線で抹消する。 

源泉所得税分の「摘要」欄に記載が

ある場合は、「日銀使用欄」に○印

を付す。 

 

 

   

１ 

 

 

 

納付者の住所または氏名が訂正（追記

を含む。）されている場合は、「整理番

号」欄の記載を横線で抹消する。 

納付の目的 

平成 年  月 
 
 

支払分源泉所得税 

 
 
 
 

証券 受領  日 銀 
使用欄 

 
内 
証券受領 

 
円 

証券番号 
振 出 人  

 
（ 領 収 日 付 印 ） 

 
 
 
 
 

 
左記の合計額を領収しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全
部 

一
部 ○ 

 ６ １ ２ 

領 収 印 

（記入例） ￥  １  ２  ３  ４  ５  ６  ７  ８  ９  ０ 

 

国税 
収納金 

資金 
整 理 

 

（納付書） 
給与所得・退職所得等の 

所得税徴収高 計算書 給 領収済通知書 

  平成 年度  税  務  署  名 

川崎北キョウバシ 税務署 

 税  務  署  番  号  税務署使用欄  整  理  番  号 

３２３０９      

      

 ６ ０ ０ ０ ３ １ ０ ７ １ １ １ ０ ０ ８ ０ １ ７ ９ ７ ９ 

          

 ６ １ ２ ０ １ 

      

      

区 分 支 払 年 月 日 人    員 支      給      額 税           額 

俸給・給料等 
（０１） 

年 月 日 万 千 百 十 人 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円 

損金処分賞与 
（０２） 

     

日雇労務者の
賃金 （０６） 

     

退職手当等 
（０７） 

     

税理士等の 
報酬 （０８） 

     

益金処分賞与 
（０３） 

     

 
同上の支払
確定年月日 

   年末調整による 
不足税額（０４） 

 

    年末調整による 
超過税額（０５） ▲ 

    
本 税  

    
延 滞 税 

 

    合 計 額  

 

      

   １ ３     ２ ７ １ ０ ０ ０ ４      ５ ７ ０ ０  

                          

                          

                          

                                

                                

         

     ５ ７ ０ ０  

     ￥ ５ ７ ０ ０   

◎合計額の金額 頭部には必ず「￥」字を記載してください。 

あて先 
 

 

◎この用紙は直接機械で処理しますので汚したり折り曲げたりしないでください。 

          

徴

収

義

務

者 

住 所 

（所在地）         （電話）   － 

カワサキシ タカツク ヒサモト ５－３ 

氏 名 
（名 称） 

コウヤマ タロウ                  殿 

摘
要 

未払賞与分 

 ５－０１１０７－８０１７９７９ 

 

数
字
は
記
入
例
を
見
て
黒
の
ボ
ー
ル
ペ
ン
で
力
を
入
れ 

て
枠
か
ら
は
み
だ
さ
な
い
よ
う
に
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。 

国
庫
金 等 



記載例７ 文書保管票等の作成例 

取扱期間 文書名 
保管

期間 
保管終期 

保管確認 

廃棄日 

廃棄確認 

備考 
担
当 

役
席 

担
当 

役
席 

① 受入書類の提出を受ける場合（領収控を伝票に代用しないとき） 

yyyy年度 国税口座振替収納分領収控 ２年 yyyy.mm.dd ○印E  A○印E  yyyy.mm.dd A○印E  A○印E   

② 受入書類の提出を受ける場合（領収控を伝票に代用するとき） 

yyyy年度 国税口座振替収納分書留簿 ２年 yyyy.mm.dd A○印E  A○印E  yyyy.mm.dd A○印E  A○印E   

③ 振替結果記録媒体の提出を受ける場合（媒体に合計表を添付して保管するとき） 

yyyy年度 国民年金振替結果記録媒体・合計表 ２年 yyyy.mm.dd A○印E  A○印E  yyyy.mm.dd A○印E  A○印E   

④ 振替結果記録媒体の提出を受ける場合（媒体に合計表を添付せずに保管するとき） 

yyyy年度 電波利用料振替結果記録媒体 ２年 yyyy.mm.dd A○印E  A○印E  yyyy.mm.dd A○印E  A○印E   

yyyy年度 電波利用料振替結果記録媒体の合計表 ２年 yyyy.mm.dd A○印E  A○印E  yyyy.mm.dd A○印E  A○印E   

⑤ 振替結果記録媒体の提出を受ける場合（媒体の収録内容を自行庫等のシステムサーバー内に保管するとき） 

yyyy年度 国税振替結果データ ２年 yyyy.mm.dd A○印E  A○印E  yyyy.mm.dd A○印E  A○印E  
○ ○ セ ン タ ー の  

サーバー内に保管 

yyyy年度 国税振替結果データの合計表 ２年 yyyy.mm.dd A○印E  A○印E  yyyy.mm.dd A○印E  A○印E   
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記載例８ 集計表の作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３３００１ 

  
６ １ ０ １ ８ ２ ２ ３ 

０ ９ ８ ７ ６ ５ ４ ３ ２ １ 

  
２ 
 

６ 
    

８ １ 
  

０ ５ ６ ０ ０ 

こ
の
用
紙
は
汚
し
た
り
折
り
曲
げ
た
り
し
な
い
で
く
だ
さ
い 

帳票コード  
年  度  

会 計 等 番 号 会 計 等 名 取 扱 庁 番 号 あ  て  先 

千 枚 兆 十億 百万 千 円 

国 税 船 橋 収納金整理資金 税  務  署 

集 計 表 

集 計 表 

集 計 表 （日本銀行へ） 

（官 庁 へ） 

（日本銀行へ） 

（統轄店） 日本銀行  本店 
（記入文字例） 

記入文字例にならって枠内にていねいにお書き下さい 共業 1208 

６ 

（書式第１号） 

第３片 

第２片 

第１片 

    

百万 

取りまとめ単位ごとの領収控の枚数・金額と、歳入金等受

入報告表の「振替納付分」欄の枚数・金額の集計値を記入

する。なお、金額冒頭には「￥」を記入しない。 

（上掲の記載例の場合） 

領収控        5枚  650,000円 

歳入金等受入報告表 

（「振替納付分」欄） 21枚 1,200,060円 

ＯＣＲ処理

店名の表示

がある用紙

（日本銀行

から交付を

受けたもの）

を使用する。 

銀 

行 

支 

店 

日銀歳 

入代理 

○．１２．３  

 

記入を省略し

てもよい。 

４、５月受入分以

外は記入しない。

なお、４、５月受

入分の書類の新

旧年度区分につ

いては、別表６参

照。 

「会計等番号」は、一般会計の場合は主管番号、特別会計の場合

は会計番号を記入する。これらの番号および「取扱庁番号」につ

いては、受入書類または日本銀行ホームページに掲載されている

「歳入金等取扱庁一覧」および「主管庁および会計等番号表」に

より記入する（税関支署、出張所の「取扱庁番号」については、

本署の番号を記入する。）。 

なお、集計表作成に当たっての会計等および官庁の区分に関する

留意事項については、（留意事項）２．、３．へ。 

歳入代理店等にお

いては領収印を、払

込店においては領

収印または集計表

集中作成店印（日付

は歳入代理店等に

おける受入日）を、

各片に押す。 
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（留意事項） 

１．集計表の作成対象となる書類の取りまとめ方法 

（１）集計表の作成対象となる書類 

区   分 書類の名称 

イ．窓口収納分（通常分） 領収控 

領収済通知書 

ロ．口座振替収納分 

 （イ）受入書類の提出を受

ける場合 

歳入金等受入報告表 

領収済通知書 

 （ロ）振替結果記録媒体の

提出を受ける場合 

歳入金等受入報告表 

（２）取りまとめ方法 

   （１）の表に記載の書類について、①および②の区分に分けた後、これらをそれ

ぞれ次表の会計等および官庁別に取りまとめる。なお、４、５月中を受入日とする

ものについては、これに加え、年度別の区分が必要。 

会 計 等 官    庁 

一 般 会 計 ・ 主 管 別 
（取扱庁が「厚生労働省年金局」の場合） 

内訳口座（「取扱庁名」欄に記載の「厚生労働省年金

局（○○）」の○○の部分）別 

（取扱庁が「厚生労働省年金局」以外の場合） 

窓口収納分については、領収済通知書のあて先官庁

（「あて先」欄に記載の官庁）別、口座振替収納分に

ついては、取扱庁（「取扱庁」欄に記載の官庁）別 

特 別 会 計 ・ 会 計 別 

国税収納金整理資金  

２．会計等に関する留意事項 

１官庁で主管の異なる一般会計を取扱っている場合、１官庁で複数の会計・国税

収納金整理資金を取扱っている場合等があるため、会計等の区分に注意する。 

（例）     

○○県  ○○労働局  ○○国税局 

一般会計  一般会計  一般会計 

厚生労働省主管  労働保険特別会計  東日本大震災復興特別会計 

国土交通省主管  東日本大震災復興特別会計  国税収納金整理資金 

①  

②  
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３．官庁に関する留意事項 

（１）領収済通知書（取扱庁が厚生労働省年金局のものを除く。）のあて先官庁名は、

取扱庁名と一致しない場合があるので、あて先官庁別に区分することに注意する。 

 

（例） （あて先官庁名） （取扱庁名） 

 ○○森林管理署 ○○森林管理局 

 ○○税 関 支 署      ○○税   関 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）同一会計等で類似した名称のあて先官庁があるため、官庁の区分に留意する。 

 

 （あて先官庁名） 

（例）一般会計 

   国土交通省主管 

△△地方整備局（建設） 

△△地方整備局（港湾空港） 

 

  

 

領収済通知書 国庫金 

あて先 
○○森林管理署 

（住所） 

（氏名） 

（年  度） 

（会  計） 

（取扱庁名）○○森林管理局 

金額 
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（３）取扱庁が「厚生労働省年金局」の歳入金にかかる書類については、「取扱庁名」

欄に「厚生労働省年金局（○○）」と記載されているが、これらは厚生労働省年金

局分としてひとまとめにするのではなく、内訳口座（「取扱庁名」欄に記載されて

いる「厚生労働省年金局（○○）」の○○の部分）ごとに取りまとめる。 

 

 

 

 

 

  

 

 

 
 
 
 
 

   

 

 

 

 

 

 

（国民年金保険料の場合） 

 アンダーカラー   ：赤色（破線） 

 「取扱庁名」欄の記載：「厚生労働省年金局（国民年金）」 

（国民年金保険料の延滞金の場合） 

 アンダーカラー   ：青色（破線） 

 「取扱庁名」欄の記載：「厚生労働省年金局（函館）」 

「厚生労働省年金局（愛知県）」など 

（取りまとめ方のポイント） 

 国民年金保険料・同延滞金の受入書類については、まずアンダーカラーが赤色のもの

と青色のものに分けた後、赤色のものについてはひとまとめにして集計表を作成し、青

色のものについては、さらに内訳口座ごとに取りまとめたうえ、集計表を作成するとよ

い。 

（国民年金保険料・同延滞金の受入書類＜参考書式第９号(1)＞） 
   納付書・領収証書

納付目的　　国民年金保険料　（　　　　　　） 納付目的　　国民年金保険料　（　　　　　　）

納付書発行年月日　　　　　　　　年　　　月　　　日 納付書発行年月日　　　　　　　　年　　　月　　　日

基 礎 年 金 番 号 基 礎 年 金 番 号

円 ⑥

住所 住所

納  付  書  発  行  年  月  日 納　期　限

年　　　月　　　日

住所

あて先

氏名 氏名

納付場所　日本銀行本店、支店、代理店、歳入代理店

   又は日本年金機構の年金事務所 納付場所　日本銀行本店、支店、代理店、

　 歳入代理店又は日本年金機構の

注意　延滞金は、督促を受けた場合に限り督促状に記載されている    年金事務所

   ところによって納付してください。

（　　　） （　　　）

年金特別会計（　　　）

取扱庁名

上記の合計額を領収しました。 上記の合計額を領収しました。

納付期間　　　　　年　　　　月分～　　　　　年　　　　月分納付期間　　　　　年　　　　月分～　　　　　年　　　　月分

殿 殿

取扱庁名

領 収 控

年度 厚生労働省所管

保険料

延滞金

合計額

円

円

円

国 民 年 金 保 険 料

納　　付　　目　　的

～

翌年度5月1日以降現年度歳入組入

国民年金勘定

業 務 勘 定

年金特別会計（　　　）

年度 厚生労働省所管

年金特別会計（　　　）

（厚生労働省年金局送付分）

③ ④

厚生労働省所管年度

殿

取扱庁番号

領 収 済 通 知 書

年金特別会計年度     厚生労働省所管

年　　　月分

  並びに所属庁名及び所在地

制度

  歳入徴収官、歳入徴収官代理官職氏名

事務所

コード

①

取扱庁名

届  書

コード

国 民 年 金 国民年金 国民年金

（領 収 日 付 等）

（納付者渡し）（収納機関用）

（領 収 日 付 等）

国民年金勘定

業 務 勘 定

保険料 円

延滞金 円

合計額 円

上記のとおり納付してください。

           ⑤  

翌年度5月1日以降現年度歳入組入翌年度5月1日以降現年度歳入組入

年　　　月分

年　　　月　　　日

業　  務  　勘  　定

延  　　 滞　   　金 合　　　計　　　額
収　　納　　年　　月　　日

（領 収 日 付 等）

   収納

   区分

氏名

②

納    付    期    間

（　　　　　　　）

上記の合計額を領収しました。

（
こ
の
通
知
書
は
、

機
械
処

理
さ
れ

ま

す
の
で
、

汚

し

た
り
、
折

り
ま

げ
た
り

し
な
い
で

く
だ

さ

い
。
）

（
切
り
取
ら
な
い
で
く

だ
さ

い
。
）

こ
の
通
知
は
納
付
書
で
す
が
、
機
械
処
理
の
関
係
で
領
収
済
通
知
書
、

領
収
控
、
納
付
書
・
領
収
証
書
の
順
に
綴
っ
て
あ
り
ま
す
。
納
付
の
際

は
切
り
離
さ
ず
に
納
付
場
所
に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

（
切
り
取
ら
な
い
で
く

だ
さ

い
。
）

国 庫 金 国 庫 国 庫



記載例９ 封筒へのあて先の記載例 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

東京都文京区春日○丁目○－○ 

○○税務署○○課 

   御 中 

領収済通知書在中 

ゴム印等で表示する。 領収済通知書に記載のあて先または

「歳入金等取扱庁一覧」（日本銀行ホ

ームページ掲載）により記入する（部

課名が分かるものは、部課名まで記入

する。）。 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 ○
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記載例 10 歳入金等受入合計表・歳入金等受入小計表の作成（注） 

（注）領収済通知書については、枚数が 100枚を大きく超える場合には、およそ 100枚ごととそ
の残りについて歳入金等受入小計表を作成する。また、歳入金等受入小計表が５枚を超える
ときは、５枚ごととその残りについてそれぞれ歳入金等受入合計表を作成する。 

   集計表（第１片）については、枚数が 500枚を大きく超える場合には、およそ 500枚ごと
とその残りについて歳入金等受入合計表を作成する。 

１．歳入金等受入合計表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．歳入金等受入小計表 

 

 

 

 

 

 

 

領収印または集計表集中作成店

印の日付と同じ日付を記入する。 

（書式第２号） 

帳票コード 

 12003   

取扱区分 

コ ー ド 

 

金 融 機 関 コ ー ド 

金 融 機 関 名 

受  入  日 

現振区分 

コ ー ド 

 

 

日 付 関 連 

検証区分コード 

 

取 扱 店 

識別コード 

 

通常 ０ 

派出 １ 

自現 ４ 

自別 ５ 

 

現金 １ 

振替 ３ 

 

通常 ０ 

未整理 

扱等 １ 

 

代理店扱 ２ 

歳入 

代理店扱 ３ 

資 金 払 込 日 

０１７３４０１１

０５ 

 

 

０  １  ０  ３  

年     月       日 

歳入金等受入合計表 

こ
の
用
紙
は
汚
し
た
り
折
り
曲
げ
た
り
し
な
い
で
下
さ
い
。 

○○銀行○○支店 

記入文字例にならって枠内にていねいにお書き下さい。 

（記入文字例） １２３４５６７８９０ 

 

１６３ 

日本銀行から通知を受けたコー

ド番号を記入する。 

年     月       日 

合計表 

通 番 

 

小計表 

束有無 

 ０１ 

受 入 書 類 枚 数 

３０１２０５ ３０１２０３ ０ 

受 入 書 類 枚 数 

金             額 

金             額 
      千           枚               兆        十億           百万      千         円 

有は○記入 

 

７２７９４１３２４ 

１２３ 

共業  1061 

対応する歳入金等受入合計表の

「合計表通番」を記入する。 

金融機関名は、略称でもよい。 

「受入日」の２営業日後の日付を

記入する。ただし、派出収納分は、

「受入日」の３営業日後の日付を

記入する。 

歳入金等受入合計表の作成単位

で、「001」からの通し番号を使用

する（重複番号、飛び番号を使用

しないよう注意する。）。 

資金払込日ごと

に、「01」からの通

し番号を使用する

（重複番号、飛び

番号を使用しない

よう注意する。）。 

金額冒頭には「￥」を記入しない。 

合計表 

通 番 

 ０１ 

歳入金等受入小計表 小計表 

通 番 

 ００１ 

金額冒頭には「￥」を記入しない。 

 

帳票コード 

22003 

 

こ
の
用
紙
は
汚
し
た
り
折
り
曲
げ
た
り
し
な
い
で
下
さ
い
。 

 

（書式第３号） 

用紙は日本銀行から交付された

ものを使用する。また、領収済通

知書への添付分は下辺＜記載例

の斜線部分＞が青刷のもの、集計

表（第１片）への添付分は下辺が

赤刷のものを使用する。 

３６３９７０６６２ 

記入文字例にならって枠内にていねいにお書き下さい。 

（記入文字例） １２３４５６７８９０ 

「０」を記入す

る。ただし、派出

収納分は「１」を

記入する。 

共業  1062 

「１」を記入する。ただし、領収済通知書への

添付分（下辺＜記載例の斜線部分＞が青刷のも

の）は、あらかじめ「１」が表示されているた

め、記入不要。 

「３」を記入す

る。 

歳入金等受

入小計表を

作成した場

合 に は 、

「○」を記

入する。 

       千           枚              兆        十億           百万      千         円 

集計表への

添付分につ

いては、同表

に記載の枚

数の集計値

を記入する。 



記載例 11 歳入金等受入日計表の作成 

 
 

※１ 

 
 

 
帳票コード 
 34002  

こ
の
用
紙
は
汚
し
た
り
折
り
曲
げ
た
り
し
な
い
で
下
さ
い
。 

取扱区分 

コ ー ド 

日 付 関 連 

検証区分コード 

通常 ０ 
派出 １ 

通常 ０ 
未整理 
扱等 １ 

 

取扱区分 
コ ー ド 

日 付 関 連 
検証区分コード 

歳 入 金 等 受 入 日 計 表 
資 金 払 込 日 
年     月       日 

３ ０ ０４ １ ２ 

払 込 店 コ ー ド 

１ ０ ７ ３ ４ ０ １ １ 

Ｏ Ｃ Ｒ 処 理 店 コ ー ド 

０ ０ ０ ０ １ １ ０ ２ 

※１．税務署派出の場合は、領収確認書枚数を記入して下さい。 
※２．一行記入の場合は、合計欄の記入を省略しても差支えありません。 

日付 ３０．４．１１ 

払込店名 ○○銀行○○支店  

日本銀行へ実際に送付する枚数 
百万       千     枚 

(イ)＋(ロ)－(ハ) １ ３ １  

受  入  書  類  枚  数※１ 金          額 
百万     千         枚         兆       十億      百万      千       円 

歳 入 代 理 店 受 入 日 
年     月     日 

合   計 
 

※２ 

                    

                    

  ３ ０ １０００ ０００ １００ ０ ４０ ９ ３  

                    

（イ） 

 １ ７ ７ ５ ６ ５ ６ ８ ４０ 

共業 1203 

１ 

歳入金等受入報告表 
千      枚 

（ロ） 

４ ７ 

歳入金等受入報告表に記載の領収控 
百万      千     枚 

 
（ハ）  

記入文字例にならって枠内にていねいにお書き下さい。 

（記入文字例） １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ ０  

 １ ４ ７ ４ ６ ５ ６８ ４０ ０ ０００ ４ １ ０ ３  

歳入金等受

入合計表に

記載の日付

を記入する。 

歳入金等受

入日計表の

作成日を記

入する。 
 （書式第４号） 

「合計」欄

は、記入が

１行の場

合は、記入

を省略し

てよい。 

用紙は、日本

銀行から交付

されたものを

使用する。 

日本銀行から

通知を受けた

コード番号を

記入する。 

派出収納分は、２行目以降に記入

する。この場合、「取扱区分コード」

欄には「1」を、「日付関連検証区

分コード」欄には「0」を記入する。 

「受入書類枚数」欄は、歳入金等受入合計表

に記載の枚数の集計値を記入する（ただし、

派出収納分のうち、税務署または国税局への

派出分については、領収確認書の枚数を記入

する。）。「金額」欄は、歳入金等受入合計表

に記載の金額の集計額を記入する。 

（上掲の記載例の場合の内訳） 

 １．窓口収納分（日銀ＯＣＲ分）  領収済通知書 90 枚   2,956,780 円 
 ２．窓口収納分（通常分）     領収控    10枚     500,000円 
３．口座振替収納分        

             歳入金等受入報告表 （1 枚） 

             歳入金等受入報告表 
             に記載の振替納付分   47枚   1,200,060円 
                                                                                                                                                                                                                          
               小 計      147枚   4,656,840円 

 ４．派出収納分（税関への派出分） 
                  領収控    30枚    1,000,000円 
                                                                                                                                                                                                                                    
               合  計     177枚   5,656,840円 

 

「④＝①＋②－③」となる。また、②は

歳入金等受入報告表の枚数と、③は同表

の「振替納付分」欄に記載の枚数の集計

値と、④は添付書類（領収済通知書、領

収控、歳入金等受入報告表）の枚数と、

一致していることを確認する。 

① 

 

② 

 

③ 

 

④ 

 

80 

 



 

81 

 

記載例 12 削除 



 

82 

 

記載例 13 領収済額取消通知書の作成 

 

（書式第５号） 

領収済額取消通知書 

令和３年４月９日 

△△税務署国税収納命令官  殿 

（または納付者等名） 

日本銀行歳入代理店 

○○銀行○○支店          

 

 下記の受入金は小切手が不渡りとなったため、小切手相当金額の受入れを 

本日取消しましたから通知します。 

記 

年度、会計名等  令和３年度 国税収納金整理資金 

納 付 金 額  100,000円 

取 消 金 額  100,000円 

受 入 年 月 日         令和３年４月８日 

納 付 者 等 の         東京都○○区△△町１－１ 

住 所 ・ 氏 名           山  田  太  郎 

（用紙寸法 日本産業規格Ａ列４） 

備 考 １．窓口電子収納分については、本文の次に「なお、当該受入金はマルチペイ

メントネットワーク経由分です。」と記載する。 

２．あて名が納付者等の場合には、本文の次に「なお、不渡りとなった小切手

を返れいいたしますから、さきにお渡しした領収証書をご提出下さい。」と

記載する。 

３．取扱庁が「厚生労働省年金局」の場合には、あて先の歳入徴収官の次に内

訳口座名（例えば、「厚生労働省年金局（札幌東）」等）を記載する。 
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記載例 14 不渡小切手にかかる受領書の記載例 

 

                                 （書式第６号） 

令和３年４月１２日 

○○銀行○○支店 

あ て             ○○区△△町１－１ 
山 田 太 郎 

下記の小切手を受領しました。 

記 

１．小切手番号  100 

２．金   額  100,000円 

３．支 払 人 
(支払場所)  △△銀行△△支店 

４．振 出 人  山田太郎 

５．振 出 日  令和３年４月６日 

（注）収入印紙は不要。 
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記載例 15 訂正請求書・口座更正請求書の記載例 

 

１．訂正請求書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．口座更正請求書 

（歳入金の場合の例） 

歳入徴収官口座更正請求書 

第４４号 

令和○年５月１２日 

  日本銀行○○店 あて            ○○厚生局 

                        歳入徴収官 

                          ○○厚生局長 ▲ ▲ ▲ ▲ 

                        厚生労働省年金局 

                        歳入徴収官 

                          厚生労働省年金局事業管理課長 

                                 ○ ○ ○ ○ 

 下記のように口座の更正をされたい。 

記 

元取扱庁歳入徴収官 

官 職 氏 名 

更正取扱庁歳入徴収官 

官 職 氏 名 

備        考 

年   度 会計名 金 額 
収 納 

年月日 

納付場所 納入者の住所 

及び氏名 

その他 

厚生労働省年金局事

業管理課長○○○○ 

厚生労働省年金局 

（文京） 

○○厚生局長 

     ▲▲▲▲ 
令和○年度 

年金特 

別会計 
10,000 令和○年 4月 5日 

○○銀行 

○○支店 

○○市○○町 

(株)○○○○ 

 

 

 
       

 

 

        

 

 

○．５．１４ 

○○銀行○○支店 

 

 

訂  正  請  求  書 

日本銀行○○店 あて                       令和○年５月１０日 

 

                       ○○厚生局 

                       歳入徴収官 

                        ○○厚生局長  ○ ○ ○ ○ 

下記のとおり訂正されたい。 

記 
 

 
年度 

主(所) 

管 名 

会 計 名 

又    は 

取扱庁名 

備    考 

収 入 官 吏

又 は 日 本

銀行名 

部 款 項 

目及び 

納期別 

納入告知書 

又は納付書 

の 番 号 

収 納 

年月日 

納入者の 

住所及び 

氏  名 

金  額 その他 

元 ○ 
厚生労働省主

管 
一般会計 

○○銀行 

○○支店 

    

NO32 ○.4.18 

○○市 

○○町 

△△△ 

103,500 

 

訂正 ○ 
厚生労働省所

管 

年  金 

特別会計 

 

○．５．１４ 

○○銀行○○支店 

 

 

受付の日付および店名を記入する。 
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記載例 16 領収済証明請求書の記載例 

 

１．歳入金にかかる領収済証明請求書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
歳 入 金 領 収 済 証 明 請 求 書 

                                 （ ５ 号） 

  日本銀行○○店                     令和○年５月１１日 
        あて             

  厚生労働省年金局             

歳入徴収官 

                       厚生労働省年金局事業管理課長 

 ○ ○ ○ ○ 

                      （内訳口座名 厚生労働省年金局（札幌東）） 

 

下記のとおり領収済みのことを証明されたい。 

記 

年度 主(所)管名 会計名 部 款 項 目 
納入告知書又は

納付書の番号 
金  額 

納入者の住

所及び氏名 

収 納 

年月日 
納付場所 請求の事由 

○ 厚生労働省所管 
年金特別

会計 
─ ─ ─ 

事業主

拠出金

収入 

1234-567890 

─ 

   円

70,000 ─ 
○○市○○

町○○○○ 
○.4.12 

○○銀行 

○○支店 

領収済通知書

亡失のため 

  上記のとおり領収済みのことを証明する。 

       

領収確認済 

    ○．５．１４ 

   ○○銀行○○支店 

                  

自店で領収確認をした場合に

は、①領収確認の旨、②確認の

日付、③店名を記入する。 

なお、自店で領収確認をしない

場合には、①受付の日付、②店

名のみを記入する。 

自店で領収確認を

した場合において、

収納年月日、納付場

所の記入がないと

きは、自店で記入す

る。 

国民年金保険料にかかる納付

書（書式第９号（1））の領収控

を自店で保管している場合に

おいて、当該領収控に住所氏名

欄がないときは、基礎年金番号

が記載されていることを確認

する。 
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２．国税収納金整理資金にかかる領収済証明請求書 

（１）官庁から提出を受ける場合 

国税収納金整理資金の領収証明請求書 

（番号） ３０ 
令和３年５月１１日 

日本銀行○○店 
あ て 

取扱庁名 ○○税務署 

国税収納命令官 
○○税務署長   ○ ○ ○ ○ 

 

下記のとおり領収済のことを証明されたい。 

記 

 年度 科目 
納税告知書 
又は納付書 
の番号 

金 額 
納税者の住 
所及び氏名 

収 納 
年月日 

納付場所 請求の理由  

 3 
国税 
資金 

100 
円 

200,000 
 

○○区 
△△町 1－1 

山田太郎 
3 4 12 

○○銀行 
○○店 

領収済通知書
亡失のため 

 

上記のとおり領収済のことを証明する。 

領収確認済 

3．5．14 

○○銀行○○支店 

  

自店で領収確認をした場合には、①領収確認の旨、 

②確認の日付、③店名を記入する。 

なお、自店で領収確認をしない場合には、①受付の日

付、②店名のみを記入する。 

自店で領収確認をした場合

において、収納年月日、納付

場所の記入がないときは、自

店で記入する。 
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（２）源泉徴収義務者から提出を受ける場合 

 

国税収納金整理資金の領収証明請求書 

第 １ 号 
令和３年５月１１日 

日本銀行○○店 
あ て 

 

                         源泉徴収義務者 
                 住所 ○○県○○市○○1‐2‐3 
                 氏名 ○ ○ 株 式 会 社     
                    代表取締役 ○○○○○ 

 

下記のとおり領収済のことを証明されたい。 

記 

 年度 科目 
納税告知書 
又は納付書 
の番号 

金 額 
納税者の住 
所及び氏名 

収 納 
年月日 

納付場所 請求の理由  

 3 
国税 
資金 

100 
円 

1,234,567 
 

○○市 
○○1-2-3 
○○株式会社 

3 4 12 
○○銀行 
○ ○ 店 

領収証書亡失
のため 

 

上記のとおり領収済のことを証明する。 

領収確認済 

3．5．14 

○○銀行○○支店 

 

自店で領収確認をした場合には、①領収確認の旨、 

②確認の日付、③店名を記入する。 

なお、自店で領収確認をしない場合には、①受付の日

付、②店名のみを記入する。 

自店で領収確認をした場合

において、収納年月日、納付

場所の記入がないときは、自

店で記入する。 



参考書式目次 1-1 

 

付録Ⅱ 

参考書式（受入書類関係） 

目次（受入れできる主な書類） 

１．通常分 

書類名称 
参考書式 

番 号 
使  用  区  分 ページ 

歳 
 

入 
 

金 
 

用 

納入告知書 １ 歳入徴収官、分任歳入徴収官が納付者あてに発
行するもの。 

88 

納 付 書（注） ２ 

(1)～(14) 

① 納付者が官庁からの通知によらず、自ら作
成するもの。 

② 歳入徴収官、分任歳入徴収官が再製発行す
るもの（紛失した納入告知書の再製分）。 

89 

現金払込書 ３ 収入官吏が納付者から受入れた歳入金を納付
するため、自ら作成するもの。 

101 

送 付 書 ４ 

(1)～(4) 

① 市町村が納付者から受入れた歳入金を納
付するため、自ら作成するもの。 

② 日本年金機構が納付者から受入れた歳入
金を納付するため、自ら作成するもの。 

102 

国
税
収
納
金
整
理
資
金
用 

納税告知書 ５ 

(1)～(4) 

国税収納命令官、分任国税収納命令官が納付者
あてに発行するもの。 

105 

納 付 書 ６ 

(1)～(6) 

① 納付者が税務署からの通知によらず、自ら
作成するもの。 

② 国税収納命令官、分任国税収納命令官が再
製発行するもの（紛失した納税告知書の再製
分）。 

109 

納入告知書 ７ 国税収納命令官、分任国税収納命令官が滞納処
分費請求のため、納付者あてに発行するもの。 

117 

国税収納金整理資
金現金払込書 

８ 国税収納官吏が納付者から受入れた国税収納
金整理資金を納付するため、自ら作成するも
の。 

118 

官
庁
Ｏ
Ｃ
Ｒ
分 

納 付 書 ９ 

(1)～(4) 

次のもののうち、官庁においてＯＣＲ処理する
場合に作成されるもの。 

① 納付者が官庁または税務署からの通知に
よらず、自ら作成するもの。 

② 歳入徴収官、分任歳入徴収官、国税収納命
令官または分任国税収納命令官が再製発行
するもの（紛失した納入告知書または納税告
知書の再製分）。 

③ 歳入徴収官、分任歳入徴収官が納付者あて
に発行するもの。 

119 

納入告知書 

・納付書 

９ 

(5)、(6) 

（注）納入告知書（参考書式第１号）と、名称以外の記載内容が同じ納付書については、掲載を

省略している。 

 

  



参考書式目次 1-2 

 

２．日銀ＯＣＲ分（注１）（注２）（注３） 

書類名称 
参考書式 

番 号 

会計等名 

（主所管名） 
備   考 ページ 

歳

入

金

用 

納入告知書 

・納付書 

10(1) 一般会計（各省
主管）および特
別会計（各省所
管） 

財務省会計センターが運営する
「官庁会計システム」に参加して
いる官庁の歳入金の受入書類で、
領収済通知書の名称が「領収済通
知（報告）書」と記載されている
もの。 

124 

10(2) 一般会計（総務
省主管） 

各総合通信局等が電波利用料とし
て徴収する歳入金の受入書類で、
領収済通知書の名称が「領収済通
知（報告）書」と記載されている
もの。 

10 

(3)～(7) 

年金特別会計
（厚生労働省所
管） 

厚生労働省年金局が健康保険料、
厚生年金保険料、子ども・子育て
拠出金、徴収金および船員保険料
として徴収する歳入金の受入書
類。 

納入告知書 11 

(1)、(2) 

労働保険特別会
計（厚生労働省
所管） 

各労働局が労働保険料および一般
拠出金として徴収する歳入金の受
入書類。 

134 

納付書 12 

(1)、(2) 
〃 〃 

138 

12(3) 特許特別会計
（経済産業省所
管） 

特許庁が特許料等として受入れる
歳入金の受入書類。 

12(4) 年金特別会計
（厚生労働省所
管） 

厚生労働省年金局が健康保険料、
厚生年金保険料、子ども・子育て
拠出金、徴収金および船員保険料
として徴収する歳入金の受入書
類。 

国
税
収
納
金
整
理
資
金
用 

納税告知書 13 国税収納金整理
資金（関税） 

税関が関税として徴収する国税収
納金整理資金の受入書類。 

145 

納 付 書 14 

(1)、(11) 

国税収納金整理
資金（申告所得
税等） 

税務署が受入れる国税収納金整理
資金の受入書類。 

146 

14 

(2)～(10)、
(12) 

国税収納金整理
資金（源泉所得
税） 

〃 

14(13) 国税収納金整理
資金（関税） 

税関が関税として受入れる国税収
納金整理資金の受入書類。 

（注１）使用区分は、書類名称に応じ、通常分と同じ。なお、参考書式第 10号(1)～(7)は、納

入告知書と納付書で共有使用されるため、使用区分により「納入告知書」または「納付書」

のいずれかの名称が表示される。 

（注２）この表に掲載のフォーマットの書類であっても、アンダーカラーが付されているものは、

通常分として取扱う。 



参考書式目次 1-3 

 

（注３）日銀ＯＣＲ分の受入書類のうち、「収納機関番号」、「納付番号」および「確認番号」の

項目ならびにペイジーマークが付されているものについては、窓口電子収納による取扱い

が可能。 
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参考書式第１号 （歳入徴収官事務規程別紙第４号書式） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第
三
片 

第
二
片 

 
                 領   収   済   通   知  （報告）  書    国 庫 金 （ 番    号 ） 

 
あて先 
 

 
 

 

 
 
 

 
 
納付期限 

 
 
納付場所 

納付目的 

延滞金の計算方法 

下記の合計額を領収しま
した。 

（領収年月日及び領収
者名） 

（年    度） 

（会     計） （主 管 又 は 所 管） 

（取  扱  庁  名  （番  号）） 

元        本 
（科目又は符号） 

 百 十 万 千 百 十 円 

延   滞   金 
（科目又は符号） 

        

合   計   額         

 翌年度  月１日以降現年度歳入組入 

 

（住  所） 
 
（氏  名） 

 
 

 

殿 

歳入徴収官、歳入徴収官代理、分任歳入
徴収官又は分任歳入徴収官代理官職氏
名並びに所属庁名及び所在地 

 
                   領           収           控    国 庫 金    告 （ 番    号 ） 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
納付期限 
 

 
納付場所 

納付目的 

延滞金の計算方法 

下記の合計額を領収しま
した。 

（領収年月日及び領収者
名） 

（年    度） 

（会     計） （主 管 又 は 所 管） 

（取  扱  庁  名  （番  号）） 

元        本 
（科目又は符号） 

 百 十 万 千 百 十 円 

延   滞   金 
（科目又は符号） 

        

合   計   額         

 翌年度  月１日以降現年度歳入組入 

 

（住  所） 
 
（氏  名） 

 
 

 

殿 

 

                                     納入告知書 ・ 領収証書   国 庫 金 （ 番    号 ） 

 
右のとおり納付して下さい。なお、納付期限内に完納されな  

かつたときは、右の延滞金の計算方法により延滞金額を計算し

て、その額及び合計額を該当欄に記入して納付して下さい。 
 
 

     年   月   日 
 
 

 
納付期限 
 

 
納付場所 

納付目的 

延滞金の計算方法 

下記の合計額を領収しま 

した。 

（領収年月日及び領収者
名） 

（年    度） 

（会     計） （主 管 又 は 所 管） 

（取  扱  庁  名  （番  号）） 

元        本 
（科目又は符号） 

 百 十 万 千 百 十 円 

延   滞   金 
（科目又は符号） 

        

合   計   額         

◎この納入告知書は、３枚１組の複写式となつていますから、３枚とも納付場所に提
出して下さい。 

翌年度  月１日以降現年度歳入組入 

 

（住  所） 

 
（氏  名） 

 

 
 

殿 

（注意）延滞金を支払わなければならない場合において、領収しま 
した金額が元本及び支払われるべき延滞金の合計額に不足すると 
きは、領収しました金額を延滞金、元本（元本、延滞金）の順に 
充当します。 

歳入徴収官、歳入徴収官代理、 
分任歳入徴収官又は分任歳入徴 
収官代理官職氏名     

第
一
片 
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参考書式第２号(1) （国民年金法等に基づく保険料の納付手続の特例に関する省令別紙書式） 

 

 

 

（第１片）

    

   

（第２片）

    

   

（第３片）

    

   

納付金額

国 民 年 金 勘 定

万 千 百 十 円

翌年度４月１日以降現年度歳入組入

翌年度４月１日以降現年度歳入組入◎この納付書は、３枚１組の複写式となっていますから、３枚とも納付場所に提出して下さい。

十 万 千 百十

（領収年月日及び領収者名）

（住　所）

　 　　　　　　　年度

十 円

殿 国 民 年 金 勘 定

年 金 特 別 会 計（　　　　）   厚生労働省所管

　 　　　　　　　年度

（領収年月日及び領収者名）

　納　付　場　所
（氏　名） 年 金 特 別 会 計（　　　　）   厚生労働省所管

殿 （取扱庁名）　　   　（　　）

納付金額
十 億 千 百 十

　令和　　年　　月　　日 

　　　　　　　　　　（歳入徴収官、歳入徴収官代理官職氏名）

領　　　　収　　　　控

 納付目的  下記の納付金額を領収しました。

納　付　書・領　収　証　書

億 千 百

（取扱庁名）　　   　（　　）

 下記の納付金額を領収しました。

　納　付　場　所

（住　所）

（氏　名）

 納付目的

納付額
十

領収済通知（報告）書

 納付目的  下記の納付額を領収しました。
　 あて先

十 万 千 百 十

　納　付　場　所
（氏　名） 年 金 特 別 会 計（　　　　）

（領収年月日及び領収者名）

第　　　　　　号

第　　　　　　号

第　　　　　　号

翌年度４月１日以降現年度歳入組入

  厚生労働省所管

殿 （取扱庁名）　　   　（　　） 国 民 年 金 勘 定

億 千 百 円

（歳入徴収官、歳入徴収官代理官職氏名並びに所属庁名及び所在地）

（住　所）

　 　　　　　　　年度

国 庫 金 国 民 年 金

国 庫 金 国 民 年 金

国 庫 金 国 民 年 金
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参考書式第２号(2) （道路交通法施行規則別記様式第２８） 

 

 

 

 

     

 
令和 

 
令和 

 
令和 

 
令和 

 
令和 

 
令和 

 
令和 

 
令和 

（
宛
先
） 
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参考書式第２号(3) （平成２７年警察庁丙交指発第４号、丙交企発第５号）   

 

  

国庫金 国庫金 国庫金 交 交 交 

納付期限 
令和  年  月  日 
令和  年  月  日 

金額 
領収 

万 

令和  年  月  日 

百 十 円 

収代理官職氏名並びに 

納付者通知票 （番     号） 

通知 千 

歳入徴収官又は歳入徴 

所属庁名及び所在地 

納付区分 （仮・本・指） 
告知 通告 指示 令和   年   月   日 

（宛先） 

内閣府主管（番  号） 左記の金額を領収しました。 
（領収日付印） 

（取扱庁名（番  号）） 

金額 
万 千 百 十 円 

令和   年   月   日 

（番     号） 
住所 

氏名 
殿 

 納付場所 日本銀行本支店、代理店又は歳入代理店 

    
    

（年     度） （年     度） 

納付期限 令和   年   月   日限り 

  
一般 
会計 

十 円 

  
  
  

  

  

（注意） 
１ 金額欄の数字の訂正はできません。 
２ この納付書は３片１組となっていますから３片とも納付場所に提出して下さい。 

（番     号） 

納付期限 

内閣府主管（番  号） 左記の金額を領収しました。 
（領収日付印） 

（取扱庁名（番  号）） 

金額 
万 千 百 

一般 
会計 

左記の金額を領収しました。 

殿 

納付場所 

（番     号） 
住所 

氏名 
殿 

納付場所 日本銀行本支店、代理店又は歳入代理店 
納付期限 令和   年   月   日限り 

領  収  控 領 収 済 通 知 書 納付書・領収証書 

告知 通告 指示 
納付区分 

日本銀行本支店、代理店又は歳入代理店 
令和   年   月   日限り 

住所 

氏名 

（仮・本・指） 

現 金 納 付 

納付期限後に納付することはできません。 

有価証券又は収入印紙 
による納付はできません。 

一般 
会計 

金額 

内閣府主管（番  号） 
（取扱庁名（番  号）） 
万 千 百 十 円 

（領収日付印） 
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参考書式第２号(4)  子ども・子育て支援法に基づく拠出金等の納付手続の特例に関する省令 

別紙書式 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 用紙の下辺は、青色で着色されている。 

（第１片） 

         納 付 書 ・ 領 収 証 書     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 注意 

 １  納付金額を納付するときは、※印のところを記入し、納 
   付場所に納付して下さい。 
 ２  納付したときは、必ず領収者から領収証書を受け取って 
   下さい。 

※令和 年度 子ども・子育て支援特別会計（番号） 内 閣 府 及 び 
厚生労働省所管 

取扱庁名       こども家庭庁成育局      （番号） 

子ども・子育て 

支 援 勘 定 
拠出金収入 事業主拠出金収入 事業主拠出金収入 

雑 収 入 雑 収 入  雑 入 

※事業主拠出金   百 十 万 千 百 十 円 

※延 滞 金        

※合 計 額         

   納付目的  事業主拠出金 

※  取立年月  令和  年  月 

   納付場所  日本銀行本店、支店、代理店 

         又は歳入代理店 

上記の合計額を 

領収しました。 

（領収日付等） 

◎ この納付書は、３枚１組の複写式となっていますから、３枚とも納付場所に提出して下さい。 

（納入者） 

 ※住所 

 ※氏名 

 
 
 
 
 
 
                       殿 

 
 
 

 

国 庫 金 

 

 

子 ど も ・ 子 育 て 

       領     収     控 

 ※令和 年度 子ども・子育て支援特別会計（番号） 内 閣 府 及 び 
厚生労働省所管 

取扱庁名       こども家庭庁成育局      （番号） 

子ども・子育て 

支 援 勘 定 
拠出金収入 事業主拠出金収入 事業主拠出金収入 

雑 収 入 雑 収 入 雑 入 

※事業主拠出金   百 十 万 千 百 十 円 

※延 滞 金        

※合 計 額        

   納付目的  事業主拠出金 

※  取立年月  令和  年  月 

上記の合計額を 

領収しました。 

（領収日付等） 

 

（納入者） 

 ※住所 

 ※氏名 

 
 
 
 
 
 
                       殿 

 
 
 

 

国 庫 金 

 

 

子 ど も ・ 子 育 て 

（第２片） 

（第３片） 

       領 収 済 通 知 書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 あて先      歳入徴収官 
          こども家庭庁成育局長 

※令和 年度 子ども・子育て支援特別会計（番号） 内 閣 府 及 び 
厚生労働省所管 

取扱庁名       こども家庭庁成育局      （番号） 

子ども・子育て 

支 援 勘 定 
拠出金収入 事業主拠出金収入 事業主拠出金収入 

雑 収 入 雑 収 入 雑 入 

※事業主拠出金   百 十 万 千 百 十 円 

※延 滞 金        

※合 計 額        

   納付目的  事業主拠出金 

※  取立年月  令和  年  月 

上記の合計額を 

領収しました。 

（領収日付等） 

 

（納入者） 

 ※住所 

 ※氏名 

 
 
 
 
 
                       殿 

 
 
 

 

国 庫 金 

 

 

子 ど も ・ 子 育 て 
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参考書式第２号(5) （昭和４８年蔵計第４０６１号） 

 

 

 

 

領収済通知書（国庫金）○特  

※納付目的 

   

 

 

 

※納付期限 

平成  年  月  日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（第３片） 

 

（住所） 

 

（氏名） 

                 

納入告知書番号 ①  ―  ―  

延滞金 

の計算 

方 法 

日歩 銭 年   ％  下記の合計額を領収しました 

計算方法は裏面をごらん下さい  

歳入所 

属年度 

② 平成    年度  

翌年度５月１日以降現年度組入  

一 般 会 計 財務省主管(6094) 

取扱庁名(番号) 

③ 収納   年 月 日 

④ 収納機関コード 

 ⑤  ⑥ 百 十 万 千 百 十 円 

 ⑦        

 ⑧        

合  計  額 ⑨        

 

あて先（歳入徴収官等住所、氏名） 

財 務 局 整 理 欄 

科 目 
延 滞 

日 数 

日 

延滞金 円 

延 納 
利 子 

円 

元 本 円 

計 円 

 

財務局 

整理印 

管
理
簿 

 

未
済
票 

 

徴
収
簿 

 

総
括
簿 

 

 

（第２片） 

領  収  控（国庫金）○特  

※納付目的 

 

 

 

 

※納付期限 

平成  年  月  日 

 

※納付場所 

 日本銀行本店、支店、 

 代理店又は歳入代理店 

 もしくは当財務局、 

 財務事務所、出張所 

 収入官吏 

 

 

   

 

（住所） 

 

（氏名） 

                 

納入告知書番号   ―  ―  

延滞金 

の計算 

方 法 

日歩 銭 年   ％  下記の合計額を領収しました 

計算方法は裏面をごらん下さい 
 

歳入所 

属年度 

 平成    年度  

翌年度５月１日以降現年度組入  

一 般 会 計 財務省主管(6094) 

取扱庁名(番号) 

    百 十 万 千 百 十 円 

         

         

合  計  額         

 

（第１片） 

納付書・領収書（国庫金）○特  

※納付目的 

  （注意）延滞金を支払わなければならない場合において、領収しました金額が元本、 

延納利子及び支払われるべき延滞金の合計額に不足するときは領収しました 

金額を延滞金、延納利子及び元本の順に充当します。 

 

※納付期限 

平成  年  月  日 

 

※納付場所 

 日本銀行本店、支店、 

 代理店又は歳入代理店 

 もしくは当財務局、 

 財務事務所、出張所 

 収入官吏 

 

 

  ◎ この納付書は、３枚１組の複写式となっていますから３枚とも納付場所に提出して下さい。 

納入告知書番号   ―  ―  

延滞金 

の計算 

方 法 

日歩 銭 年   ％  下記の合計額を領収しました 

計算方法は裏面をごらん下さい 
 

歳入所 

属年度 

 平成    年度  

翌年度５月１日以降現年度組入  

一 般 会 計 財務省主管(6094) 

取扱庁名(番号) 

    百 十 万 千 百 十 円 

         

         

合  計  額         

 

 

（住所） 

 

（氏名） 

                殿 
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参考書式第２号(6) （昭和４２年蔵計第６８号） 

 

 

 

（第１片） 

            

                                       国 庫 金 第   号 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（注意） 

１．金額欄の数字は訂正しないこと。 

２．この納付書は３枚１組となっているから、３枚とも 

納付場所に提出すること。 

平成  年度 一 般 会 計 法 務 省 主 管 

取 扱 庁 名 （番  号） 

納 付 金 額  
千 百 十 万 千 百 十 円 

納 付 目 的 
Ａ     Ｂ    Ｃ    Ｄ     Ｅ    Ｆ     Ｇ     Ｈ 

納付期限   平成 年 月 日 

納付場所    

上記の金額を領収しました。 

（領収日付印又は領
収年月日、領収者名
及び領収印） 現 金 納 付 

  有価証券又は収入印紙に 
よる納付はできません。 

原票番号 平成  年    号 

 

納 付 書 ・ 領 収 証 書 

住所 
 
 
 
 
 
氏名                殿 

日本銀行本店・支店・ 
代理店又は歳入代理店 

（第３片） 

            

                                       国 庫 金 第   号 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
送付先 

 （所   在   地） 

 （庁名及び担当課名） 

平成  年度 一 般 会 計 法 務 省 主 管 

取 扱 庁 名 （番  号） 

納 付 金 額  
千 百 十 万 千 百 十 円 

納 付 目 的 
Ａ     Ｂ    Ｃ    Ｄ     Ｅ    Ｆ     Ｇ     Ｈ 

 
納付期限   平成 年 月 日 

納付場所    

上記の金額を領収しました。 

（領収日付印又は領
収年月日、領収者名
及び領収印） 

原票番号 平成  年    号 

 

領 収 済 通 知 書 

住所 
 
 
 
 
 
氏名                殿 

日本銀行本店・支店・ 
代理店又は歳入代理店 

（第２片） 

            

                                       国 庫 金 第   号 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

平成  年度 一 般 会 計 法 務 省 主 管 

取 扱 庁 名 （番  号） 

納 付 金 額  
千 百 十 万 千 百 十 円 

 

納付期限   平成 年 月 日 

納付場所    

上記の金額を領収しました。 

（領収日付印又は領
収年月日、領収者名
及び領収印） 

 

領     収     控 

住所 
 
 
 
 
 
氏名                殿 

日本銀行本店・支店・ 
代理店又は歳入代理店 
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参考書式第２号(7) 行政機関の保有する情報の公開に関する法律等に基づく手数料の納付手続

の特例に関する省令書式 

 

（
第
一
片
） 

 

                納付書・領収証書  国庫金 情報公開・個人情報保護・不服審査  

      令和  年度 （所    管）  

        特別会計（番    号）  

   （取扱庁名（番    号））  
  

納付金額  千 百 十 万 千 百 十 円  
  （住所）    

   （氏名）  

   殿 

   

 納付目的 

 上記の金額を領収しました。  

（領収日付等） 

      開示請求手数料 

 開示実施手数料 

行政機関等匿名 

加工情報手数料 

 写し等交付手数料 

         
注意 

１ 納付金額を納付するときは、納付者の
住所及び氏名並びに納付金額を明瞭に
記入し、納付場所に納付して下さい。 

２ 納付したときは、必ず領収証書を受け
取り、所定の書類又は用紙に添付又は貼
付して、開示請求先若しくは開示の実施
の方法等の申出先行政機関、行政機関等
匿名加工情報の利用に関する契約の相
手方である行政機関又は審査庁若しく
は再審査庁に提出して下さい。 

 

 請求窓口処理欄   納付場所 
  
  日本銀行（本店・
支店・代理店又 
は歳入代理店） 

         

  
 
 
 

           

  ◎この納付書は、３枚１組の複写式となっていますから、３枚とも納付場所に提出して下さい。  

 
 
 

（
第
二
片
） 

 

                領 収 控     国庫金 情報公開・個人情報保護・不服審査  

      令和  年度 （所   管）  

        特別会計（番    号）  

   （取扱庁名（番    号））  
  

納付金額  千 百 十 万 千 百 十 円  
  （住所）    

   （氏名）  

   殿 

   

 納付目的 

 上記の金額を領収しました。  

（領収日付等） 

       開示請求手数料 

 開示実施手数料 

行政機関等匿名 

加工情報手数料 

 写し等交付手数料 

         

 

   納付場所 
  
  日本銀行（本店・

支店・代理店又 

は歳入代理店） 
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（
第
三
片
） 

 

                領収済通知書    国庫金  情報公開・個人情報保護・不服審査  

  
あて先 
 
 歳入徴収官、歳入徴収官代理、分任歳入徴収官又は分任歳
入徴収官代理官職氏名並びに所属庁名及び所在地 

令和  年度 （所    管）  

   特別会計（番    号）  

 （取扱庁名（番    号））  
  

納付金額  千 百 十 万 千 百 十 円  
  （住所）    

   （氏名）  

   殿 

    

納付目的 

 上記の金額を領収しました。  

（領収日付等） 

       開示請求手数料 

 開示実施手数料 

行政機関等匿名 

加工情報手数料 

 写し等交付手数料 

         

 

    納付場所  

 
  日本銀行（本店・
支店・代理店又 
は歳入代理店） 

         

  
 
 

           

                 
 



  

97 

 

 

参考書式第２号(8)  国家公務員宿舎法に基づく宿舎使用料の納付手続の特例に関する省令 

別紙書式 

（第１片） 

（第２片） 

（第３片） 

 

 
              納 付 書 ・ 領 収 証 書    国 庫 金    独 立 行 政 法 人 

 （注意） 

 １．この納付書は、３枚１組となっていますから、３枚とも納付場所 

  に提出して下さい。 

 ２．銀行の窓口へ納付したときは、この片を領収証として受け取って下

さい。 

納付目的 

国家公務員宿舎使用料 
下記の金額を領収しました。 

 

  

    歳入所 

令和   年度 

（領収年月日及び領収者名） 
 

 
納付場所 

日本銀行本店・支店 

代理店又は歳入代理店 

（住所）   属年度  

     （ 会 計 ） （主管又は所管）  

     取扱庁名（番号）  

  （氏名）    

 

 

     

納 付 金 額 
 

 

千 百 十 万 千 百 十 円  

      

        
                  

 

              領   収   控    国 庫 金    独 立 行 政 法 人 

  
納付目的 

  国家公務員宿舎使用料 
下記の金額を領収しました。 

 

  

    歳入所 

令和  年度 

（領収年月日及び領収者名） 
 

 
納付場所 

 日本銀行本店・支店 

代理店又は歳入代理店 

（住所）   属年度  

     （ 会 計 ） （主管又は所管）  

     取扱庁名（番号）  

  （氏名）    

      

納 付 金 額 
 

 

千 百 十 万 千 百 十 円  

       
       
                   

 

            領 収 済 通 知 書    国 庫 金    独 立 行 政 法 人 

 あ て 先 

 歳入徴収官、歳入徴収官代理、分任歳入徴収官又 

 は分任歳入徴収官代理官職氏名並びに所属庁名及 

 び所在地 

納付目的 

 国家公務員宿舎使用料 
下記の金額を領収しました。 

 

  

   
 歳入所 

令和   年度 

（領収年月日及び領収者名） 
 

 
納付場所 

 日本銀行本店・支店 

代理店又は歳入代理店 

（住所）   属年度  

     （ 会 計 ）  （主管又は所管）  

     取扱庁名（番号）  

  （氏名）    

      

納 付 金 額 

 

 

千 百 十 万 千 百 十 円  
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参考書式第２号(9)  民事訴訟費用等に関する法律に基づく手数料の納付手続の特例に関する 

省令別紙書式 
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参考書式第２号(10) （金融商品取引法等に基づく課徴金等の納付手続の特例に関する省令別紙書式）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（第２片） 

（第１片） 

（第３片） 

            

                                       国 庫 金 第   号 

 
 
 
 
 
 
 

 

年度 一般会計     主管 

取扱庁名            （番 号） 

 

納付金額 
 千 百 十 万 千 百 十 円 

納付期限      年 月 日 

納付場所    

上記の金額を領収しました。 

（領収年月日及び領収者名） 

 

 

領 収 控 

 

住所 
 
 
 
氏名               殿 

日本銀行本店・支店・ 

代理店又は歳入代理店 

            

                                       国 庫 金 第   号 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（注意） 

１ 金額欄の数字は、訂正しないでください。 

２ この納付書は、３枚１組となっていますから、３枚とも 

納付場所に提出してください。 

年度 一般会計     主管 

取扱庁名            （番 号） 

納付目的  

納付金額 
 千 百 十 万 千 百 十 円 

納付期限      年 月 日 

納付場所    

上記の金額を領収しました。 

（領収年月日及び領収者名） 

現金納付 

  有価証券又は収入印紙に 
よる納付はできません。 

原票番号又は 
処理簿番号 

 

納  付  書 ・ 領  収  証  書 

 

住所 
 
 
 
氏名               殿 

日本銀行本店・支店・ 

代理店又は歳入代理店 

年  号 

            

                                       国 庫 金 第   号 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
あて先 

（歳入徴収官、歳入徴収官代理官職氏名並びに所属庁名及び所在地） 

年度 一般会計     主管 

取扱庁名            （番 号） 

納付目的  

納付金額 
 千 百 十 万 千 百 十 円 

納付期限      年 月 日 

納付場所    

上記の金額を領収しました。 

（領収年月日及び領収者名） 

   
 

原票番号又は 
処理簿番号 

 

領 収 済 通 知 書 

 

住所 
 
 
 
氏名               殿 

日本銀行本店・支店・ 

代理店又は歳入代理店 

年  号 

処分番号     年     号 
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参考書式第２号(11)    地方法人特別税等に関する暫定措置法に基づく地方法人特別税の 

納付手続の特例に関する省令別紙書式 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

納付期限

（取扱庁名（番　　　　　　　号））

令和　　　年　　　月　　　日

円万千 百 十 百

交付税及び譲与税配付金特別会計（番　　　　　号）

納付場所

千

地方法人特別税等に関する暫定措置

法第１２条第３項に基づく地方法人

特別税支払金

前月調整後不足額

還付金等返納額

十

日本銀行本店・支店・代理店又は歳

入代理店

地方法人特別税

内閣府、総務省及び財務省所管令和　　　年度

納 付 額 千 百

第

三
片

領収済通知書 国庫金

殿

納

付
金
額
の
計
算

　　納付目的

④

払込額・不足額

納付金額

③

⑤（①－②＋③－④）

千 十 円十（住所）

（氏名）

①

千 百

百

億

十 万

（領収日付等）

還 付 額
②

区　　分 金　　　　　　　　　　　　額
千 百億

十

上記金額を領収しました。

歳入徴収官、歳入徴収官代理、分任歳入徴収官又は分任

歳入徴収官代理官職氏名並びに所属庁名及び所在地

あて先

（取扱庁名（番　　　　　　　号））

十 円

令和　　　年　　　月　　　日

日本銀行本店・支店・代理店又は歳

入代理店

令和　　　年度

百

　　納付目的

万 千十 億

内閣府、総務省及び財務省所管

交付税及び譲与税配付金特別会計（番　　　　　号）

区　　分

地方法人特別税等に関する暫定措置

法第１２条第３項に基づく地方法人

特別税支払金

令和　　　年　　　月　　　日

円千 百千 十納 付 額 百

①

百

千

上記金額を領収しました。
（領収日付等）

千 十 万 千億

納付金額
百百 十

万

還付金等返納額

前月調整後不足額

④

納 付 額

還 付 額

殿

億 千

②

納

付
金
額
の
計
算

金　　　　　　　　　　　　額
十 円

払込額・不足額

⑤（①－②＋③－④）

千

納付書・領収証書

交付税及び譲与税配付金特別会計（番　　　　　号）

令和　　　年度 内閣府、総務省及び財務省所管

国庫金 地方法人特別税

百 十

（取扱庁名（番　　　　　　　号））

第

二
片

領収控 国庫金

千 十

区　　分

納付場所

　納付金額を納付するときは、納付者の住所及び氏名並びに納

付金額を明瞭に記入し、納付場所に提出してください。

  この納付書は、３枚１組となっていますから、３枚とも納付

場所に提出してください。

納付期限

百

十百 十 億 千 百

百

払込額・不足額

⑤（①－②＋③－④）

納

付
金
額
の
計
算

還付金等返納額

前月調整後不足額

①

②

　　納付目的 上記金額を領収しました。
地方法人特別税等に関する暫定措置

法第１２条第３項に基づく地方法人

特別税支払金

千 百万

第

一
片

③

③

④

（領収日付等）

納付期限

納付場所

日本銀行本店・支店・代理店又は歳

入代理店

殿

千

金　　　　　　　　　　　　額

地方法人特別税

十

十

納付金額

還 付 額

円

１

２

（住所）

（氏名）

（住所）

（氏名）

注意
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　　納付目的

納付場所

日本銀行本店・支店・代理店又は

歳入代理店

納付目的 上記金額を領収しました。
特別法人事業税及び特別法人事業

譲与税に関する法律第１０条第３

項に基づく特別法人事業税に係る

徴収金払込金

（領収日付等）

納付期限

令和　　年　　月　　日

万 千 百 十 円

納付金額

百 十 億 千 百 十

前月調整後不足額

殿
④

払込額・不足額

⑤（①－②＋③－④）

千

①

還 付 額

②

（氏名）
還付金等返納額

③

十 万 千 百 十 円（住所） 納 付 額 千 百 十 億

特別法人事業税

令和　　年度 内閣府、総務省及び財務省所管

交付税及び譲与税配付金特別会計（番　　　　　号）

（取扱庁名（番　　　　　　　号））

納
付
金
額
の
計
算

区　　分 金　　　　　　　　　　　　額

千 百

第
二
片

領収控 国庫金

　　納付目的

納付期限

令和　　年　　月　　日

納付場所

日本銀行本店・支店・代理店又は

歳入代理店

円

納付金額

納付目的 上記金額を領収しました。
特別法人事業税及び特別法人事業

譲与税に関する法律第１０条第３

項に基づく特別法人事業税に係る

徴収金払込金

（領収日付等）

百 十 万 千 十

⑤（①－②＋③－④）

千 百 十 億 千

殿
④

払込額・不足額

①

還 付 額

百

（氏名）
還付金等返納額

③

前月調整後不足額

（住所） 納 付 額 円

②

億 千 百 万 千十千 百 十

交付税及び譲与税配付金特別会計（番　　　　　号）

（取扱庁名（番　　　　　　　号））

納
付
金
額
の
計
算

区　　分 金　　　　　　　　　　　　額

百 十

第
三
片

領収済通知書 国庫金 特別法人事業税

令和　　年度 内閣府、総務省及び財務省所管
あて先

歳入徴収官、歳入徴収官代理、分任歳入徴収官又は分任
歳入徴収官代理官職氏名並びに所属庁名及び所在地

　　納付目的

令和　　年　　月　　日

納付場所

日本銀行本店・支店・代理店又は

歳入代理店

注意

１   この納付書は、３枚１組となっていますから、３枚とも納付
場所に提出してください。

納付目的 上記金額を領収しました。
特別法人事業税及び特別法人事業

譲与税に関する法律第１０条第３

項に基づく特別法人事業税に係る

徴収金払込金

（領収日付等）

２ 　納付金額を納付するときは、納付者の住所及び氏名並びに納
付金額を明瞭に記入し、納付場所に提出してください。

納付期限

万 千 百 十 円

納付金額

百 十 億 千

千 百

百 十

前月調整後不足額

殿
④

払込額・不足額

⑤（①－②＋③－④）

千

①

還 付 額

②

（氏名）
還付金等返納額

③

十 万 千 百

納
付
金
額
の
計
算

区　　分 金　　　　　　　　　　　　額

十 円（住所） 納 付 額 千 百 十 億

第
一
片

納付書・領収証書 国庫金 特別法人事業税

令和　　年度 内閣府、総務省及び財務省所管

交付税及び譲与税配付金特別会計（番　　　　　号）

（取扱庁名（番　　　　　　　号））

  

 

参考書式第２号(12) （特別法人事業税及び特別法人事業譲与税に関する法律に基づく特別法人

事業税に係る徴収金の納付手続の特例に関する省令別紙書式） 
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参考書式第２号(13) （新型コロナウイルス感染症対策中小企業等持続化給付金の過誤払に 

よる返還金及び新型コロナウイルス感染症対策家賃支援給付金の過 

誤払による返還金の納付手続の特例に関する省令別紙書式） 
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　　納付目的

令和　　年　　月　　日

納付場所

日本銀行本店・支店・代理店又は

歳入代理店

注意

１   この納付書は、３枚１組となっていますから、３枚とも納付
場所に提出してください。

納付目的 上記金額を領収しました。
森林環境税及び森林環境譲与税に

関する法律第８条第２項及び第３

項に基づく森林環境税に係る徴収

金払込金

（領収日付等）

２ 　納付金額を納付するときは、納付者の住所及び氏名並びに納
付金額を明瞭に記入し、納付場所に提出してください。

納付期限

万 千 百 十 円

納付金額

百 十 億 千

千 百

百 十

前月調整後不足額

殿
④

払込額・不足額

⑤（①－②＋③－④）

千

①

還 付 額

②

（氏名）
還付金等返納額

③

十 万 千 百

納
付
金
額
の
計
算

区　　分 金　　　　　　　　　　　　額

十 円（住所） 納 付 額 千 百 十 億

第
一
片

納付書・領収証書 国庫金 森林環境税

令和　　年度 内閣府、総務省及び財務省所管

交付税及び譲与税配付金特別会計（番　　　　　号）

（取扱庁名（番　　　　　　　号））

　　納付目的

納付場所

日本銀行本店・支店・代理店又は

歳入代理店

納付目的 上記金額を領収しました。
森林環境税及び森林環境譲与税に

関する法律第８条第２項及び第３

項に基づく森林環境税に係る徴収

金払込金

（領収日付等）

納付期限

令和　　年　　月　　日

万 千 百 十 円

納付金額

百 十 億 千 百 十

前月調整後不足額

殿
④

払込額・不足額

⑤（①－②＋③－④）

千

①

還 付 額

②

（氏名）
還付金等返納額

③

十 万 千 百 十 円（住所） 納 付 額 千 百 十 億

森林環境税

令和　　年度 内閣府、総務省及び財務省所管

交付税及び譲与税配付金特別会計（番　　　　　号）

（取扱庁名（番　　　　　　　号））

納
付
金
額
の
計
算

区　　分 金　　　　　　　　　　　　額

千 百

第
二
片

領収控 国庫金

参考書式第２号(14) （森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律に基づく森林環境税に係る

徴収金の納付手続の特例に関する省令別紙書式） 
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　　納付目的

納付期限

令和　　年　　月　　日

納付場所

日本銀行本店・支店・代理店又は

歳入代理店

円

納付金額

納付目的 上記金額を領収しました。
森林環境税及び森林環境譲与税に

関する法律第８条第２項及び第３

項に基づく森林環境税に係る徴収

金払込金

（領収日付等）

百 十 万 千 十

⑤（①－②＋③－④）

千 百 十 億 千

殿
④

払込額・不足額

①

還 付 額

百

（氏名）
還付金等返納額

③

前月調整後不足額

（住所） 納 付 額 円

②

億 千 百 万 千十千 百 十

交付税及び譲与税配付金特別会計（番　　　　　号）

（取扱庁名（番　　　　　　　号））

納
付
金
額
の
計
算

区　　分 金　　　　　　　　　　　　額

百 十

第
三
片

領収済通知書 国庫金 森林環境税

令和　　年度 内閣府、総務省及び財務省所管
あて先

歳入徴収官、歳入徴収官代理、分任歳入徴収官又は分任
歳入徴収官代理官職氏名並びに所属庁名及び所在地
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参考書式第３号 （出納官吏事務規程第１号書式） 

 

 

（第１片） 

  
               現金払込書・領収証書   国 庫 金 

  
下記の金額を領収し
ました。 

（ 領 収 年月日及び

領収者名） 

（年       度） 

（会    計） （主管又は所管） 

（ 取 扱 庁 名（番  号）） 

払 込 金 額 
 百 十 万 千 百 十 円 

 

（番  号） 

 

 
 収入官吏、収入官吏代理、分任収入 
 官吏又は分任収入官吏代理官職氏名 

翌年度  月１日以降現年度歳入組入 

 

（第３片） 

   
               領 収 済 通 知 書   国 庫 金 

 
 
 
    あて先 
      歳入徴収官、歳入徴収官代理、分任歳入徴収官又は分 

      任歳入徴収官代理官職氏名並びに所属庁名及び所在地 

 

 
下記の金額を領収し
ました。 

（ 領 収 年月日及び

領収者名） 

（年       度） 

（会    計） （主管又は所管） 

（ 取 扱 庁 名（番  号）） 

払 込 金 額 
 百 十 万 千 百 十 円 

 

（番  号） 

 

 
 収入官吏、収入官吏代理、分任収入 
 官吏又は分任収入官吏代理官職氏名 

翌年度  月１日以降現年度歳入組入 

 

（第 2片） 

  
               領  収  控   国 庫 金     現 

  
下記の金額を領収し
ました。 

（ 領 収 年月日及び

領収者名） 

（年       度） 

（会    計） （主管又は所管） 

（ 取 扱 庁 名（番  号）） 

払 込 金 額 
 百 十 万 千 百 十 円 

 

（番  号） 

 

 
 収入官吏、収入官吏代理、分任収入 
 官吏又は分任収入官吏代理官職氏名 

翌年度  月１日以降現年度歳入組入 
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参考書式第４号(1) （農地対価等徴収規則別記第７号書式） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

何 年 度 食料安定供給特別会計 農 林 水 産 省 所 管 

（項） 

 

（目） 

 

（目の細分） 

 

翌年度６月１日以降 

現年度歳入組入 
歳 入 取 扱 庁 名        （番  号） 

送 付 金 額          

  
番号 納 入 者 名 元 本 延滞金 合計 番号 納 入 者 名 元 本 延滞金 合計 

          

          

          

          

          

 

 

何 市 町 村 

 

（送付金額内訳は、下表のとおり） 

上記の金額を領収 

しました。 

（領収日付印又は

領収年月日、領収

者名及び領収印） 

第 何 号 送付書・領収証書 国 庫 金 

千 千 百 十 万 円 百 十 

（第１片） 

 

何 年 度 食料安定供給特別会計 農 林 水 産 省 所 管 

（項） 

 

（目） 

 

（目の細分） 

 

翌年度６月１日以降 

現年度歳入組入 
歳 入 取 扱 庁           （番 号） 

送 付 金 額          

  
番号 納 入 者 名 元 本 延滞金 合計 番号 納 入 者 名 元 本 延滞金 合計 

          

          

          

          

          

 

 

何 市 町 村 

 

（送付金額内訳は、下表のとおり） 

上記の金額を領収 

しました。 

（領収日付印又は

領収年月日、領収

者名及び領収印） 

第 何 号 領収済通知書 国 庫 金 

千 千 百 十 万 円 百 十 

（第３片） 

あて先（歳入徴収官、代理歳入徴収官又は分任歳入徴収官官職氏名並びに所属庁名及び所在地） 

 

何 年 度 食料安定供給特別会計 農 林 水 産 省 所 管 

（項） 

 

（目） 

 

（目の細分） 

 

翌年度６月１日以降 

現年度歳入組入 
歳 入 取 扱 庁 名        （番  号） 

送 付 金 額          

  

 

 

何 市 町 村 

 

（送付責任者  職氏名    印 ） 

上記の金額を領収 

しました。 

（領収日付印又は

領収年月日、領収

者名及び領収印） 

第 何 号 送 領 収 控 国 庫 金 

千 千 百 十 万 円 百 十 

（第２片） 

（注）根拠省令は廃止されているが、経過措置によりこの書式が使用されることがある。 



103 

 

参考書式第４号(2)  厚生年金保険法施行規則様式第３６号、健康保険法施行規則様式第２７号、

特定障害者に対する特別障害給付金の支給に関する法律施行規則様式第

５号、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律施

行規則様式第２号、厚生年金保険の保険給付及び国民年金の給付の支払の

遅延に係る加算金の支給に関する法律施行規則様式第２号、船員保険法施

行規則様式第１５号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（庁名）

千 百 十 万 千 百 十 円

（庁名）

千 百 十 万 千 百 十 円

（庁名）

千 百 十 万 千 百 十 円

第
二
片

第
三

片

領 収 済 通 知 書

送付書・領収証書

（収納職員所属氏名）

領　 収 　控 第　　　　　　　　　　　号

下記の金額を領収しました。

（領収年月日、領収者名）

令 和　　　　　　　　　　年 度

下記の金額を領収しました。

（領収年月日、領収者名）

（収納職員所属氏名）

第

一
片

第　　　　　　　　　　　号

翌年度６月１日以降現年度歳入組入

送　付　金　額

　厚生労働省年金局（○○○）

（　　　　　　　　　　）

年 金 特 別 会 計（0343） 厚生労働省所管

厚生労働省所管

　厚生労働省年金局（○○○）

（　　　　　　　　　　）

あて先

第　　　　　　　　　　　号

下記の金額を領収しました。

令 和　　　　　　　　　　年 度

年 金 特 別 会 計（0343） 厚生労働省所管

　厚生労働省年金局（○○○）

（　　　　　　　　　　）

送　付　金　額

翌年度６月１日以降現年度歳入組入

歳 入 徴 収 官

所 属 庁 名

所 在 地

送　付　金　額

翌年度６月１日以降現年度歳入組入

（領収年月日、領収者名）

（収納職員所属氏名）

令 和　　　　　　　　　　年 度

年 金 特 別 会 計（0343）

国 庫

国 庫 送

国 庫



104 

 

参考書式第４号(3) （国民年金法施行規則様式第１９号） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（庁名）

千 百 十 万 千 百 十 円

（庁名）

千 百 十 万 千 百 十 円

（庁名）

千 百 十 万 千 百 十 円

第

二

片

第

三

片

領 収 済 通 知 書

送付書・領収証書

（収納職員所属氏名）

領　 収 　控 第　　　　　　　　　　　号

下記の金額を領収しました。

（領収年月日、領収者名）

令 和　　　　　　　　　　年 度

下記の金額を領収しました。

（領収年月日、領収者名）

（収納職員所属氏名）

第
一

片

第　　　　　　　　　　　号

翌年度６月１日以降現年度歳入組入

送　付　金　額

　厚生労働省年金局（○○○）

（　　　　　　　　　　）

年 金 特 別 会 計（0343） 厚生労働省所管

厚生労働省所管

　厚生労働省年金局（○○○）

（　　　　　　　　　　）

あて先

第　　　　　　　　　　　号

下記の金額を領収しました。

令 和　　　　　　　　　　年 度

年 金 特 別 会 計（0343） 厚生労働省所管

　厚生労働省年金局（○○○）

（　　　　　　　　　　）

送　付　金　額

翌年度６月１日以降現年度歳入組入

歳 入 徴 収 官

所 属 庁 名

所 在 地

送　付　金　額

翌年度６月１日以降現年度歳入組入

（領収年月日、領収者名）

（収納職員所属氏名）

令 和　　　　　　　　　　年 度

年 金 特 別 会 計（0343）

国 庫

国 庫 送

国 庫



104-2 

 

 

参考書式第４号(4) （年金生活者支援給付金の支給に関する法律施行規則様式第５号） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



104-3 
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参考書式第５号(1) （国税通則法施行規則別紙第２号書式） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

領  収  済  通  知  書 

国税   資金  収納金 

整 理 
  

 
年度 （受入科目） （取 扱 庁 名） 第    号 

 本  税 百 十 万 千 百 十 円 納期等の区分 

 

納期限 
  年  月  日限 

納付場所 

 加算税        

 加算税        

 告知額計        

 延 滞 税        

 合 計 額        

  

  

 

 

 

（納 税 者） 

 

納  税  地 

 

氏名又は名称 

国
庫
金 

左記の合計額を領 

収しました。 

（領収年月日及び領

収者名） 

あて先 

国税収納金整理資金に関する職名、 

官職及び氏名並びに在勤官署名及び 

その所在地 

領       収       控 

国税   資金  収納金 

整 理 
  

 
年度 （受入科目） （取 扱 庁 名） 第    号 

 本  税 百 十 万 千 百 十 円 
納期等の区分 
 
納期限 
  年  月  日限 

納付場所 

 加算税        

 加算税        

 告知額計        

 延 滞 税        

 合 計 額        

  

  

 

 

 

（納 税 者） 

 

納  税  地 

 

氏名又は名称 

国
庫
金 

左記の合計額を領 

収しました。 

（領収年月日及び領

収者名） 

（第１片） 

（第２片） 

（第３片） 

納 税 告 知 書 ・  領 収 証 書 

国税   資金  収納金 

整 理 

国
庫
金 

  
右のとおり、納付して下さい。 

 

  年    月   日 

 
国税収納金整理資金に関する職名 
 官 職 氏      名  

年度 （受入科目） （取 扱 庁 名） 第    号 

 本  税 百 十 万 千 百 十 円 納期等の区分 

 

納期限 
  年  月  日限 

納付場所 

 加算税        

 加算税        

 告知額計        

 延 滞 税        

 合 計 額        

  

  

 

 

 

（納 税 者） 

 

納  税  地 

 

氏名又は名称 

左記の合計額を領 

収しました。 

（領収年月日及び領

収者名） 
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参考書式第５号(2) （国税通則法施行規則別紙第２号の２書式） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 年度 （受入科目） （取扱庁名） 第  号 

本  税 
百 十 万 千 百 十 円 納期等の区分 

加算税        

加算税        

利 子 税        

延 滞 税        

合 計 額        

 

  

 

 

（領収年月日及び領収

者名） 

左記の合計額を領 

収しました。 

国税収納金整理資金に関する職名、官職及
び氏名並びに在勤官署名及びその所在地 

あて先 

 
 
(納税者) 
 
納税地 
 
氏名又は名称 

納  付  書  ・  領  収  済  通  知  書 

国税   資金 
収納金 

整 理  

 国 

庫 

金 

（ 取 扱 庁 名 ） 氏名又は名称 

（受入科目）  

納期等の区分   

  合 計 額        円  

 
国税   資金 

収納金 

整 理  

 

（バーコード） 

（領収年月日（受託年
月日）及び領収者名（受
託者名）） 

上記の合計額を領収
(受領)しました。 

国庫金 

氏名又は名称 

（取扱庁名） 

（受入科目） 

納期等の区分  

合計額 円 

 
（受託年月日及び受託者
名） 

上記の合計額を受領 
しました。 

氏名又は名称 

（受入科目） （取扱庁名） 
納期等の区分   

本 税 円 

加算税  

加算税  

利子税  

延滞税  

合計額  

 

国税   資金 
収納金 

整 理  

国庫金 

（領収年月日（受託年
月日）及び領収者名（受
託者名）） 

左記の合計額を領収
(受領)しました。 

領収控 兼 払込取扱票 払込取扱票 領収証書 兼 払込金受領証 

 

(納税者) 

 

納税地 

 

氏名又は名称 

納    税    告    知    書 

 

右のとおり、納付書で納付してください。 

 

納期等の区分 

 

納期限                年  月  日限 

 
納付場所 

 （ 税 目 ） 第    号 

本  税 
百 十 万 千 百 十 円 

加算税        

加算税        

告知額計        

延 滞 税        

   年   月   日 

  

 

 

国税収納金整理資金に関する職名 

    官職  氏  名  
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参考書式第５号(3) （関税法施行規則別紙第１号書式） 
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参考書式第５号(4)  電子情報処理組織による輸出入等関連業務の処理等に関する法律施行規則 

別紙第１号書式 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）第２片および第３片を日銀ＯＣＲ分以外（通常分）として整理するのは、派出収納した場合に

限られる。 

 

左

記

の

と

お

り

納

付

し

て

下

さ

い

。

な

お

、

延

滞

税

は

所

定

の

方

法

に

よ

り

計

算

し

、

該

当

欄

に

記

入

の

上

、

納

付

し

て

下

さ

い

。

納期限

代理人

受入科目

納付の目的

　　　　　　年度

納期限　　　年　　　月　　　日限
左記の合計額を領収しました。

（第１片）

国税
収納金

整　理
資金

国

庫

金

　官　職　　氏　　　　名

（氏名又は名称）

告知番号

円

円

納付の目的

　（領収年月日及び領収者名）

又は（領収年月日及び日本銀行

取扱店名）

円

円
（領収日付等）

電算機

読取用

本　税税関符号

加算税

合計額

納付場所

納 税 告 知 書 ・ 領 収 証 書

取扱庁コード

取扱庁名　（取扱庁名） 延滞税

年　　月　　日

輸入申告等の番号

納税者

（住所）

国税収納金整理資金に関する職名

告知番号

資金

（第２片）

収納金

整　理

　　　　　　年度

受入科目

国税

輸入申告等の番号

円

円

　納税者

　（住所）

納付の目的

納付場所

円

加算税

本　税

取扱庁コード 取扱庁名

加算税種別

無

申告

税関符号

加 算 税

合 計 額

納期限　　　年　　　月　　　日限

代理人

納税者

（住所）

（氏名又は名称）

（第３片）

収納金

整　理
国税

 

こ

の

用

紙

は

機

械

処

理

し

ま

す

の

で

汚

し

た

り

、

折

つ

た

り

、

ピ

ン

で

止

め

た

り

し

な

い

で

下

さ

い

。

受入

科目

　申告番号等

年

度

　 百       十

左記の合計額を領収しました。

（領収日付等）

百       十       円

本 税

 国税収納金整理資金に関する職名、官職及び

 氏名並びに在勤官署名及びその所在地

　

　代理人  （領収年月日及び領収者

名）又は（領収年月日及び

日本銀行取扱店名）

過少

申告

　 億       千       百 　 十       万       千

告知番号

納付場所

年　　月　　日限

数字は記入例にならつて黒の

ボールペンで枠からはみださ

ないように右詰で記載してく

ださい。

（記入例）

　（領収年月日及び領収者名）

又は（領収年月日及び日本銀行

取扱店名）

（領収日付等）
合計額

取扱庁コード

円

左記の合計額を領収しました。

取扱庁名　（取扱庁名） 延滞税

　（氏名又は名称）

（あて先）

（取扱庁名）

延 滞 税

（帳票コード）

受入科目コード

整理番号

領 収 控
国

庫

金

領 収 済 通 知 書国

庫

金 税関符号

資金

輸入申告等の番号

告

￥ ０ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９
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参考書式第６号(1) （国税収納金整理資金事務取扱規則第４号書式） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（第３片） 

（第１片） 

  
                       納付書・領収証書    

 右のとおり納付して下さい。 

 

     年   月   日 

                    国税収納命令官、国税収納命令官代理、分任国税収 

                    納命令官又は分任国税収納命令官代理官職氏名 

 

 

 

 

 

納 付 期 限 

 

 

納 付 場 所 

納付目的 
下記の金額を領収し
ました。 

（ 領 収 年 月 日 及

び領収者名）  

（年       度） 

  （ 取 扱 庁 名 ） 

  （ 受 入 科 目 ） 

納付金額 
     百 十 万 千 百 十 円 

◎この納付書は、３枚１組の複写式となっていますから、３枚とも納付場所に提出して下さい。 

（番  号） 

 

 
           （ 住  所 ） 
 
 
 
 
（ 氏  名 ） 
 
 

                      殿 
 

 国税 
収納金

整 理 
資金 

 

国  

庫  

金 

（第２片） 

  
                       領   収   控    

  

 

      

                     

                     

 

 

 

 

 

納 付 期 限 

 

 

納 付 場 所 

納付目的 
下記の金額を領収し
ました。 

（ 領 収 年 月 日 及

び領収者名）  

（年       度） 

  （ 取 扱 庁 名 ） 

  （ 受 入 科 目 ） 

納付金額 
     百 十 万 千 百 十 円 

 

（番  号） 

 

 
           （ 住  所 ） 
 
 
 
 
（ 氏  名 ） 
 
 

                      殿 
 

 国税 
収納金

整 理 
資金 

 

国  

庫  

金 

  
                       領 収 済 通 知 書    

  

                あ て 先 

                    国税収納命令官、国税収納命令官代理、分任 

                    国税収納命令官又は分任国税収納命令官代理 

                    官職氏名並びに所属庁名及び所在地 

 

 

 

 

 

納 付 期 限 

 

 

納 付 場 所 

納付目的 
下記の金額を領収し
ました。 

（ 領収年月日及び

領収者名）  

（年       度） 

  （ 取 扱 庁 名 ） 

  （ 受 入 科 目 ） 

納付金額 
     百 十 万 千 百 十 円 

 

（番  号） 

 

 
           （ 住  所 ） 
 
 
 
 
（ 氏  名 ） 
 
 

                      殿 
 

 国税 
収納金

整 理 
資金 

 

国  

庫  

金 
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参考書式第６号(2) （国税通則法施行規則別紙第１号書式） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（第２片） 

納   付   書   ・   領   収   済   通   知   書 

（第１片） 

  
年度 （受入科目） （取  扱  庁  名） 第  号 

 本  税 百 十 万 千 百 十 円 納期等の区分 

 加算税        

 加算税        

 利 子 税        

 延 滞 税        

 
合 計 額 

       

 あて先 

 国税収納金整理資金に関する職名、 

官職及び氏名並びに在勤官署名及び 

その所在地  

 

 

左記の合計額を領 

収しました。 

（領収年月日及び領

収者名） 

 国税   資金 
収納金 

整 理 

国 

庫 

金 

(納 税 者) 

 
 
 
 
納 税 地 

 

 
 
氏名又は名称 

領      収      証      書 

（第３片） 

  
年度 （受入科目） （取  扱  庁  名） 第  号 

 本  税 百 十 万 千 百 十 円 納期等の区分 

 加算税        

 加算税        

 利 子 税        

 延 滞 税        

 
合 計 額 

       

  

  

 

 

 

(納 税 者) 

 
 
 
 
納 税 地 

 

 
 
氏名又は名称 

 国税   資金 
収納金 

整 理 

国 

庫 

金 

左記の合計額を領 

収しました。 

（領収年月日及び

領収者名） 

領          収          控 

  
年度 （受入科目） （取  扱  庁  名） 第  号 

 本  税 百 十 万 千 百 十 円 納期等の区分 

 加算税        

 加算税        

 利 子 税        

 延 滞 税        

 
合 計 額 

       

  

  

 

 

 

(納 税 者) 

 
 
 
 
納 税 地 

 

 
 
氏名又は名称 

 

国 

庫 

金 

左記の合計額を領 

収しました。 

（領収年月日及び

領収者名） 

国税   資金 
収納金 

整 理 
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参考書式第６号(3) （国税通則法施行規則別紙第１号の２書式） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 年度 （受入科目） （取扱庁名） 第  号 

本  税 
百 十 万 千 百 十 円 納期等の区分 

加算税        

加算税        

利 子 税        

延 滞 税        

合 計 額        

 

  

 

 

（領収年月日及び領収

者名） 

左記の合計額を領 

収しました。 

国税収納金整理資金に関する職名、官職及
び氏名並びに在勤官署名及びその所在地 

あて先 

 
 
(納税者) 
 
納税地 
 

氏名又は名称 

納  付  書  ・  領  収  済  通  知  書 

国税   資金 
収納金 

整 理  

 国 

庫 

金 

（ 取 扱 庁 名 ） 氏名又は名称 

（受入科目）  

納期等の区分   

  合 計 額        円  

 国税   資金 
収納金 

整 理  

 

（バーコード） 

（領収年月日（受託
年月日）及び領収者名
（受託者名）） 

上記の合計額を領収
(受領)しました。 

国庫金 

氏名又は名称 

（取扱庁名） 

（受入科目） 

納期等の区分  

合計額 円 

 
（受託年月日及び受託
者名） 

上記の合計額を受領 
しました。 

氏名又は名称 

（受入科目） （取扱庁名） 
納期等の区分   

本 税 円 

加算税  

加算税  

利子税  

延滞税  

合計額  

 

国税   資金 
収納金 

整 理  

国庫金 

（領収年月日（受託
年月日）及び領収者名
（受託者名）） 

左記の合計額を領収
(受領)しました。 

領収控 兼 払込取扱票 払込取扱票 領収証書 兼 払込金受領証 
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参考書式第６号(4) （関税法施行規則別紙第２号書式） 

 

※ 関税法（昭和２９年法律第６１号）第７７条第４項（郵便物の関税の納付等）に規定

する納付書については、納付書・領収証書の標題の下部余白に「兼払込金受領証」と、

領収控の標題の下部余白に「兼払込取扱票」と記載されている。 
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参考書式第６号(5) 電子情報処理組織による輸出入等関連業務の処理等に関する法律施行規則 

別紙第２号書式  

 

 

 

納付の目的
当初 納付 修正 更正 賦課決

申告 通知 申告 通知 定通知

当初 納付 修正 更正 賦課決

申告 通知 申告 通知 定通知

当初 納付 修正 更正 賦課決

申告 通知 申告 通知 定通知

納付の目的

左記の合計額を領収しました。

（領収日付等）

 （領収年月日及び領収者

名）又は（領収年月日及び

日本銀行取扱店名）

証券受領

一

部

全

部

納付の目的

年　　月　　日限

整理番号

国

庫

金

領 収 済 通 知 書国

庫

金 税関符号

資金

輸入申告等の番号

　（氏名又は名称）

（取扱庁名）（帳票コード）

受入科目コード

年

度

　 百       十

円

左記の合計額を領収しました。

取扱庁名　（取扱庁名）
延滞税

円

出力日

百       十       円

 （領収年月日及び領収者名）

又は（領収年月日及び日本銀行

取扱店名）

延 滞 税

（領収日付等）
合計額

延長後の納期限

代理人

納税者

（住所）

（氏名又は名称）

（第３片）

収納金

整　理
国税

 

こ

の

用

紙

は

機

械

処

理

し

ま

す

の

で

汚

し

た

り

、

折

つ

た

り

、

ピ

ン

で

止

め

た

り

し

な

い

で

下

さ

い

。

（あて先）

数字は記入例にならつて黒の

ボールペンで枠からはみださ

ないように右詰で記載してく

ださい。

本 税

取扱庁コード 取扱庁名

加算税種別

無

申告

過少

申告

　 億       千       百 　 十       万       千

（記入例）

加 算 税

合 計 額

延長後の納期限

 国税収納金整理資金に関する職名、官職及び

 氏名並びに在勤官署名及びその所在地

　

　代理人

　納税者

　（住所）

受入

科目

　申告番号等

本　税

加算税

税関符号 取扱庁コード

領 収 控国税

円

納税者

（住所）

円

出力日

資金

（第２片）

収納金

整　理

　　　　　　年度

受入科目

輸入申告等の番号

輸入申告等の番号

税関符号

合計額

加算税

取扱庁コード

取扱庁名　（取扱庁名）

国税
収納金

整　理
資金

延滞税

電算機

読取用

本　税

納 付 書 ・ 領 収 証 書

代理人

受入科目

　　　　　　年度

延長後の納期限

　（領収年月日及び領収者名）

又は（領収年月日及び日本銀行

取扱店名）

円

円
（領収日付等）

左記の合計額を領収しました。

円

円

国

庫

金

（氏名又は名称）

出力日

￥ ０ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９

内
証券受領 円
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備 考 

１．電子情報処理組織による輸出入等関連業務の処理等に関する法律施行規則（昭和５２年大

蔵省令第３０号）別紙第１号書式備考（２を除く。）は、この書式について準用する。この

場合において、同書式備考中「納税告知書」とあるのは「納付書」と読み替えるものとする。 

 

２．年度、輸入申告等の番号、取扱庁名、受入科目、納税者の住所及び氏名又は名称、金額並

びに納付の目的は、法令に特段の定めがある場合を除き、納税者が記載するものとする。 

 

３．電子情報処理組織による輸出入等関連業務の処理等に関する法律（昭和５２年法律第５４

号）第４条第１項の依頼により税関長が送付する納付書で、電子情報処理組織を使用して２．

に掲げる事項を記載するものについては、第１片の納付書・領収証書の受入科目と出力日の

間に口座番号を記載するものとし、第２片の領収控及び第３片の領収済通知書に代え、付表

の領収控及び領収済通知書を用いることができる。 

 

４．年度、取扱庁名、受入科目、代理人並びに納税者の住所及び氏名又は名称のすべてが同一

である二以上の関税等については、これらを一括して１枚の納付書に記載することができる。

この場合には、金額欄にその合計額を記載し、１件別の内訳を付記するものとする。 

 

（注）第２片および第３片を日銀ＯＣＲ分以外（通常分）として整理するのは、派出収納

した場合に限られる。 
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付 表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備 考 

１．用紙の大きさは、各片とも日本産業規格Ａ列４とする。 

２．この付表は、各納税者の受入科目、納付の目的、年度、取扱庁名、領収者及び領収年月日

が同一である場合に限り、使用することができる。 

 
 
 

（受入科目） 納付の目的：    年度 （取扱庁名）    
輸入申告等の番号 納税者氏名又は名称 納税者住所 代理人 本 税 円 加算税 円 延滞税 円 合計額 円 

        
        
        
        
        
        
        
        
        
        
        
        
        
        
        
        
 上記の合計額を領収致しました。 

（領収日付等） 
（領収年月日及び領収者
名）又は（領収年月日及び
日本銀行取扱店名） 

 

 

 

 

国
庫
金 

国税     資金 
収納金 

整 理 領   収   控 

 
 
 

（受入科目） 納付の目的：    年度 （取扱庁名）    
輸入申告等の番号 納税者氏名又は名称 納税者住所 代理人 本 税 円 加算税 円 延滞税 円 合計額 円 

        
        
        
        
        
        
        
        
        
        
        
        
        
        
        
        
 上記の合計額を領収致しました。 

（領収日付等） 
（領収年月日及び領収者
名）又は（領収年月日及び
日本銀行取扱店名） 

 

 

 

 

国
庫
金 

国税     資金 
収納金 

整 理 領 収 済 通 知 書 

あて先   国税収納金整理資金に関する職名、 

      官職及び氏名並びに在勤官署名及び 

      その所在地 
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参考書式第６号(6) 電子情報処理組織を使用して処理する場合における国税等の徴収関係 

事務等の取扱いの特例に関する省令別紙第１号の４書式 
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参考書式第７号 （国税収納金整理資金事務取扱規則第２号書式） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（第１片） 

  
                      納入告知書・領収証書    

 右のとおり納付して下さい。 

 

     年   月   日 

                    国税収納命令官、国税収納命令官代理、分任国税収 

                    納命令官又は分任国税収納命令官代理官職氏名 

 

 

 

 

 

納 付 期 限 

 

 

納 付 場 所 

納付目的 
下記の金額を領収し
ました。 

（ 領収年月日及び

領収者名）  

（年       度） 

  （ 取 扱 庁 名 ） 

  （ 受 入 科 目 ） 

納付金額 
     百 十 万 千 百 十 円 

◎この納入告知書は、３枚１組の複写式となっていますから、３枚とも納付場所に提出して下さい。 

（番  号） 

 

 
           （ 住  所 ） 
 
 
 
 
（ 氏  名 ） 
 
 

                      殿 
 

 国税 
収納金 

整 理 
資金 

 

国  

庫  

金 

 

（第２片） 

  
                       領   収   控    

  

 

      

                     

                     

 

 

 

 

 

納 付 期 限 

 

 

納 付 場 所 

納付目的 
下記の金額を領収し
ました。 

（ 領収年月日及び

領収者名）  

（年       度） 

  （ 取 扱 庁 名 ） 

  （ 受 入 科 目 ） 

納付金額 
     百 十 万 千 百 十 円 

 

（番  号） 

 

 
           （ 住  所 ） 
 
 
 
 
（ 氏  名 ） 
 
 

                      殿 
 

 国税 
収納金 

整 理 
資金 

 

国  

庫  

金 

（第３片） 

  
                       領 収 済 通 知 書    

  

                あ て 先 

                    国税収納命令官、国税収納命令官代理、分任 

                    国税収納命令官又は分任国税収納命令官代理 

                    官職氏名並びに所属庁名及び所在地 

 

 

 

 

 

納 付 期 限 

 

 

納 付 場 所 

納付目的 
下記の金額を領収し
ました。 

（ 領収年月日及び

領収者名）  

（年       度） 

  （ 取 扱 庁 名 ） 

  （ 受 入 科 目 ） 

納付金額 
     百 十 万 千 百 十 円 

 

（番  号） 

 

 
           （ 住  所 ） 
 
 
 
 
（ 氏  名 ） 
 
 

                      殿 
 

 国税 
収納金 

整 理 
資金 

 

国  

庫  

金 
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参考書式第８号 （国税収納金整理資金事務取扱規則第１９号書式） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（第１片） 

  
             国税収納金整理資金現金払込書・領収証書    

  

 

          

 

 

 

 
下記の金額を領収し
ました。 

（ 領 収 年 月 日 及

び領収者名）  

  （ 年    度 ） 

  （ 取 扱 庁 名 ） 

払込金額 
     百 十 万 千 百 十 円 

 

（番  号） 

 

 
 
 
（国税収納官吏、国税収納官吏代理、分任国税収納官吏 
 又は分任国税収納官吏代理官職氏名） 
 
 

 

 国税 
収納金 

整 理 
資金 

 

国  

庫  

金 

（第２片） 

  
                       領   収   控    

  

 

          

 

 

 

 
下記の金額を領収し
ました。 

（ 領収年月日及び

領収者名）  

  （ 年    度 ） 

  （ 取 扱 庁 名 ） 

払込金額 
     百 十 万 千 百 十 円 

 

（番  号） 

 

 
 
 
（国税収納官吏、国税収納官吏代理、分任国税収納官吏 
 又は分任国税収納官吏代理官職氏名） 
 
 

 

 国税 
収納金 

整 理 
資金 

 

国  

庫  

金 

（第３片） 

  
                     領 収 済 通 知 書    

  

 

 

                  あて先 

                     国税収納命令官又は国税収納命令官代理 

                     官職氏名並びに所属庁名及び所在地 

 

 

 
下記の金額を領収し
ました。 

（ 領 収 年 月 日 及

び領収者名）  

  （ 年    度 ） 

  （ 取 扱 庁 名 ） 

払込金額 
     百 十 万 千 百 十 円 

 

（番  号） 

 

 
 
 
（国税収納官吏、国税収納官吏代理、分任国税収納官吏 
 又は分任国税収納官吏代理官職氏名） 
 
 

 

 国税 
収納金 

整 理 
資金 

 

国  

庫  

金 
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参考書式第９号(1) （歳入徴収官事務規程別紙第４号の１５書式） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 国民年金保険料にかかる納付書の場合、用紙の下辺は赤色（破線）で着色され、同保険料の延滞金にかかる納付書の場合は青色（破線）

で着色されている。 

※ 納付書の領収控には、住所氏名欄が表示されないことがある。 

   納付書・領収証書

納付目的　　国民年金保険料　（　　　　　　） 納付目的　　国民年金保険料　（　　　　　　）

納付書発行年月日　　　　　　　　年　　　月　　　日 納付書発行年月日　　　　　　　　年　　　月　　　日

基 礎 年 金 番 号 基 礎 年 金 番 号

円 ⑥

住所 住所

納  付  書  発  行  年  月  日 納　期　限

年　　　月　　　日

住所

あて先

氏名 氏名

納付場所　日本銀行本店、支店、代理店、歳入代理店

   又は日本年金機構の年金事務所 納付場所　日本銀行本店、支店、代理店、

　 歳入代理店又は日本年金機構の

注意　延滞金は、督促を受けた場合に限り督促状に記載されている    年金事務所

   ところによって納付してください。

（　　　） （　　　）

年金特別会計（　　　）

取扱庁名

上記の合計額を領収しました。 上記の合計額を領収しました。

納付期間　　　　　年　　　　月分～　　　　　年　　　　月分納付期間　　　　　年　　　　月分～　　　　　年　　　　月分

殿 殿

取扱庁名

領 収 控

年度 厚生労働省所管

保険料

延滞金

合計額

円

円

円

国 民 年 金 保 険 料

納　　付　　目　　的

～

翌年度5月1日以降現年度歳入組入

国民年金勘定

業 務 勘 定

年金特別会計（　　　）

年度 厚生労働省所管

年金特別会計（　　　）

（厚生労働省年金局送付分）

③ ④

厚生労働省所管年度

殿

取扱庁番号

領 収 済 通 知 書

年金特別会計年度    厚生労働省所管

年　　　月分

  並びに所属庁名及び所在地

制度

  歳入徴収官、歳入徴収官代理官職氏名

事務所

コード

①

取扱庁名

届  書

コード

国 民 年 金 国民年金 国民年金

（領 収 日 付 等）

（納付者渡し）（収納機関用）

（領 収 日 付 等）

国民年金勘定

業 務 勘 定

保険料 円

延滞金 円

合計額 円

上記のとおり納付してください。

           ⑤  

翌年度5月1日以降現年度歳入組入翌年度5月1日以降現年度歳入組入

年　　　月分

年　　　月　　　日

業　  務  　勘  　定

延  　　 滞　   　金 合　　　計　　　額
収　　納　　年　　月　　日

（領 収 日 付 等）

   収納

   区分

氏名

②

納    付    期    間

（　　　　　　　）

上記の合計額を領収しました。

（
こ
の
通
知
書
は
、

機
械
処
理
さ
れ

ま
す
の
で
、

汚
し

た
り
、
折
り
ま
げ
た
り
し
な
い
で
く
だ
さ
い
。
）

（
切
り
取
ら
な
い
で
く
だ
さ
い
。
）

こ
の
通
知
は
納
付
書
で
す
が
、
機
械
処
理
の
関
係
で
領
収
済
通
知
書
、

領
収
控
、
納
付
書
・
領
収
証
書
の
順
に
綴
っ
て
あ
り
ま
す
。
納
付
の
際

は
切
り
離
さ
ず
に
納
付
場
所
に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

（
切
り
取
ら
な
い
で
く
だ
さ
い
。
）

国 庫 金 国 庫 国 庫
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参考書式第９号(2) 労働保険の保険料の徴収等に関する法律に基づく労働保険料等の 

納付手続の特例に関する省令別紙第２号書式 
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参考書式第９号(3) （ＯＣＲ処理用納付書の制定について（平成元年徴官２－７７）） 

－ＯＣＲ処理用納付書（振替納税以外用）－ 
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参考書式第９号(4) （ＯＣＲ処理用納付書（振替納税用）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （参考）１．この書式は、申告所得税を納税者の預貯金口座から引落としたうえ、振替納付する場合に

使用される。 

    ２．「消費税及地方消費税」および「法人税」のＯＣＲ処理用の振替納税用納付書も、上記様

式に準じたものとなる。 
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参考書式第９号(5) （歳入徴収官事務規程別紙第４号の７の２書式） 
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参考書式第９号(6) （令和７年財計第１３３号） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

第
一
片 

第
二
片 

領 収 済 通 知 書 

こ
の
通
知
は
、
納
入
告
知
書
（
納
付
書
）
で
す
が
、
機
械 

処
理
の
関
係
で
領
収
済
通
知
書
、
領
収
控
、
納
入
告
知
書 

（
納
付
書
）
・
領
収
証
書
の
順
に
綴
っ
て
あ
り
ま
す
。
納
付
の
際

は

切

り

離

さ

ず

に

納

付

場

所

に

提

出

し

て

下

さ

い

。 

の

り

し

ろ 

(この通知書は、機械処理されますので、汚したり、折りまげたりしないでください。) 

あて先 
歳入徴収官 
所 属 庁 
所 在 地 
 
 
 
 

納 付 期 限 
   年   月   日限 

 
納入告知書(納付書) 

 
発行年月日 

   年   月   日 
 
納付場所 
 
 日本銀行本店・支店・代理店                殿 
 又は歳入代理店 

年度 領 収 年 月 日 区分 告知番号 01 02 03 04 05 06 

国 庫 金 ○ ○ ○ ○ 

翌年度５月１日以降現年度歳入組入 

     年度 

厚生労働省所管 (会計)        (番号) 

金   額 

(勘定) 

円 

上記の金額を領収しました。 納付目的 

 

○○○○○○ 
 

年金の過払に 
よる返納金 

（領 収 日 付 等） 

 

 

 

 

(厚生労働省年金局送付分) 

 
 
 
 
 
 
 
 

納 付 期 限 
   年   月   日限 

 
納入告知書(納付書) 

 
発行年月日 

   年   月   日 
 
納付場所 
 
 日本銀行本店・支店・代理店                殿 
 又は歳入代理店 

国 庫 金 ○ ○ ○ ○ 

翌年度５月１日以降現年度歳入組入 

     年度 

厚生労働省所管 (会計)        (番号) 

金   額 

(勘定) 

円 

上記の金額を領収しました。 納付目的 

 

○○○○○○ 
 

年金の過払に 
よる返納金 

（領 収 日 付 等） 

 

 

 

 

(収納機関用) 

区 
分 告知番号 

○告  領  収  控 
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※用紙の下辺は、赤色で着色されている。 

 

 

 

 
歳入徴収官 
 
 
 
 
 
 

納 付 期 限 
   年   月   日限 

 
納入告知書(納付書) 

 
発行年月日 

   年   月   日 
 
納付場所 
 
 日本銀行本店・支店・代理店                殿 
 又は歳入代理店 

国 庫 金 ○ ○ ○ ○ 

翌年度５月１日以降現年度歳入組入 

     年度 

厚生労働省所管 (会計)        (番号) 

金   額 

(勘定) 

円 

上記の金額を領収しました。 納付目的 

 

○○○○○○ 
 

年金の過払に 
よる返納金 

（領 収 日 付 等） 

 

 

 

 

(納付者渡し) 

納入告知書 納付書・領収証書 

区 
分 告知番号 

第
三
片 
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参考書式第10号(1) （歳入徴収官事務規程別紙第４号の１０書式） 
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２．手書きにより作成する場合 
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参考書式第10号(2) （歳入徴収官事務規程別紙第４号の３書式） 
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129 

 

 

参考書式第10号(3) （歳入徴収官事務規程別紙第４号の４書式） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

第
一
片 

第
二
片 
第
三
片 

 
 

 
 

 
 

納入告知書 納付書・領 収 証 書 

納付目的年月 
 
     年   月分 
 
納付期限 
 
     年   月   日 
 
右記のとおり納付してください。 

 
     年   月   日 

納付場所 日本銀行本店、支店、代理店、歳入代理店 

     又は日本年金機構○○年金事務所 

 

延滞金の 期限内に完納されなかったときは、延滞金の納付を要します。 

計算方法 （健康保険法第 181条、同法附則第 9条、厚生年金保険法第 87条、 
同法附則第 17条の 14、子ども・子育て支援法第 71条） 

弁済の充当の順序は、元本に充て、次いで延滞金に充てる。 

 

歳入徴収官 

事業所整理記号 事 業 所 番 号 

年度 年金特別会計  取扱庁番号 取扱庁名 

国 庫 金 厚 生 保 険 

証券受領 

全 
部 

一 
部 

うち証券受領 

 

            円 

納付目的 

 
健康保険料 

厚生年金保険料 

子ども・子育て拠出金 
     年度 

厚生労働省所管 

年 金 特 別 会 計 

上記の合計額を領収しました。 

（領 収 日 付 等） 

（納付者渡し） 

殿 

合  計  額 
千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円 

翌年度５月１日以降現年度歳入組入 

領 収 済 通 知 書 

納付目的年月 
 
     年   月分 
 
納付期限 
 
     年   月   日 
 
納入告知書（納付書）発行年月日 

 
     年   月   日 

納付場所 日本銀行本店、支店、代理店、歳入代理店 

     又は日本年金機構○○年金事務所 

 

あて先 

 歳入徴収官 

 

 

 

（所 在 地） 

 

担 当 課 翌年度５月１日以降現年度歳入組入 

こ

の

通

知

は

、

納

入

告

知

書(

納

付

書)

で

す

が

、 

機

械

処

理

の

関

係

で

領

収

済

通

知

書

、

領

収

控

、 

納
入
告
知
書(

納
付
書)

・
領
収
証
書
の
順
に
綴
っ
て 

あ

り

ま
す

。
納

付
の

際
は

切
り

離
さ

ず
に

納
付

場

所 

に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。 

(

こ
の
通
知
書
は
、
機
械
処
理
さ
れ
ま
す
の
で
、
汚
し
た
り
、
折
り
ま
げ
た
り
し
な
い
で
く
だ
さ
い
。)

 

事業所整理記号 事 業 所 番 号 

年度 年金特別会計  取扱庁番号 取扱庁名 

国 庫 金 厚 生 保 険 

証券受領 

全 
部 

一 
部 

うち証券受領 

 

            円 

合  計  額 
千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円 

納付目的 

 

健康保険料 
厚生年金保険料 

子ども・子育て拠出金 

    年度 

厚生労働省所管 
年 金 特 別 会 計 

上記の合計額を領収しました。 

（領 収 日 付 等） 

（厚生労働省年金局送付分） 

殿 

（住所） 

 

（氏名） 

厚生労働省所管 

厚生労働省所管 

厚生労働省所管 

円 円 円 

健 康 勘 定 業務勘定
勘 定 

 

厚生年金勘定 

健 康 保 険 料 厚生年金保険料 子ども・子育て拠出金 

届 書 
コード 

事務所 
コード 

収納 
区分 

出力 
指示 収 納 月 日 

制度 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 

 
 子ども・子育て拠出金 

円 円 円 

健 康 勘 定  厚生年金勘定 

健 康 保 険 料 厚生年金保険料  
業務勘定

勘 定 
 

子ども・子育て拠出金 

厚 生 保 険 

納付目的年月 
 
     年   月分 
 
納付期限 
 
     年   月   日 
 
納入告知書（納付書）発行年月日 
 
     年   月   日 

納付目的 

 
健康保険料 

厚生年金保険料 

子ども・子育て拠出金 
     年度 

厚生労働省所管 

年 金 特 別 会 計 

上記の合計額を領収しました。 

（領 収 日 付 等） 

（収納機関用） 

納付場所 日本銀行本店、支店、代理店、歳入代理店 

     又は日本年金機構○○年金事務所 

 

延滞金の 期限内に完納されなかったときは、延滞金の納付を要します。 

計算方法 （健康保険法第 181条、同法附則第 9条、厚生年金保険法第 87条、 

同法附則第 17条の 14、子ども・子育て支援法第 71条） 

弁済の充当の順序は、元本に充て、次いで延滞金に充てる。 

 殿 

事業所整理記号 事 業 所 番 号 

領  収  控 告 

翌年度５月１日以降現年度歳入組入 

年度 年金特別会計  取扱庁番号 取扱庁名 

国 庫 金 

証券受領 

全 
部 

一 
部 

うち証券受領 

 

            円 

合  計  額 
千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円 

円 円 円 

健 康 勘 定 業務勘定 厚生年金勘定 
健 康 保 険 料 厚生年金保険料  
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参考書式第 10号(4)  （歳入徴収官事務規程別紙第４号の４の２書式）  

 

 
領 収 済 通 知 書 

こ
の
通
知
は
、
納
入
告
知
書(

納
付
書)

で
す
が
、

 

機
械
処
理
の
関
係
で
領
収
済
通
知
書
、
領
収
控
、 

納
入
告
知
書(

納
付
書)

・
領
収
証
書
の
順
に
綴
っ
て 

あ
り
ま
す
。
納
付
の
際
は
切
り
離
さ
ず
に
納
付
場
所 

に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。 

(

こ
の
通
知
書
は
、
機
械
処
理
さ
れ
ま
す
の
で
、
汚
し
た
り
、
折
り
ま
げ
た
り
し
な
い
で
く
だ
さ
い
。)

 翌年度 5 月 1 日以降現年度歳入組入 担 当 課 

国 庫 金 厚 生 保 険 

納付目的年月 
 

   年   月分 
 
納付期限 
 

  年  月  日 
 
納入告知書（納付書）発行年月日 

 
  年  月  日 

納付場所 日本銀行本店、支店、代理店、歳入代理店 

     又は日本年金機構○○年金事務所 
 

あて先 

 歳入徴収官 
 

 

 
（所 在 地） 

 

納付目的 

 

徴収金 

１号加算金 

２号加算金 

    年度 

厚生労働省所管 

年 金 特 別 会 計 

上記の合計額を領収しました。 

（領 収 日 付 等） 

（厚生労働省年金局送付分） 

殿 

（住所） 

 

（氏名） 

うち証券受領 

 

            円 

事業所整理記号 事 業 所 番 号 

年度 年金特別会計 厚生労働省所管 取扱庁番号 取扱庁名 

証券受領 

全 
部 

一 
部 

合  計  額 
千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円 

届 書 
コード 

事務所 
コード 

制度 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 

円 円 円 

厚生年金勘定 厚生年金勘定 厚生年金勘定 
徴 収 金 １号加算金 ２号加算金 

収納 
区分 

出力 
指示 収 納 月 日 

第
一
片 

第
二
片 

領  収  控 告 

翌年度 5 月 1 日以降現年度歳入組入 

国 庫 金 厚 生 保 険 

納付目的年月 
 

   年   月分 
 
納付期限 
 

   年  月  日 
 
納入告知書（納付書）発行年月日 

 
   年  月  日 

納付目的 

 

徴収金 

１号加算金 

２号加算金 

    年度 

厚生労働省所管 

年 金 特 別 会 計 

上記の合計額を領収しました。 

（領 収 日 付 等） 

（収納機関用） 

納付場所 日本銀行本店、支店、代理店、歳入代理店 

     又は日本年金機構○○年金事務所 

 
加算金の 公的年金制度の健全性及び信頼性の確保のための厚生年金保険法 

計算方法 等の一部を改正する法律（平成２５年法律第６３号）附則第１６条、 

同法附則第１６条の２ 

 

殿 

うち証券受領 

 

            円 

合  計  額 

千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円 
証券受領 

全 
部 

一 
部 

事業所整理記号 事 業 所 番 号 

円 円 円 

厚生年金勘定 厚生年金勘定 厚生年金勘定 
徴 収 金 １号加算金 ２号加算金 

年度 年金特別会計 厚生労働省所管 取扱庁番号 取扱庁名 

第
三
片 

納入告知書 納付書・領 収 証 書 

翌年度 5 月 1 日以降現年度歳入組入 

国 庫 金 厚 生 保 険 

納付目的年月 
 

   年   月分 
 
納付期限 
 

   年  月  日 
 
右記のとおり納付してください。 
 

   年  月  日 

納付場所 日本銀行本店、支店、代理店、歳入代理店 

     又は日本年金機構○○年金事務所 

 
加算金の 公的年金制度の健全性及び信頼性の確保のための厚生年金保険法 

計算方法 等の一部を改正する法律（平成２５年法律第６３号）附則第１６条、 

同法附則第１６条の２ 

 

 

歳入徴収官 

 

 

事業所整理記号 事 業 所 番 号 
うち証券受領 

 

            円 

年度 年金特別会計 厚生労働省所管 取扱庁番号 取扱庁名 

円 円 円 

厚生年金勘定 厚生年金勘定 厚生年金勘定 
徴 収 金 １号加算金 ２号加算金 

全 
部 

一 
部 

証券受領 
合  計  額 

千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円 

納付目的 

 

徴収金 

１号加算金 

２号加算金 

    年度 

厚生労働省所管 

年 金 特 別 会 計 

上記の合計額を領収しました。 

（領 収 日 付 等） 

（納付者渡し） 

殿 
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参考書式第10号(5) （歳入徴収官事務規程別紙第４号の５書式） 

 
 
 
 
 
 

第
一
片 

第
二
片 
第
三
片 

 

 
 

 
 

 

年   月   日から 

年   月   日までの延滞金 

 

元本年月 

 
        年   月分 

 

 

納入告知書（納付書）発行年月日 

 

令和   年   月   日 

納付場所 日本銀行本店、支店、代理店、歳入代理店 

     又は日本年金機構○○年金事務所 

 

延滞金の 健康保険法第 181条、同法附則第 9条、 
計算方法 厚生年金保険法第 87条、同法附則第 17条の 14、 

子ども・子育て支援法第 71条 

領  収  控 告 
年度 年金特別会計  取扱庁番号 取扱庁名 

国 庫 金 厚 生 保 険 

円 円 円 

業  務  勘  定 業  務  勘  定 業  務  勘  定 

健康保険料に係る延滞金 厚生年金保険料に係る延滞金 

証券受領 

全 
部 

一 
部 

事業所整理記号 事 業 所 番 号 

うち証券受領 

 

            円 

納付目的 

健康保険料 

厚生年金保険料 

子ども・子育て拠出金 

に係る延滞金 

    年度 

厚生労働省所管 

年 金 特 別 会 計 

上記の合計額を領収しました。 

（領 収 日 付 等） 

（収納機関用） 

殿 

延  滞  金  合  計  額 
千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円 

翌年度５月１日以降現年度歳入組入 

厚生労働省所管 

厚生労働省所管 

 
 

 
 

 

厚生労働省所管 

納入告知書 納付書・領 収 証 書 国 庫 金 厚 生 保 険 

事業所整理記号 事 業 所 番 号 

うち証券受領 

 

            円 

年   月   日から 

年   月   日までの延滞金 

 

元本年月 

 
        年   月分 

 

右記の金額をただちに 

納付してください。 

 

令和   年   月   日 

年度 年金特別会計 取扱庁番号 取扱庁名 

証券受領 

全 
部 

一 
部 

翌年度５月１日以降現年度歳入組入 

納付場所 日本銀行本店、支店、代理店、歳入代理店 

又は日本年金機構○○年金事務所 

 

延滞金の 健康保険法第 181条、同法附則第 9条、 

計算方法 厚生年金保険法第 87条、同法附則第 17条の 14、 
子ども・子育て支援法第 71条 

 

 
歳入徴収官 

 

 

納付目的 

健康保険料 

厚生年金保険料 

子ども・子育て拠出金 

に係る延滞金 

    年度 

厚生労働省所管 

年 金 特 別 会 計 

上記の合計額を領収しました。 

（領 収 日 付 等） 

（納付者渡し） 

殿 

延  滞  金  合  計  額 
千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円 

円 円 円 

業  務  勘  定 

子ども・子育て拠出金に係る延滞金 

業  務  勘  定 

子ども・子育て拠出金に係る延滞金 

業  務  勘  定 

領 収 済 通 知 書 

健康保険料に係る延滞金 厚生年金保険料に係る延滞金 

国 庫 金 厚 生 保 険 

子ども・子育て拠出金に係る延滞金 

うち証券受領 

 

            円 

元本年月 

 

       年   月分 
 

 

納入告知書（納付書）発行年月日 

 

令和    年  月  日 

年度 年金特別会計 取扱庁番号 取扱庁名 

証券受領 

全 
部 

一 
部 

納付場所 日本銀行本店、支店、代理店、歳入代理店 

     又は日本年金機構○○年金事務所 

 

あて先 

 歳入徴収官 

 

 

 

（所 在 地） 

 

担 当 課 翌年度５月１日以降現年度歳入組入 

延  滞  金  合  計  額 
千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円 

こ
の
通
知
は
、
納
入
告
知
書(

納
付
書)

で
す
が
、

 

機
械
処
理
の
関
係
で
領
収
済
通
知
書
、
領
収
控
、

 

納
入
告
知
書(

納
付
書)

・
領
収
証
書
の
順
に
綴
っ
て 

あ
り
ま
す
。
納
付
の
際
は
切
り
離
さ
ず
に
納
付
場
所 

に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。 

(

こ
の
通
知
書
は
、
機
械
処
理
さ
れ
ま
す
の
で
、
汚
し
た
り
、
折
り
ま
げ
た
り
し
な
い
で
く
だ
さ
い
。)

 

年   月   日から 

年   月   日までの延滞金 

 事業所整理記号 事 業 所 番 号 

納付目的 

健康保険料 

厚生年金保険料 

子ども・子育て拠出金 

に係る延滞金 

    年度 

厚生労働省所管 

年 金 特 別 会 計 

上記の合計額を領収しました。 

（領 収 日 付 等） 

（厚生労働省年金局送付分） 

殿 

（住所） 

 

（氏名） 

円 円 円 

業  務  勘  定 業  務  勘  定 業  務  勘  定 
健康保険料に係る延滞金 厚生年金保険料に係る延滞金 

届 書 
コード 

事務所 
コード 

収納 
区分 

出力 
指示 収 納 月 日 

制度 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 



 

132 

 

 

参考書式第10号(6) （歳入徴収官事務規程別紙第４号の６書式） 

 
 

第
三
第
三
片 

第
一
片 

第
二
片 

領 収 済 通 知 書 

納付目的年月 
 
     年   月分 
 
納付期限 
 
     年   月   日 
 
納入告知書（納付書）発行年月日 

 
     年   月   日 

納付場所 日本銀行本店、支店、代理店、歳入代理店 

又は日本年金機構○○年金事務所 

 

あて先 

 歳入徴収官 

 

 

 

（所 在 地） 

厚生労働省所管 

厚生労働省所管 

厚生労働省所管 

(

こ
の
通
知
書
は
、
機
械
処
理
さ
れ
ま
す
の
で
、
汚
し
た
り
、
折
り
ま
げ
た
り
し
な
い
で
く
だ
さ
い
。)

 

こ
の
通
知
は
、
納
入
告
知
書(

納
付
書)

で
す
が
、

 

機
械
処
理
の
関
係
で
領
収
済
通
知
書
、
領
収
控
、

 

納
入
告
知
書(

納
付
書)

・
領
収
証
書
の
順
に
綴
っ
て 

あ
り
ま
す
。
納
付
の
際
は
切
り
離
さ
ず
に
納
付
場
所 

に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。 

納入告知書 納付書・領 収 証 書 

納付目的年月 
 
     年   月分 
 
納付期限 
 
     年   月   日 
 
右記のとおり納付してください。 
 
     年   月   日 

 

納付場所 日本銀行本店、支店、代理店、歳入代理店 

又は日本年金機構○○年金事務所 

 

延滞金の 期限内に完納されなかったときは、延滞金の納付を要します。 

計算方法 （船員保険法第 133条、同法附則第 10条） 

弁済の充当の順序は、元本に充て、次いで延滞金に充てる。 

 

 

歳入徴収官 

 

 

納付目的年月 
 
     年   月分 
 
納付期限 
 
     年   月   日 
 
納入告知書（納付書）発行年月日 

 
     年   月   日 

納付場所 日本銀行本店、支店、代理店、歳入代理店 

     又は日本年金機構○○年金事務所 

 

延滞金の 期限内に完納されなかったときは、延滞金の納付を要します。 
計算方法 （船員保険法第 133条、同法附則第 10条） 

弁済の充当の順序は、元本に充て、次いで延滞金に充てる。 

 

国 庫 金 船 員 保 険 

うち証券受領 

 

            円 

年度 年金特別会計 取扱庁番号 取扱庁名 

証券受領 

全 
部 

一 
部 

船舶所有者整理記号 告知番号 

納付目的 

 
船員保険料 

 

 

    年度 

厚生労働省所管 

年 金 特 別 会 計 

上記の金額を領収しました。 

（領 収 日 付 等） 

（厚生労働省年金局送付分） 

殿 

（住所） 

 

（氏名） 

船 員 保 険 料 
千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円 

健 康 勘 定 

担 当 課 翌年度５月１日以降現年度歳入組入 

国 庫 金 船 員 保 険 

うち証券受領 

 

            円 

年度 年金特別会計   取扱庁番号 取扱庁名 

証券受領 

全 
部 

一 
部 

船舶所有者整理記号 
 

告知番号 

 

納付目的 
 

船員保険料 

 
 

    年度 

厚生労働省所管 

年 金 特 別 会 計 

上記の金額を領収しました。 

（領 収 日 付 等） 

（納付者渡し） 

殿 

翌年度５月１日以降現年度歳入組入 

船 員 保 険 料 
千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円 

健 康 勘 定 

船 員 保 険 料 
千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円 

健 康 勘 定 

国 庫 金 船 員 保 険 

うち証券受領 

 

            円 

年度 年金特別会計  取扱庁番号 取扱庁名 

証券受領 

全 
部 

一 
部 

船舶所有者整理記号 
 

告知番号 

 

領  収  控 告 

納付目的 
 

船員保険料 

 
 

    年度 

厚生労働省所管 

年 金 特 別 会 計 

上記の金額を領収しました。 

（領 収 日 付 等） 

（収納機関用） 

殿 

翌年度５月１日以降現年度歳入組入 

届 書 
コード 

船保課所 
コード 

制度 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 

収納 
区分 

出力 
指示 

収 納 月 日 
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参考書式第10号(7) （歳入徴収官事務規程別紙第４号の７書式） 

 

 

 

 

第
一
片 

第
二
片 

第
三
片 

領 収 済 通 知 書 国 庫 金 船 員 保 険 

うち証券受領 

 

            円 

年度 年金特別会計 取扱庁番号 取扱庁名 

証券受領 

全 
部 

一 
部 

納付場所 日本銀行本店、支店、代理店、歳入代理店 

又は日本年金機構○○年金事務所 

 

あて先 

 歳入徴収官 

 

 

 

（所 在 地） 

 

 

(

こ
の
通
知
書
は
、
機
械
処
理
さ
れ
ま
す
の
で
、
汚
し
た
り
、
折
り
ま
げ
た
り
し
な
い
で
く
だ
さ
い
。)

 

担 当 課 翌年度５月１日以降現年度歳入組入 

こ
の
通
知
は
、
納
入
告
知
書(

納
付
書)

で
す
が
、

 

機
械
処
理
の
関
係
で
領
収
済
通
知
書
、
領
収
控
、

 

納
入
告
知
書(

納
付
書)

・
領
収
証
書
の
順
に
綴
っ
て 

あ
り
ま
す
。
納
付
の
際
は
切
り
離
さ
ず
に
納
付
場
所 

に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。 

届 書 
コード 

船保課所 
コード 制度 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 

収納 
区分 

出力 
指示 

収 納 月 日 納付目的 

 
船員保険料に 

係る延滞金 

    年度 

厚生労働省所管 

年 金 特 別 会 計 

上記の合計額を領収しました。 

（領 収 日 付 等） 

（厚生労働省年金局送付分） 

殿 

（住所） 

 

（氏名） 

納入告知書 納付書・領 収 証 書 国 庫 金 船 員 保 険 

うち証券受領 

 

            円 

年度 年金特別会計 取扱庁番号 取扱庁名 

証券受領 

全 
部 

一 
部 

納付場所 日本銀行本店、支店、代理店、歳入代理店 

     又は日本年金機構○○年金事務所 

 

延滞金の 船員保険法第 133条、同法附則第 10条 

計算方法  

 

 

歳入徴収官 

 

 

 

納付目的 

 
船員保険料に 

係る延滞金 

 

    年度 

厚生労働省所管 

年 金 特 別 会 計 

上記の合計額を領収しました。 

（領 収 日 付 等） 

（納付者渡し） 

殿 

翌年度５月１日以降現年度歳入組入 

船舶所有者整理記号 
 

告知番号 

 

年   月   日から 

年   月   日までの延滞金 

 

元本年月 

 

        年   月分 
 
納入告知書（納付書）発行年月日 

 

令和   年   月   日 

船 員 保 険 料 に 係 る 延 滞 金 
千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円 

業 務 勘 定 

船 員 保 険 料 に 係 る 延 滞 金 
千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円 

業 務 勘 定 

国 庫 金 船 員 保 険 

うち証券受領 

 

            円 

年度 年金特別会計  取扱庁番号 取扱庁名 

証券受領 

全 
部 

一 
部 

納付場所 日本銀行本店、支店、代理店、歳入代理店 

     又は日本年金機構○○年金事務所 

 

延滞金の 船員保険法第 133条、同法附則第 10条 

計算方法  

 

領  収  控 告 

納付目的 

 
船員保険料に 

係る延滞金 

 
 

 
    年度 

厚生労働省所管 

年 金 特 別 会 計 

上記の合計額を領収しました。 

（領 収 日 付 等） 

（収納機関用） 

殿 

翌年度５月１日以降現年度歳入組入 

船 員 保 険 料 に 係 る 延 滞 金 
千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円 

業 務 勘 定 

船舶所有者整理記号 
 

告知番号 

 

年   月   日から 

年   月   日までの延滞金 

 

元本年月 

 

       年   月分 

 
納入告知書（納付書）発行年月日 

 

令和   年   月   日 

厚生労働省所管 

厚生労働省所管 

厚生労働省所管 

船舶所有者整理記号 
 

告知番号 

 

年   月   日から 

年   月   日までの延滞金 

 

元本年月 
 

       年   月分 

 

 

納入告知書（納付書）発行年月日 

 

令和    年  月  日 
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参考書式第11号(1) （歳入徴収官事務規程別紙第４号の２書式） 
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参考書式第11号(2) （歳入徴収官事務規程別紙第４号の２の２書式） 
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参考書式第12号(1) （歳入徴収官事務規程別紙第４号の１３書式） 
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参考書式第12号(2) （歳入徴収官事務規程別紙第４号の１６書式） 
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参考書式第 12号(3) （歳入徴収官事務規程別紙第４号の１２書式） 
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１．「四法」欄は、表１に従ってコードを記載してください。

　　工業所有権に関する手続等の特例に関する法律（平成２年法律第30号）第14条第１項の規定に基づいて予納を行う場合は、「５」を記載してください。

２．「手続種別」欄は、表２に従ってコードを記載してください。

○表１　四法コード ○表２　手続種別コード

四 法 コ ー ド 手　 続 　名 コ ー ド

特 許 １ 出願関係の手続 ０ １ ０

実用 新案 ２ 審査請求又は実用新案技術評価の請求 ０ １ １

意 匠 ３ 承継の届出 ０ １ ２

商 標 ４ 期間の延長又は期日の変更の請求 ０ １ ３

共 通 ５ 書類、ひな形若しくは見本の閲覧、謄写の請求又は秘密意匠を示すべきことの請求 ０ ２ １

証明の請求 ０ ２ ２

工業所有権に関する手続等の特例に関する法律第２条第１項に規定する電子情報処理組織を使用して
行う閲覧の請求又はファイルに記録されている事項を記載した書類の交付の請求

０ ２ ３

特許原簿、実用新案原簿、意匠原簿又は商標原簿のうち磁気テープをもって調製した部分に記録されて
いる事項を記載した書類の交付の請求

０ ２ ４

書類の謄本又は抄本の交付の請求 ０ ２ ５

特許証又は登録証の再交付の請求 ０ ２ ６

特許協力条約に基づく国際出願等に関する法律又はこれに基づく命令関係の手続 ０ ３ ０

審判又は再審の請求 ０ ４ ０

異議の申立て ０ ４ １

判定の請求、裁定の請求、裁定の取消しの請求、審判若しくは再審への参加申請、異議の申立てにつ
いての審理への参加申請又は明細書若しくは図面の訂正の請求

０ ４ ２

特許料又は登録料の納付（設定登録、更新登録又は更新登録申請時に納付するもの） ０ ５ １

特許料、割増特許料、登録料又は割増登録料の納付（０５１以外のもの） ０ ５ ２

予納 ０ ６ ０

第

四

片

裏

面
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参考書式第 12号(4) （歳入徴収官事務規程別紙第４号の１４書式） 

 

 第
一
片 

領 収 済 通 知 書 
保険料は、毎月の１０日（その日が日曜日、 

休日又は第２土曜日に当たるときは、これら 
の日の翌日）までに納めてください。 

(

こ
の
通
知
書
は
、
機
械
処
理
さ
れ
ま
す
の
で
、
汚
し
た
り
、
折
り
ま
げ
た
り
し
な
い
で
く
だ
さ
い
。)

 

担 当 課 翌年度 5月 1日以降現年度歳入組入 

こ
の
通
知
は
、
納
付
書
で
す
が
、
機
械
処
理
の
関 

係
で
領
収
済
通
知
書
、
領
収
控
、
納
付
書
・
領
収 

証
書
の
順
に
綴
っ
て
あ
り
ま
す
。
納
付
の
際
は
切 

り

離

さ

ず
に

納

付

場

所

に

提

出

し

て

く
だ
さ

い
。 

 
国 庫 金 厚 生 保 険 

うち証券受領 

 

            円 

証券受領 

全 
部 

一 
部 

納付場所 日本銀行本店、支店、代理店、歳入代理店 

又は日本年金機構○○年金事務所 
 

あて先 

 歳入徴収官 
 

 

 

（所 在 地） 

納付目的年月 

 

（自）     年   月分 
 

（至）     年   月分 

○ ○ 保 険 料 
百 十 万 千 百 十 円 

○  〇  勘  定 

整理記号 生 年 月 日 
整理 
コード 

年度 年金特別会計 厚生労働省所管 取扱庁番号 取扱庁名 

収納 
区分 

出力 
指示 収 納 月 日 

届 書 
コード 

事務所 
コード 

制度 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 

納付目的 

 

○○保険料 

    年度 

厚生労働省所管 

年 金 特 別 会 計 

上記の金額を領収しました。 

（領 収 日 付 等） 

（厚生労働省年金局送付分） 

殿 

（住所） 

 

（氏名） 

第
二
片 

 領 収 控 

 

 翌年度 5月 1日以降現年度歳入組入 

 

国 庫 金 厚 生 保 険 

うち証券受領 

 

            円 

証券受領 

全 
部 

一 
部 

納付場所 日本銀行本店、支店、代理店、歳入代理店 

     又は日本年金機構○○年金事務所 

 

納付目的年月 

 

（自）     年   月分 
 
（至）     年   月分 

○ ○ 保 険 料 
百 十 万 千 百 十 円 

〇  〇  勘  定 

整理記号 

年度 年金特別会計 厚生労働省所管 取扱庁番号 取扱庁名 

納付目的 

 

○○保険料 

    年度 

厚生労働省所管 

年 金 特 別 会 計 

上記の金額を領収しました。 

（領 収 日 付 等） 

（収納機関用） 

殿 

第
三
片 

納付書・領収証書 

翌年度 5月 1日以降現年度歳入組入 

国 庫 金 厚 生 保 険 

うち証券受領 

 

            円 

証券受領 

全 
部 

一 
部 

納付場所 日本銀行本店、支店、代理店、歳入代理店 

     又は日本年金機構○○年金事務所 

納付目的年月 
 

（自）     年   月分 

 

（至）     年   月分 

○ ○ 保 険 料 

百 十 万 千 百 十 円 

○  ○  勘  定 

整理記号 

年度 年金特別会計 厚生労働省所管 取扱庁番号 取扱庁名 

納付目的 
 

○○保険料 

    年度 

厚生労働省所管 

年 金 特 別 会 計 

上記の金額を領収しました。 

（領 収 日 付 等） 

（納付者渡し） 

殿 

整理 
コード 

整理 
コード 
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参考書式第13号 電子情報処理組織を使用して処理する場合における国税等の徴収関係 

事務等の取扱いの特例に関する省令別紙第１号の２書式  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

左

記

の

と

お

り

納

付

し

て

下

さ

い

。

な

お

、

延

滞

税

は

所

定

の

方

法

に

よ

り

計

算

し

、

該

当

欄

に

記

入

の

上

、

納

付

し

て

下

さ

い

。

収納金

整　理
国税

あ

な

た

が

、

こ

の

処

分

に

つ

い

て

不

服

が

あ

る

と

き

は

、

こ

の

処

分

が

あ

っ

た

こ

と

を

知

つ

た

日

の

翌

日

か

ら

起

算

し

て

二

ヶ

月

以

内

に

税

関

長

に

対

し

て

異

議

申

立

て

を

す

る

こ

と

が

で

き

ま

す

。

国

庫

金

代理人

国

庫

金

（氏名又は名称）

 

こ

の

用

紙

は

機

械

処

理

し

ま

す

の

で

汚

し

た

り

、

折

つ

た

り

、

ピ

ン

で

止

め

た

り

し

な

い

で

下

さ

い

。

輸入申告等の番号

納 税 告 知 書 ・ 領 収 証 書資金

電算機

延滞税取扱庁名　（取扱庁名）

本　税

国税収納金整理資金に関する職名

　官　職　　氏　　　　名

納付場所

内

証券受領 円

加算税

取扱庁コード

円

納期限　　　年　　　月　　　日限
（領収日付等）

合計額 円

円

年　　月　　日

領 収 控

円

円

納付場所

円

円

円

　（領収年月日及び領収者名）

又は（領収年月日及び日本銀行

取扱店名）

証券受領

左記の合計額を領収しました。

納付の目的

納税者

（住所）

　　　　　　年度 税関符号

代理人

　　　　　　年度

読取用

受入科目

告知番号

受入科目

税関符号

領 収 済 通 知 書

　申告番号等

　代理人

加算税

収納金

整　理

輸入申告等の番号 取扱庁名　（取扱庁名）

国

庫

金

収納金

整　理
国税 資金

合計額

延滞税

国税 資金

年

度
（帳票コード）

輸入申告等の番号 本 税
受入科目コード

　 百       十

整理番号

（取扱庁名）

税関符号 取扱庁コード 取扱庁名

納付の目的

（あて先）

百       十       円

納付の目的取扱庁コード
本　税

受入

科目

　 億       千       百 　 十       万       千

納期限　　　年　　　月　　　日限

告知番号
 国税収納金整理資金に関する職名、官職及び

 氏名並びに在勤官署名及びその所在地

延 滞 税
証券受領

納付場所 納期限

告知番号

加 算 税

年　　月　　日限

加算税種別

（領収日付等）

左記の合計額を領収しました。
合 計 額

無

申告

過少

申告

（領収日付等）

 （領収年月日及び領収者

名）又は（領収年月日及び日

本銀行取扱店名）

内

証券受領 円

（記入例）

　納税者

　（住所）

　（氏名又は名称）
数字は記入例にならつて黒の

ボールペンで枠からはみださ

ないように右詰で記載してく

ださい。

　（領収年月日及び領収者名）

又は（領収年月日及び日本銀行

取扱店名）

納税者

（住所）

（氏名又は名称）

左記の合計額を領収しました。

告

￥ ０ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９

告

￥ ０ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９

告

￥ ０ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９

全部 一部

全
部

一
部
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参考書式第14号(1) 電子情報処理組織を使用して処理する場合における国税等の徴収関係 

事務等の取扱いの特例に関する省令別紙第１号書式（その１） 
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参考書式第14号(2) 電子情報処理組織を使用して処理する場合における国税等の徴収関係 

事務等の取扱いの特例に関する省令別紙第１号書式（その２） 
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参考書式第14号(3) 電子情報処理組織を使用して処理する場合における国税等の徴収関係 

事務等の取扱いの特例に関する省令別紙第１号書式（その３） 
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参考書式第14号(4) 電子情報処理組織を使用して処理する場合における国税等の徴収関係 

事務等の取扱いの特例に関する省令別紙第１号書式（その４） 
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参考書式第14号(5) 電子情報処理組織を使用して処理する場合における国税等の徴収関係 

事務等の取扱いの特例に関する省令別紙第１号書式（その５） 
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参考書式第14号(6) 電子情報処理組織を使用して処理する場合における国税等の徴収関係 

事務等の取扱いの特例に関する省令別紙第１号書式（その６） 
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参考書式第14号(7) 電子情報処理組織を使用して処理する場合における国税等の徴収関係 

事務等の取扱いの特例に関する省令別紙第１号書式（その７） 
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参考書式第14号(8) 電子情報処理組織を使用して処理する場合における国税等の徴収関係 

事務等の取扱いの特例に関する省令別紙第１号書式（その８） 
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参考書式第14号(9) 電子情報処理組織を使用して処理する場合における国税等の徴収関係 

事務等の取扱いの特例に関する省令別紙第１号書式（その９） 
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参考書式第14号(10) 電子情報処理組織を使用して処理する場合における国税等の徴収関係 

事務等の取扱いの特例に関する省令別紙第１号書式（その10） 
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参考書式第14号(11) 電子情報処理組織を使用して処理する場合における国税等の徴収関係 

事務等の取扱いの特例に関する省令別紙第１号書式（その11） 
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参考書式第14号(12) 電子情報処理組織を使用して処理する場合における国税等の徴収関係 

事務等の取扱いの特例に関する省令別紙第１号書式（その１２） 

 

 

 



 

158 

 

参考書式第 14号(13) 電子情報処理組織を使用して処理する場合における国税等の徴収関係 

事務等の取扱いの特例に関する省令別紙第１号の３書式 

 



目次（受入れできない主な書類） 

書類名称 
参考書式 

番 号 
使  用  区  分 ページ 

返納金納入告知書 

・返納金納付書 

15 官署支出官が歳出金の過払等を返納させるため、

納付者あてに発行するもの、または、官署支出官

が再製発行するもの（紛失した返納金納入告知書

の再製分）。 

159 

返納金納入告知書 16 支出官等が歳出金の過払等を返納させるため、納

付者あてに発行するもの。 

160 

返 納 金 納 付 書 17 支出官等が再製発行するもの（紛失した返納金納

入告知書の再製分）。 

161 

納 入 通 知 書 18 市町村がその収入金として納付させるため、納付

者あてに発行するもの。 

162 

（注）この表に記載の書類のほか、「受入れできる主な書類」に掲載のフォーマットの書類であ

っても、「要特定店納付」の表示があり、納付場所欄に自店名の記載がないものは、受入れ

できないため、注意する。 

 

参考書式目次 2-1 
 



 

159 

 

参考書式第15号 （債権管理事務取扱規則別紙第１号書式） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

160 

 

参考書式第16号 （債権管理事務取扱規則別紙第２号書式） 

 

  
 

右のとおり納付して下さい。 

 年  月  日   歳 入 徴 収 官 等 

           官職  氏 名  

納付目的 

 

 

下記の金額を領収しま

した。 

（領収年月日及び領収

者名） 

（年        度） 

納付期限 

 

納付場所 

（住  所） 

 

（氏  名） 

殿 

 
（会        計） 

（所        管） 返納金 

戻入店 
日本銀行     店 

返納を受ける支 

払事務担当職員 
（支出官又は出納官吏  官職  氏名） 

（部  局  等  名） （項） 

翌年度 月１日以降歳入組入 歳入取扱庁名（番 号） 返納金額        

 
◎この返納金納入告知書は、３枚１組となっていますから、３枚とも納付場所に提出して下さい。 

（番  号） 返納金納入告知書・領収証書 国 庫 金 

（第１片） 

百 百 十 十 万 千 円 

 
 
 納付目的 

 

 

下記の金額を領収しま

した。 

（領収年月日及び領収

者名） 

（年        度） 

納付期限 

 

納付場所 

（住  所） 

 

（氏  名） 

殿 

 
（会        計） 

（所        管） 
返納金 

戻入店 
日本銀行     店 

返納を受ける支 

払事務担当職員 
（支出官又は出納官吏  官職  氏名） 

（部  局  等  名） （項） 

翌年度 月１日以降歳入組入 歳入取扱庁名（番 号） 返納金額        

 

（番  号） 領      収      控 国 庫 金 

（第２片） 

百 百 十 十 万 千 円 

e 
返 

 
 
あて先 

    歳入徴収官等官職氏名並びに所属庁名及び 

所在地 

歳入徴収官、歳入徴収官代理、分任歳入徴 

収官又は分任歳入徴収官代理官職氏名並び 

に所属庁名及び所在地 

納付目的 

 

 

下記の金額を領収しま

した。 

（領収年月日及び領収

者名） 

（年        度） 

納付期限 

 

納付場所 

（住  所） 

 

（氏  名） 

殿 

 
（会        計） 

（所        管） 
返納金 

戻入店 
日本銀行     店 

返納を受ける支 

払事務担当職員 
（支出官又は出納官吏  官職  氏名） 

（部  局  等  名） （項） 

翌年度 月１日以降歳入組入 歳入取扱庁名（番 号） 返納金額        

 

（番  号） 領  収  済  通  知  書 国 庫 金 

（第３片） 

百 百 十 十 万 千 円 
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参考書式第17号 （債権管理事務取扱規則別紙第３号書式） 

 

 

 

 
 
 納付目的 

 

 

下記の金額を領収しま

した。 

（領収年月日及び領収

者名） 

（年        度） 

納付期限 

 

納付場所 

（住  所） 

 

（氏  名） 

殿 

 
（会        計） 

（所        管） 返納金 

戻入店 
日本銀行     店 

返納を受ける支 

払事務担当職員 
（支出官又は出納官吏  官職  氏名） 

（部  局  等  名） （項） 

翌年度 月１日以降歳入組入 歳入取扱庁名（番 号） 返納金額        

 

（番  号） 領      収      控 国 庫 金 

（第２片） 

百 百 十 十 万 千 円 

e 
返 

 
 
あて先 

    歳入徴収官等官職氏名並びに所属庁名及び 

所在地 

歳入徴収官、歳入徴収官代理、分任歳入徴 

収官又は分任歳入徴収官代理官職氏名並び 

に所属庁名及び所在地 

納付目的 

 

 

下記の金額を領収しま

した。 

（領収年月日及び領収

者名） 

（年        度） 

納付期限 

 

納付場所 

（住  所） 

 

（氏  名） 

殿 

 
（会        計） 

（所        管） 返納金 

戻入店 
日本銀行     店 

返納を受ける支 

払事務担当職員 
（支出官又は出納官吏  官職  氏名） 

（部  局  等  名） （項） 

翌年度 月１日以降歳入組入 歳入取扱庁名（番 号） 返納金額        

 

（番  号） 領  収  済  通  知  書 国 庫 金 

（第３片） 

百 百 十 十 万 千 円 

 
 

右のとおり納付して下さい。 

 年  月  日   歳 入 徴 収 官 等 

           官職  氏 名  

納付目的 

 

 

下記の金額を領収しま

した。 

（領収年月日及び領収

者名） 

（年        度） 

納付期限 

 

納付場所 

（住  所） 

 

（氏  名） 

殿 

 
（会        計） 

（所        管） 返納金 

戻入店 
日本銀行     店 

返納を受ける支 

払事務担当職員 
（支出官又は出納官吏  官職  氏名） 

（部  局  等  名） （項） 

翌年度 月１日以降歳入組入 歳入取扱庁名（番 号） 返納金額        

 
◎この返納金納付書は、３枚１組となっていますから、３枚とも納付場所に提出して下さい。 

（番  号） 返 納 金 納 付 書 ・ 領 収 証 書 国 庫 金 

（第１片） 

百 百 十 十 万 千 円 
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参考書式第18号 （農地対価等徴収規則別記第３号書式） 

 

 

 

 

 

何 年 度 食料安定供給特別会計 農林水産省所管 

（目の細分） 
（項） 

 

（目） 

 

何都道府県 納額通知書第何号 

元   本          

延 滞 金          

合 計 額          
  

 

 

（住所） 

 

（氏名） 

 

                    殿 

上記の合計額を領収 

しました。 

（領収日付印又は

領収年月日、領収

者名及び領収印） 

第 何 号 
納入通知書・領収証書 国 庫 金 

千 千 百 十 万 円 百 十 

（第１片） 

右のとおり納付して下さい。なお、納付期限までに

完納しないため督促状の交付を受けた方で、その督促

状に指定している期限までに完納しなかった方は､右

の延滞金の計算方法により延滞金額を計算してその額

及び合計額を該当欄に御記入のうえ、元本及び延滞金

の合計額を納付して下さい。 

  年  月  日 

          何市町村長 氏名    印 

（注意）延滞金を支払わなければならない場合において、領収した金額が 

元本及び支払われるべき延滞金の合計額に不足するときは､領収 

した金額を元本、延滞金（延滞金、原本）の順に充当します。 

納付目的 

納付期限 

納付場所 

延滞金の計算方法 

◎この納入通知書は、3枚 1組の複写式となっていますから､3枚とも納付場所に提出して下さい。 

 

 

何 年 度 食料安定供給特別会計 農林水産省所管 

（目の細分） 
（項） 

 

（目） 

 

何都道府県 納額通知書第何号 

元   本          

延 滞 金          

合 計 額          
  

 

 

（住所） 

 

（氏名） 

 

                    殿 

上記の合計額を領収 

しました。 

（領収日付印又は

領収年月日、領収

者名及び領収印） 

第 何 号 

千 千 百 十 万 円 百 十 

（第２片） 

納付目的 

納付期限 

納付場所 

延滞金の計算方法 

通 領 収 控 国 庫 金 

 

 

何 年 度 食料安定供給特別会計 農林水産省所管 

（項） 

 

（目） 

 

（目の細分） 

何都道府県 納額通知書第何号 

元   本          

延 滞 金          

合 計 額          
  

 

 

（住所） 

 

（氏名） 

 

                    殿 

上記の合計額を領収 

しました。 

（領収日付印又は

領収年月日、領収

者名及び領収印） 

第 何 号 

千 千 百 十 万 円 百 十 

（第３片） 

納付目的 

納付期限 

納付場所 

延滞金の計算方法 

領収済通知書 国 庫 金 

あて先 

（歳入徴収官、代理歳入徴収官又は分任歳入徴収官官職

氏名） 

（注）根拠省令は廃止されているが、経過措置によりこの書式または市町村独自の書式が使

用されることがある（この場合、指定された市町村に納付するよう納付者に説明する。）。 



様式目次 

 

付録Ⅲ 

様式（届出関係） 

目  次 

様式

番号 
名     称 届出の対象店舗 ページ 

１ 代理店店舗位置名称等変更届 歳入代理店  163 

２ 歳入復代理店店舗位置名称等変更届 歳入復代理店（金融機関）  165 

３ 歳入復代理店等店舗位置名称等変更届 歳入復代理店（銀行代理業者等） 

歳入復々代理店（銀行代理業者等） 

167 

４ 歳入代理店廃止届 歳入代理店  169 

５ 歳入復代理店廃止届 歳入復代理店（金融機関）  170 

６ 〃 歳入復代理店（銀行代理業者等） 171 

７ 歳入復々代理店廃止届 歳入復々代理店（銀行代理業者等） 172 

８ 削除   

９ 削除   

10 資金払込店変更届 歳入代理店  175 

11 〃 歳入復代理店（金融機関）  177 

12 〃 歳入復代理店（銀行代理業者等） 179 

13 〃 歳入復々代理店（銀行代理業者等） 181 

14 証票提出先変更届 歳入代理店  183 

15    〃 歳入復代理店（金融機関）  184 

16    〃 歳入復代理店（銀行代理業者等） 185 

17    〃 歳入復々代理店（銀行代理業者等） 186 

18 削除   

19 削除   

20 削除   

21 削除   

22 集計表集中作成事務について 払 込 店 191 

23    〃 払 込 店 194 
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様式第１号 

 

 

代理店店舗位置名称等変更届 

 

（日付） 

日本銀行 御中                      

 

 

 

（約定先および本部部署） （金融機関コード） 

 

 

  

代理店等の 

種類 
（該当事項に 

○を表示） 

一般代理店  歳入代理店 払込店 資金払込店 
日本銀行 

預金取扱店 

集計表集中 

作 成 店 

 国債代理店 国債元利金支払取扱店  支払取まとめ店 
電子収納 

受 入 店 

電子収納 

払 込 店 

一般代理店名 

  

 

現在の店舗 

名称および 

店番号 

（店舗名称） 

 
 

（店番号） 

変更後の店舗

名称、店番号

または位置 

（店舗名称） （店番号） 

（位置） 

変更年月日 
 

            年         月        日 

 

（備考） 

１．変更日の一か月前を目途に、日本銀行本店に提出する。 

２．「代理店等の種類」欄の該当事項の全部に○を表示。 

３．「（位置）」欄には、郵便番号を記載するほか、住所として都道府県から住居番号まで

記載する。 

４．資金払込店としての事務のみ行っている（代理店等の事務を行っていない）店舗の店舗

  



 

164 

 

位置に変更がある場合には、本届出の提出を要しない。 

５．店番号とは、金融機関が所属金融団体に登録した当該店舗の統一店番号をいう。 

６．歳入代理店の店舗種別の変更を伴う場合には、本届により店舗名称の変更として届出る。 

 



165～166 

 

様式第２号 

 

歳入復代理店店舗位置名称等変更届 
 

（日付） 

            

日本銀行 御中 

 
       

（復託に関する契約締結先および本部部署） （金融機関コード）    

 

 

 

歳入復代理店事務 

取 扱 金 融 機 関 名 

（現在の名称） （金融機関コード） （変更後の名称） 

現 在 の 店 舗 名 称 

お よ び 店 番 号 
（※払込店の場合は○を、かつ集計 

 表集中作成店の場合は◎を表示） 

（店舗名称） （店番号） （払込店※） 

変更後の店舗名称 

店番号または位置 

（店舗名称） （店番号）  

（位置） 

変 更 年 月 日 
 
        年      月      日 

（備考） 

１．変更日の一か月前を目途に、日本銀行本店に提出する。 

２．「（位置）」欄には、郵便番号を記載するほか、住所として都道府県から住居番号ま

で記載する。 

３．店番号とは、金融機関が所属金融団体に登録した当該店舗の統一店番号をいう。 

４．店舗種別の変更を伴う場合には、本届により店舗名称の変更として届出る。 

  



167～168 

 

様式第３号 

 

歳入復代理店等店舗位置名称等変更届 

 

（日付） 

            

日本銀行 御中 

 

 
（復託元金融機関および本部部署）  （金融機関コード）         

 

 

 

代理店の種類 
（該当事項に○を表示） 

  歳入復代理店   国債復代理店   歳入復々代理店 

銀行代理業者等名 

（現在の名称） 

 

         

（変更後の名称）     

現在の店舗名称 

および店番号 

（店舗名称） （店番号） 

変更後の店舗名

称、店番号または

位置 

（店舗名称） （店番号） 

（位置） 

変更年月日 
 

年      月      日 

 

（備考） 

１．変更日の一か月前を目途に、日本銀行本店に提出する。 

２．「代理店の種類」欄の該当事項の全部に○を表示。 

３．「（位置）」欄には、郵便番号を記載するほか、住所として都道府県から住居番号まで記

載する。 

４．店番号とは、金融機関が所属金融団体に登録した当該店舗の統一店番号をいう。 
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様式第４号 

 

歳入代理店廃止届 
（日付）  

            

日本銀行 御中 

（約定先および本部部署）   （金融機関コード） 

 

 

 

下記店舗は    年  月  日限りで貴行歳入代理店を廃止しますので、

お届けします。 

記 

歳入代理店契約締結日 廃止事由 
（該当する事由に○を付す。） 

年   月   日 

店舗の廃止      一般代理店の設置 

移動店舗への変更   無人店舗への変更 

店舗内店舗への変更  機能特化型店舗への変更 

取扱店名 店番号 

  

位置 

 

払込店名 
(歳入代理店の廃止に伴い払込店で

なくなる場合には冒頭に△を付す。

また、集計表の集中作成を取り止め

る場合には冒頭に▲を付す。) 

資金払込店名 証票提出先名 証票等承継店名 

    

以  上  

 

（日銀使用欄） 

 

 

 

 

  

システム適用日  
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（備考） 

１．廃止日の一か月前を目途に、日本銀行本店に提出する。 

２．「廃止事由」欄に掲げる事由以外の事由による廃止の場合には本届出書は使用しない。

既存の店舗内店舗について歳入代理店を廃止する場合には「店舗内店舗への変更」を選

択する。対象となる店舗がコンサルティング業務等の現金を取扱わない業務に特化する

ことに伴い歳入代理店を廃止する場合には「機能特化型店舗への変更」を選択する。 

３．「資金払込店名」欄に記載の店舗が出先拠点にかかる日本銀行との当座預金取引店舗

である場合には、店舗名の下部にかっこ書きで資金払込店と資金決済を行う日本銀行の

本支店名を記載する。 

４．届出の便宜に従って、文言等を変更して差支えない。 

５．店番号とは、金融機関が所属金融団体に登録した当該店舗の統一店番号をいう。 
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様式第５号 

 

歳入復代理店廃止届 

（日付）  

            

日本銀行 御中 

（復託に関する契約締結先および本部部署）（金融機関コード） 

 

 

 

 下記店舗は    年  月  日限りで貴行歳入復代理店を廃止しますの

で、お届けします。 

記 

日本銀行との間の復託に関する契約締結日 
廃止事由 

（該当する事由に○を付す。） 

年  月  日 

店舗の廃止        移動店舗への変更 

無人店舗への変更     店舗内店舗への変更 

機能特化型店舗への変更 

歳入復代理店事務 

取扱金融機関名 
金融機関コード 取扱店名 店番号 

    

位置 

 

払込店名 
(歳入復代理店の廃止に伴い払込店

でなくなる場合には冒頭に△を付

す。また、集計表の集中作成を取り

止める場合には冒頭に▲を付す。) 

資金払込店名 証票提出先名 証票等承継店名 

    

  以  上  

 

（日銀使用欄） 

  

  

システム適用日  
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（備考） 

１．廃止日の一か月前を目途に日本銀行本店に提出する。なお、「復託に関する契約」と

は日本銀行と復託に関する契約締結先との間に締結した歳入代理店事務の金融機関に対

する復託に関する契約をいう。 

２．「廃止事由」欄に掲げる事由以外の事由による廃止の場合には本届出書は使用しない。

既存の店舗内店舗について歳入復代理店を廃止する場合には「店舗内店舗への変更」を

選択する。対象となる店舗がコンサルティング業務等の現金を取扱わない業務に特化す

ることに伴い歳入復代理店を廃止する場合には「機能特化型店舗への変更」を選択する。 

３．「資金払込店名」欄に記載の店舗が出先拠点にかかる日本銀行との当座預金取引店舗

である場合には、店舗名の下部にかっこ書きで資金払込店と資金決済を行う日本銀行の

本支店名を記載する。 

４．届出の便宜に従って、文言等を変更して差支えない。 

５．店番号とは、金融機関が所属金融団体に登録した当該店舗の統一店番号をいう。 
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様式第６号 
 

歳入復代理店廃止届 

（日付） 

            

日本銀行 御中 

（復託元金融機関および本部部署） （金融機関コード） 

 

 

 

下記店舗は    年  月  日限りで貴行歳入復代理店を廃止しますの

で、お届けします。 

記 

日本銀行との間の復託に関する契約締結日 廃止事由 
（該当する事由に○を付す。） 

年  月  日 

店舗の廃止            移動店舗への変更 

無人店舗への変更       店舗内店舗への変更 

機能特化型店舗への変更  銀行代理業等の契約解除 

銀行代理業者等名 取扱店名 店番号 

   

位置 

 

払込店名 
(集計表の集中作成を取り止める場合に

は冒頭に▲を付す。) 

資金払込店名 証票提出先名 証票等承継店名 

    

以  上  

 

（日銀使用欄） 

 

 

 

 

 

  

システム適用日  
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（備考） 

１．廃止日の一か月前を目途に、日本銀行本店に提出する。なお、「復託に関する契約」と

は、日本銀行と復託元金融機関との間に締結した歳入代理店事務の銀行代理業者等に対

する復託に関する契約をいう。 

２．「廃止事由」欄に掲げる事由以外の事由による廃止の場合には本届書は使用しない。既

存の店舗内店舗について歳入復代理店を廃止する場合には「店舗内店舗への変更」を選

択する。対象となる店舗がコンサルティング業務等の現金を取扱わない業務に特化する

ことに伴い歳入復代理店を廃止する場合には「機能特化型店舗への変更」を選択する。 

３．「資金払込店名」欄に記載の店舗が出先拠点にかかる日本銀行との当座預金取引店舗で

ある場合には、店舗名の下部にかっこ書きで資金払込店と資金決済を行う日本銀行の本

支店名を記載する。 

４．届出の便宜に従って、文言等を変更して差支えない。 

５．店番号とは、金融機関が所属金融団体に登録した当該店舗の統一店番号をいう。 
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様式第７号 

 

歳入復々代理店廃止届 

（日付） 

                       

日本銀行 御中 
 

（復託および復々託に関する契約締結先および本部部署） （金融機関コード） 

 

 

 

下記店舗は    年  月  日限りで貴行歳入復々代理店を廃止します

ので、お届けします。 

記 

日本銀行との間の復託および 

復々託に関する契約締結日 
廃止事由 

（該当する事由に○を付す。） 

年  月  日 

店舗の廃止           移動店舗への変更 

無人店舗への変更      店舗内店舗への変更 

機能特化型店舗への変更 銀行代理業等の契約解除 

銀行代理業者等名 取扱店名 店番号 

   

位置 

 

払込店名 
(集計表の集中作成を取り止める場

合には冒頭に▲を付す。) 

資金払込店名 証票提出先名 証票等承継店名 

    

以  上  

 

（日銀使用欄） 

 

 

 

 

  

システム適用日  
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（備考） 

１．廃止日の一か月前を目途に、日本銀行本店に提出する。なお、「復託および復々託に

関する契約」とは日本銀行と復託および復々託に関する契約締結先との間に締結した歳

入代理店事務の復託および復々託に関する契約をいう。 

２．「廃止事由」欄に掲げる事由以外の事由による廃止の場合には本届書は使用しない。

既存の店舗内店舗について歳入復々代理店を廃止する場合には、「店舗内店舗への変更」

を選択する。対象となる店舗がコンサルティング業務等の現金を取扱わない業務に特化

することに伴い歳入復々代理店を廃止する場合には「機能特化型店舗への変更」を選択

する。 

３．「資金払込店名」欄に記載の店舗が出先拠点にかかる日本銀行との当座預金取引店舗

である場合には、店舗名の下部にかっこ書きで資金払込店と資金決済を行う日本銀行の

本支店名を記載する。 

４．届出の便宜に従って、文言等を変更して差支えない。 

５．店番号とは、金融機関が所属金融団体に登録した当該店舗の統一店番号をいう。 
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様式第８号 削除 

 



 

174 

 

様式第９号 削除  
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様式第 10号 

 

資金払込店変更届 
 

（日付）  

            

日本銀行 御中 

（約定先および本部部署）  （金融機関コード） 

 

 

 

貴行歳入代理店の資金払込店を下記のとおり変更しますので、お届けします。 

記 

払 込 店 名  
（店番号） 

新資金払込店名 
（新規に資金払込店となる 

場合には冒頭に○を付す） 

（歳入代理店事務取扱金融機関名） 

 

        店   

（店番号） 

旧資金払込店名 

（歳入代理店事務取扱金融機関名） 

 

      店   

（店番号） 

変 更 年 月 日       年     月    日決済分から 

変 更 事 由  

以  上  

（備考） 

１．「新資金払込店名」欄または「旧資金払込店名」欄に記載の店舗が出先拠点にかかる日

本銀行との当座預金取引店舗である場合には、店舗名の右部分にかっこ書きで資金払込店

と資金決済を行う日本銀行の本支店名を記載する。 

２．資金払込店変更日の一か月前を目途に日本銀行本店に提出する。 

３．対象となる払込店、新資金払込店または旧資金払込店が複数ある場合には、「払込店名」

欄に「別紙記載の当方の店舗」と記載し、または「新資金払込店名」欄もしくは「旧資金

払込店名」欄の「（歳入代理店事務取扱金融機関名）   店」の箇所に「別紙記載のと

おり」と記載し、別紙に対象となる払込店、新資金払込店または旧資金払込店の店名一覧

を添付する扱いでよい。 

４．届出の便宜に従って、文言等を変更して差支えない。 

５．店番号とは、金融機関が所属金融団体に登録した当該店舗の統一店番号をいう 
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様式第 11号 

 

資金払込店変更届 
（日付）  

            

日本銀行 御中 

（復託に関する契約締結先および本部部署） （金融機関コード） 

 

 

 

貴行歳入復代理店の資金払込店を下記のとおり変更しますので、お届けします。 

記 

歳入復代理店事務 

取扱金融機関名 
 

（金融機関コード） 

払 込 店 名  
（店番号） 

新資金払込店名 
（新規に資金払込店となる 

場合には冒頭に○を付す） 

（復託に関する契約締結先名） 

   
  店 

（金融機関コード） 

（店番号） 

旧資金払込店名 

（復託に関する契約締結先名） 

   
  店 

（金融機関コード） 

（店番号） 

変 更 年 月 日       年     月    日決済分から 

変 更 事 由  

 以  上  

（備考） 

１．「新資金払込店名」欄または「旧資金払込店名」欄に記載の店舗が出先拠点にかかる

日本銀行との当座預金取引店舗である場合には、店舗名の右部分にかっこ書きで資金払

込店と資金決済を行う日本銀行の本支店名を記載する。 

２．資金払込店変更日の一か月前を目途に、日本銀行本店に提出する。 

３．対象となる払込店、新資金払込店または旧資金払込店が複数ある場合には、「払込店

名」欄に「別紙記載の（歳入復代理店事務取扱金融機関名）の店舗」と記載し、または

「新資金払込店名」欄もしくは「旧資金払込店名」欄の「（復託に関する契約締結先名）  

店」の箇所に「別紙記載のとおり」と記載し、別紙に対象となる払込店、新資金払込店

または旧資金払込店の店名一覧を添付する扱いでよい。 
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４．届出の便宜に従って、文言等を変更して差支えない。 

５．店番号とは、金融機関が所属金融団体に登録した当該店舗の統一店番号をいう。 
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様式第 12号 

 

資金払込店変更届 

（日付） 

            

日本銀行 御中 

（復託元金融機関および本部部署） （金融機関コード） 

 

 

 

貴行歳入復代理店の資金払込店を下記のとおり変更しますので、お届けします。 

記 

払 込 店 名  
（店番号） 

新資金払込店名 
（新規に資金払込店となる 

場合には冒頭に○を付す） 

（復託元金融機関名）   

 

 

             店 

（金融機関コード） 

（店番号） 

旧資金払込店名 

（復託元金融機関名）    

 

 

             店 

（金融機関コード） 

（店番号） 

変 更 年 月 日       年     月    日決済分から 

変 更 事 由  

以  上  

（備考） 

１．「新資金払込店名」欄または「旧資金払込店名」欄に記載の店舗が出先拠点にかかる

日本銀行との当座預金取引店舗である場合には、店舗名の右部分にかっこ書きで資金払

込店と資金決済を行う日本銀行の本支店名を記載する。 

２．資金払込店変更日の一か月前を目途に、日本銀行本店に提出する。 

３．対象となる払込店、新資金払込店または旧資金払込店が複数ある場合には、「払込店

名」欄を「別紙記載の当方の店舗」とし、または「新資金払込店名」欄もしくは「旧資

金払込店名」欄の「（復託元金融機関名）  店」の箇所に「別紙記載のとおり」と記

載し、別紙に対象となる払込店、新資金払込店または旧資金払込店の店名一覧を添付す

る扱いでよい。 

４．届出の便宜に従って、文言等を変更して差支えない。 

５．店番号とは、金融機関が所属金融団体に登録した当該店舗の統一店番号をいう。 
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様式第 13号 

 

資金払込店変更届 

（日付） 

            

日本銀行 御中 

（復託および復々託に関する契約締結先および本部部署） （金融機関コード） 

 

 

 

貴行歳入復々代理店の資金払込店を下記のとおり変更しますので、お届けします。 

記 

払 込 店 名  
（店番号） 

新資金払込店名 
（新規に資金払込店となる 

場合には冒頭に○を付す） 

（復託および復々託に関する契約締結先名） 

 

 

     店 

（金融機関コード） 

（店番号） 

旧資金払込店名 

（復託および復々託に関する契約締結先名） 

 

 

     店   

（金融機関コード） 

（店番号） 

変 更 年 月 日       年     月    日決済分から 

変 更 事 由  

以  上  

（備考） 

１．「新資金払込店名」欄または「旧資金払込店名」欄に記載の店舗が出先拠点にかかる

日本銀行との当座預金取引店舗である場合には、店舗名の右部分にかっこ書きで資金払

込店と資金決済を行う日本銀行の本支店名を記載する。 

２．資金払込店変更日の一か月前を目途に、日本銀行本店に提出する。 

３．対象となる払込店、新資金払込店または旧資金払込店が複数ある場合には、「払込店

名」欄に「別紙記載の当方の店舗」と記載し、または「新資金払込店名」欄もしくは「旧

資金払込店名」欄の「（復託および復々託に関する契約締結先名）  店」の箇所に「別

紙記載のとおり」と記載し、別紙に対象となる払込店、新資金払込店または旧資金払込

店の店名一覧を添付する扱いでよい。 

４．届出の便宜に従って、文言等を変更して差支えない。 
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５．店番号とは、金融機関が所属金融団体に登録した当該店舗の統一店番号をいう。 
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様式第 14号 

 

証票提出先変更届 

（日付）  

            

日本銀行 御中 

（約定先および本部部署）  （金融機関コード） 

 

 

 

貴行歳入代理店の証票提出先を下記のとおり変更しますので、お届けします。 

記 

払 込 店 名 
 （店番号） 

新証票提出先名 日本銀行             店 

旧証票提出先名 日本銀行             店 

変 更 年 月 日           年      月     日受入分から 

変 更 事 由  

以  上  

（備考） 

１．新証票提出先は、歳入代理店の払込店の所在地によって次表のとおり選択する。 

歳入代理店の払込店の所在地 新証票提出先 

日本銀行前橋支店、横浜支店、新潟支店、甲府
支店、松本支店または那覇支店の業務区域内 

日本銀行本店または歳入代理店の払込店の
所在地を業務区域とする日本銀行支店 

日本銀行釧路支店または函館支店の業務区域内 
日本銀行札幌支店または歳入代理店の払込
店の所在地を業務区域とする日本銀行支店 

日本銀行青森支店、秋田支店または福島支店の
業務区域内 

日本銀行仙台支店または歳入代理店の払込
店の所在地を業務区域とする日本銀行支店 

日本銀行金沢支店または静岡支店の業務区域内 
日本銀行名古屋支店または歳入代理店の払
込店の所在地を業務区域とする日本銀行支
店 

日本銀行京都支店、神戸支店、高松支店、松山
支店または高知支店の業務区域内 

日本銀行大阪支店または歳入代理店の払込
店の所在地を業務区域とする日本銀行支店 
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日本銀行岡山支店、松江支店または下関支店の
業務区域内 

日本銀行広島支店または歳入代理店の払込
店の所在地を業務区域とする日本銀行支店 

日本銀行北九州支店、大分支店、長崎支店、熊
本支店または鹿児島支店の業務区域内 

日本銀行福岡支店または歳入代理店の払込
店の所在地を業務区域とする日本銀行支店 

２．証票提出先変更日の一か月前を目途に、日本銀行本店に提出する。 

３．届出の便宜に従って、文言等を変更して差支えない。 

４．店番号とは、金融機関が所属金融団体に登録した当該店舗の統一店番号をいう。 
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様式第 15号 

 

証票提出先変更届 

（日付）  

            

日本銀行 御中 

（復託に関する契約締結先および本部部署） （金融機関コード） 

 

 

 

貴行歳入復代理店の証票提出先を下記のとおり変更しますので、お届けします。 

記 

歳入復代理店事務 

取扱金融機関名 
 

（金融機関コード） 

 

払 込 店 名 
 （店番号） 

新証票提出先名 日本銀行           店 

旧証票提出先名 日本銀行           店 

変 更 年 月 日       年     月    日受入分から 

変 更 事 由  

  以  上  

（備考） 

１．新証票提出先は、歳入復代理店の払込店の所在地によって次表のとおり選択する。 

歳入復代理店の払込店の所在地 新証票提出先 

日本銀行前橋支店、横浜支店、新潟支店、甲府
支店、松本支店または那覇支店の業務区域内 

日本銀行本店または歳入復代理店の払込店の所
在地を業務区域とする日本銀行支店 

日本銀行釧路支店または函館支店の業務区域内 
日本銀行札幌支店または歳入復代理店の払込店
の所在地を業務区域とする日本銀行支店 

日本銀行青森支店、秋田支店または福島支店の
業務区域内 

日本銀行仙台支店または歳入復代理店の払込店
の所在地を業務区域とする日本銀行支店 

日本銀行金沢支店または静岡支店の業務区域内 
日本銀行名古屋支店または歳入復代理店の払込
店の所在地を業務区域とする日本銀行支店 

日本銀行京都支店、神戸支店、高松支店、松山
支店または高知支店の業務区域内 

日本銀行大阪支店または歳入復代理店の払込店
の所在地を業務区域とする日本銀行支店 

日本銀行岡山支店、松江支店または下関支店の
業務区域内 

日本銀行広島支店または歳入復代理店の払込店
の所在地を業務区域とする日本銀行支店 
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日本銀行北九州支店、大分支店、長崎支店、熊
本支店または鹿児島支店の業務区域内 

日本銀行福岡支店または歳入復代理店の払込店
の所在地を業務区域とする日本銀行支店 

２．証票提出先の変更日の一か月前を目途に、日本銀行本店に提出する。 

３．届出の便宜に従って、文言等を変更して差支えない。 

４．店番号とは、金融機関が所属金融団体に登録した当該店舗の統一店番号をいう。 
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様式第 16号 

 

証票提出先変更届 

（日付） 

                       

日本銀行 御中 

（復託元金融機関および本部部署） （金融機関コード） 

 

 

 

貴行歳入復代理店の証票提出先を下記のとおり変更しますので、お届けします。 

記 

払 込 店 名  （店番号） 

新証票提出先名 日本銀行         店 

旧証票提出先名 日本銀行         店 

変 更 年 月 日       年     月    日受入分から 

変 更 事 由  

以  上  

（備考） 

１．新証票提出先は、歳入復代理店の払込店の所在地によって次表のとおり選択する。 

歳入復代理店の払込店の所在地 新証票提出先 

日本銀行前橋支店、横浜支店、新潟支店、甲府支
店、松本支店または那覇支店の業務区域内 

日本銀行本店または歳入復代理店の払込店の
所在地を業務区域とする日本銀行支店 

日本銀行釧路支店または函館支店の業務区域内 
日本銀行札幌支店または歳入復代理店の払込
店の所在地を業務区域とする日本銀行支店 

日本銀行青森支店、秋田支店または福島支店の業
務区域内 

日本銀行仙台支店または歳入復代理店の払込
店の所在地を業務区域とする日本銀行支店 

日本銀行金沢支店または静岡支店の業務区域内 
日本銀行名古屋支店または歳入復代理店の払
込店の所在地を業務区域とする日本銀行支店 

日本銀行京都支店、神戸支店、高松支店、松山支
店または高知支店の業務区域内 

日本銀行大阪支店または歳入復代理店の払込
店の所在地を業務区域とする日本銀行支店 

日本銀行岡山支店、松江支店または下関支店の業
務区域内 

日本銀行広島支店または歳入復代理店の払込
店の所在地を業務区域とする日本銀行支店 

日本銀行北九州支店、大分支店、長崎支店、熊本
支店または鹿児島支店の業務区域内 

日本銀行福岡支店または歳入復代理店の払込
店の所在地を業務区域とする日本銀行支店 

２．証票提出先変更日の一か月前を目途に、日本銀行本店に提出する。 

３．届出の便宜に従って、文言等を変更して差支えない。 
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４．店番号とは、金融機関が所属金融団体に登録した当該店舗の統一店番号をいう。 
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様式第 17号 

 

証票提出先変更届 

（日付） 

                       

日本銀行 御中 

（復託および復々託に関する契約締結先および本部部署） （金融機関コード） 

 

 
  

貴行歳入復々代理店の証票提出先を下記のとおり変更しますので、お届けします。 

記 

払 込 店 名 
 （店番号） 

新証票提出先名 日本銀行           店 

旧証票提出先名 日本銀行           店 

変 更 年 月 日         年     月    日受入分から 

変 更 事 由  

以  上  

（備考） 

１．新証票提出先は、歳入復々代理店の払込店の所在地によって次表のとおり選択する。 

歳入復々代理店の払込店の所在地 新証票提出先 

日本銀行前橋支店、横浜支店、新潟支店、甲府支
店、松本支店または那覇支店の業務区域内 

日本銀行本店または歳入復々代理店の払込店
の所在地を業務区域とする日本銀行支店 

日本銀行釧路支店または函館支店の業務区域内 
日本銀行札幌支店または歳入復々代理店の払
込店の所在地を業務区域とする日本銀行支店 

日本銀行青森支店、秋田支店または福島支店の業
務区域内 

日本銀行仙台支店または歳入復々代理店の払
込店の所在地を業務区域とする日本銀行支店 

日本銀行金沢支店または静岡支店の業務区域内 
日本銀行名古屋支店または歳入復々代理店の
払込店の所在地を業務区域とする日本銀行支
店 

日本銀行京都支店、神戸支店、高松支店、松山支
店または高知支店の業務区域内 

日本銀行大阪支店または歳入復々代理店の払
込店の所在地を業務区域とする日本銀行支店 

日本銀行岡山支店、松江支店または下関支店の業
務区域内 

日本銀行広島支店または歳入復々代理店の払
込店の所在地を業務区域とする日本銀行支店 

日本銀行北九州支店、大分支店、長崎支店、熊本
支店または鹿児島支店の業務区域内 

日本銀行福岡支店または歳入復々代理店の払
込店の所在地を業務区域とする日本銀行支店 

２．証票提出先変更日の一か月前を目途に、日本銀行本店に提出する。 
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３．届出の便宜に従って、文言等を変更して差支えない。 

４．店番号とは、金融機関が所属金融団体に登録した当該店舗の統一店番号をいう。 
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様式第 18号から第 21号 削除 
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様式第 22号 

 

１．集計表の集中作成を開始する場合 

 

 

集計表集中作成事務届 

 

 

（日付）  

            

日本銀行 御中 

 

（約定先および本部部署）  （金融機関コード） 

 

 

 

 

今般、当方    店において、  年  月  日受入分から集計表作成事

務の集中処理を実施しますので、お届けします。 

 

 

以 上 

 

 

（備考）あらかじめ、日本銀行本店に１通提出する。
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２．集計表の集中作成を取り止める場合 

 

 

集計表集中作成事務届 

 

 

（日付）  

            

日本銀行 御中 

 

（約定先および本部部署）  （金融機関コード） 

 

 

 

 

現在、当方   店において、集計表作成事務を集中処理しておりますが、

当該事務を廃止しますので、下記のとおりお届けします。 

 

 

記 

 

 

（廃止日） 年 月 日受入分から 

（事 由） 

 

以 上 

 

（備考） 

１．あらかじめ、日本銀行本店に１通提出する。 

２．「（事 由）」欄には、例えば、「○○支店（傘下××か店）の払込店を、○○支

店から△△支店に変更するため。」などと記載する。 
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様式第 23号 

 

１．集計表の集中作成を開始する場合 

 

 

集計表集中作成事務届 

 

 

（日付）  

            

日本銀行 御中 

 

（復託に関する契約締結先および本部部署） （金融機関コード） 

 

 

 

 

今般、（歳入復代理店事務取扱金融機関名）    店において、  年  月  

日受入分から集計表作成事務の集中処理を実施しますので、お届けします。 

 

 

以 上 

 

 

（備考）あらかじめ、日本銀行本店に１通提出する。
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２．集計表の集中作成を取り止める場合 

 

 

集計表集中作成事務届 

 

 

（日付）  

            

日本銀行 御中 

 

（復託に関する契約締結先および本部部署） （金融機関コード） 

 

 

 

 

現在、（歳入復代理店事務取扱金融機関名）   店において、集計表作成事

務を集中処理しておりますが、当該事務を廃止しますので、下記のとおりお届

けします。 

 

 

記 

 

 

（廃止日） 年 月 日受入分から 

（事 由） 

 

以 上 

 

（備考） 

１．あらかじめ、日本銀行本店に１通提出する。 

２．「（事 由）」欄には、例えば、「（歳入復代理店事務取扱金融機関名）○○支店（傘

下××か店）の払込店を、（歳入復代理店事務取扱金融機関名）○○支店から△△支店

に変更するため。」などと記載する。 

  



別表目次 

 

付録Ⅳ 

別     表 

目  次 

 種    類 ページ 

別表１ 削除 197 

別表２ 払込店の所在地と日本銀行（証票提出先）との対応関係 198 

別表３ 払込店の所在地と日本銀行（ＯＣＲ処理店）との対応関係 199 

別表４ 受入可能な小切手か否かを判断するためのフローチャート 200 

別表５ 口座振替収納分の領収控および振替結果記録媒体の整理・保管方

法の主な例 

202 

別表６ ４、５月中を受入日とする歳入金等の書類の年度別区分 203 

別表６の２ 一般代理店が取扱った歳入金等のうち歳入代理店において受入れ

ることができない証票を払込店で取りまとめる場合の留意事項 

203-2 

別表７ 日本銀行（証票提出先）へ送付する際の書類の整理方法 204 

 

 

 

 



197 

 

別表１ 削除 

 



別表２ 払込店の所在地と日本銀行（証票提出先）との対応関係 

 

 

  

払込店の所在地 証票提出先 

日本銀行本店、札幌支店、仙台支店、名古屋支店、大

阪支店、広島支店または福岡支店の業務区域内 
払込店の所在地を業務区域とす

る日本銀行の本支店 

日本銀行前橋支店、横浜支店、新潟支店、甲府支店、

松本支店または那覇支店の業務区域内 

日本銀行本店または払込店の所

在地を業務区域とする日本銀行

支店 

日本銀行釧路支店または函館支店の業務区域内 

日本銀行札幌支店または払込店

の所在地を業務区域とする日本

銀行支店 

日本銀行青森支店、秋田支店または福島支店の業務区

域内 

日本銀行仙台支店または払込店

の所在地を業務区域とする日本

銀行支店 

日本銀行金沢支店または静岡支店の業務区域内 

日本銀行名古屋支店または払込

店の所在地を業務区域とする日

本銀行支店 

日本銀行京都支店、神戸支店、高松支店、松山支店ま

たは高知支店の業務区域内 

日本銀行大阪支店または払込店

の所在地を業務区域とする日本

銀行支店 

日本銀行岡山支店、松江支店または下関支店の業務区

域内 

日本銀行広島支店または払込店

の所在地を業務区域とする日本

銀行支店 

日本銀行北九州支店、大分支店、長崎支店、熊本支店

または鹿児島支店の業務区域内 

日本銀行福岡支店または払込店

の所在地を業務区域とする日本

銀行支店 

198 

 



別表３ 払込店の所在地と日本銀行（ＯＣＲ処理店）との対応関係 

 
払込店の所在地 ＯＣＲ処理店 

東京都、埼玉県、千葉県、茨城県、栃木県、群馬県、 

神奈川県、新潟県、山梨県、長野県、沖縄県 日 本 銀 行 本 店 

北海道 日本銀行札幌支店 

宮城県、岩手県、山形県、青森県、秋田県、福島県 日本銀行仙台支店 

愛知県、三重県、岐阜県、石川県、福井県、富山県、 

静岡県 日本銀行名古屋支店 

大阪府、奈良県、和歌山県、京都府、滋賀県、兵庫県、 

香川県、徳島県、愛媛県、高知県 
日本銀行大阪支店 

広島県、岡山県、島根県、鳥取県、山口県 日本銀行広島支店 

福岡県、佐賀県、大分県、長崎県、熊本県、鹿児島県、 

宮崎県 
日本銀行福岡支店 

 

199 
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別表４ 受入可能な小切手か否かを判断するためのフローチャート 

１．通常分（注１） 

 

  

受   入   可 

持参人払式または記名式持参人払のものか 

（注１）支払が不確実と認められるような小切手（①呈示期間が満了に近いもの、②手形交換所に

参加している金融機関以外にあてたものであって、支払場所が自店の所在地にないもの、な

ど）については、受入れを断ることができる。 

（注２）小切手の金額（２枚以上の場合は合計金額）が 300万円未満の場合に限り、歳入金等と地

方税等とを同時に受入れてもよい。 

 

手形交換所に参加している金融機関にあて

たものか 

 

小切手の金額（２枚以上の場合は合計金額）

が領収金額を超えていないか 

小切手の金額（２枚以上の場合は合計金額）

が 300万円未満か 

はい 

はい 

超えていない 

次のいずれかに該当するか 

① 金融機関が振出した自己あての小切手の場合 

② 収入官吏、国税収納官吏、市町村または日本年

金機構が納付する場合で、個々の小切手の金額

が 300万円未満のとき 

③ 収入官吏、国税収納官吏、市町村または日本年

金機構が納付する場合で、小切手の裏面に「無

保証承認」の記載があるとき 

④ 発行官庁が支払保証を要しない旨を記載した

納入告知書等で、納付者が納付する場合 

小切手の金額（２枚以上

の場合は合計金額）が

300 万円未満で歳入金

等と地方税を同時に受

入れる場合（小切手の金

額（同）が歳入金等と地

方税の合計金額を超え

ていない場合に限る）か
（注２） 

 

受 
 
 
 

入 
 
 
 

不 
 
 
 

可 

いいえ 

いいえ 

超えている いいえ 

いいえ 

はい 

はい 

いいえ 

はい 
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２．取扱いのまれなもの 

 

 

次の①または②に該当するものか 

① 国または公庫が振出した日本銀行の本支店

または一般代理店あての小切手 

② 地方公共団体が振出した指定金融機関（指

定代理金融機関を含む。）あての小切手 

持参人払式または記名式持参人払のものか 

振出日から１年を経過していないか 

小切手の金額が領収金額を超えていないか 

受   入   可 

受 
 
 
 

入 
 
 
 

不 
 
 
 

可 

はい 

はい 

はい 

はい 

いいえ 

いいえ 

いいえ 

いいえ 
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別表５ 口座振替収納分の領収控および振替結果記録媒体の整理・保管方法の主な例 

区    分 整理・保管方法の主な例（  は領収印） 

領
収
控 

伝
票
に
代
用
し
な
い
場
合 

合計表を作成する場合 （領収控に領収印を押す場合） 

 

 

（領収控への領収印押なつを省略する場合） 

歳入金等受入報告表の写等

を合計表に代用する場合 

（領収控に領収印を押す場合） 

 

（領収控への領収印押なつを省略する場合） 

伝
票
に
代
用
す
る
場
合 

書留簿を作成する場合  

 

歳入金等受入報告表の写等

を書留簿に代用する場合 

 

 

振
替
結
果
記
録
媒
体 

合計表を作成する場合  

 

歳入金等受入報告表の写を合計表

に代用する場合 

 

 

 

 

 

 
合計表 

○件 ○○○円 

 

領収控 

 領収控 

 口座振替用納付書送付書

（または同写） 

 

領収控 

 領収控 

 歳入金等受入報告表（写） 

 

 

領収控 

 領収控 

 口座振替用納付書送付書

（または同写） 

 

書留簿 

受入日 会計 取扱庁  枚数  金額 

                   

                   

                   

口座振替用納付書送付書

（または同写） 

 

歳入金等受入報告表（写） 

領収印を押すなどの方法で、領収日付を明

らかにする。 

領収印を押した歳入金等受入報告表の写を集計

紙に代用する場合には、改めて当該写に領収印

を押す必要はない。 

合計表 

○件 ○○○円 

 

振替結果 

記録媒体 

 

歳入金等受入報告表（写） 振替結果 

記録媒体 

 

適宜の集計紙（歳入金等受入報

告表の写等の代用可）を添付す

る場合（注１）において、当該集計

紙が合計表を兼ねるケース。 

領収控 

 領収控 

 合計表 

○件 ○○○円 

 

領収控 

 領収控 

 歳入金等受入報告表（写） 

 

領収控（伝票代用分）は、自行庫等の定

める期間、方法により整理、保管する。

なお、領収日付が明らかである場合は、

領収印の押なつは不要（注２）。 

領収控 

 領収控 

 

領収控 

 領収控 

 

（注１）Ⅱ．２．（２）イ．（ロ）の（注）３．参照。 

（注２）Ⅱ．２．（２）イ．（ロ）の（注）２．参照。 
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（注１）（ ）内は、２枚目（第２片）に記載されている名称。 

（注２）会計等番号（6032、6077、6197は、主管を表す番号）。 

歳入代理店等・派出先で受入れる歳入金等の種類 ４月中受入分の取扱い ５月中受入分の取扱い 備 考 

国 税 1016（注２） 国税収納金整理資金 【年度区分不要】 

・ すべて新年度として整理（集計表の「年度」欄は記入不要＜空欄のまま＞） 

１．４月中受入分と５月
中受入分とで取扱方
法が異なるので、注意
すること。 

２．年度別の区分整理に
ついて官庁から連絡
（特別の要請や事務
ミス）を受けた場合に
は、直ちに所属の OCR
処理店に連絡（電話）
して、指示を受けるこ
と。 

３．年度をゴム印で表示
する場合には、集計表
の下辺に印刷してあ
る記入文字列の字体
とするほか、必ず集計
表の３片すべてに押
すこと。 

４．機械作成した集計表
で、「年度」欄の記載
を補正する必要が生
じた場合には、必ず作
成替えを行うこと（補
記 ・ 訂 正 は 行 わ な
い。）。 

歳 
 
 

 

入 
 
 
 

金 

一 

般 

会 

計 

6032（注２） 
裁判所主管のうち、 
訴え提起等手数料 
表示分 

6077（注２） 
法務省主管のうち、

○検  表示分 

6197（注２） 
内閣府主管のうち、

○交  表示分（いわゆる
「交通反則金」） 

上記以外の一般会計、特別会計 

【年度区分が必要】 

・ 書類の種類にかかわらず、すべて年度
区分整理が必要。 

【年度区分の仕方】 

① 旧（前）年度とするもの 
  書類の記載年度が旧年度のもの 

② 新年度とするもの 
  上記①以外のもの（年度の記載がない

ものを含む。）。 

【集計表の年度欄への記入方法】 

① 旧（前）年度分についてのみ記入（３
片すべてに記入）。 

② 新年度分は記入不要。 

【年度区分が必要】 

・ 書類の名称が次の①～③で記載の年
度が前年度のものについてのみ、旧
（前）年度として整理し、それ以外の
ものはすべて新年度として整理。 

① 現金払込書（領収控 ○現）（注１） 

② 送付書（領収控 ○送）（注１） 

③ 領収確認書（税務署または国税局
派出分） 

【集計表の年度欄への記入方法】 

① 旧（前）年度分についてのみ記入（３
片すべてに記入）。 

② 新年度分は記入不要。 

別表６ ４、５月中を受入日とする歳入金等の書類の年度別区分 
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歳入金等の種類 留意事項 

財政投融資特別会計の財務省理財

局分 

・ 領収済通知書は、あて先官庁（財務省理財局）ではなく、当該歳入金を受入れた一般代理店の統轄店に送付する（統轄店と

証票提出先が同一の場合、別表７の書類とは別に送付する。ただし、小袋等で分別したうえで、送付する外袋等に財政投融資

特別会計の財務省理財局分の領収済通知書を同封している旨を明らかにしたとき＜「財務省理財局分の領収済通知書在中」等

＞は一緒に送付することで差し支えない。）。 

その他歳入代理店で受入れること

ができない歳入金等 

・ 「領収控」の代わりに国税収納金整理資金払込書が、「領収済通知書」の代わりに隔地払等期限経過報告書が添付された国税

収納金整理資金組入済通知書が送付されることがある（支払期限を経過した送金資金を国税収納金整理資金に組入れる場合）。

隔地払等期限経過報告書が添付された国税収納金整理資金組入済通知書については、そのまま官庁に送付する。 

・ 「領収控」に取消請求書（国庫金送金又は振込取消請求書）と領収証書が添付されることがある（官庁等から送金の取消請求

を受け、返れいを受けた送金資金を国税収納金整理資金に組入れる場合）。取消請求書と領収証書が添付された領収控について

は、そのまま日本銀行（証票提出先）に送付する。 

・ 領収控について、返納金または○返の表示があるもの、「返納金戻入店」または「返納を受ける支払事務担当職員（または支

出官）」の記載があるもの、および金額欄に「返納金額」と記載があるものが送付されることがある（返納金としての受入期限

が過ぎたことにより歳入金として取扱う場合）。 

・ 集計表を作成する際、領収控に返納金または○返の表示がある場合には、一般代理店が記入した年度および会計（一般会計の

場合は、「○省主管」と記入されている）ならびに受入書類の下部に記載されている歳入金取扱庁ごとに取りまとめる。 

（例） 

 
 

    領 収 控 区 分 年度 （債主コード） （整理番号） 

 

 

 

 

 

 

   納付期限 

０３年０２月０３日 

   納付場所 

日本銀行本店、支店 

又は代理店 

 

 

収納機関番号 納付番号                    確認番号 

                       

１１５３ ２０  ０００３６５３６０  

（会計名及び同番号） 

 一 般 会 計     ００１４ 

（所管及び同番号） 

 厚生労働省     ６１１８ 

（部局等及び同番号） 

 厚生労働本省     ０１０ 

（項及び同番号） 

 感染症対策費     ０５５ 

返 納 金 額 
百十万千百十円 

官署支出官 

所 属 官 署 

（官署名及び同番号） 

厚生労働省大臣官房 

返納を受ける 

支 出 官 

センター支出官 

 財務省会計センター 

  会 計 管 理 部 長 

上記の金額を領収 

しました。 

領 収 

年月日 

返納金戻入店 日 本 銀 行 本 店  

納 付 目 的 

過払分返納 

翌年度 ０５月０１日以降歳入組入 

（歳入取扱庁名（番号））厚生労働省大臣官房（00059010） 

 

１００００ 

 
１２０１０１００ 

 

００１００ １２３４－５６７８－９０１２－３４５６  １２３４５６ 

 

（住所） 

  東京都○○区○○町 

（氏名） 

   乙 山 次 郎 

 

 

                        殿 

国 庫 金 

 
２－０００５０７２１ 

 

返 納 金 

 

○年度歳入○会計 

別表６の２ 一般代理店が取扱った歳入金等のうち歳入代理店において受入れることができない証票を払込店で取りまとめる場合の留意事項 
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別表７ 日本銀行（証票提出先）へ送付する際の書類の整理方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （注１）集計表（第３片）に添付する書類について、領収控と歳入金等受入報告表が

混在する場合には、歳入金等受入報告表を最上部とする。 

  （注２）「集計表（第３片）を添付した領収控等」については、４、５月中を受入日と

するものがある場合には、さらに新旧年度別に取りまとめる。 

 

歳入金等受入日計表 

歳入金等受入合計表、歳入金等受入小計表

を添付した日銀ＯＣＲ分領収済通知書 

歳入金等受入合計表 

（アンダーカラ―青） 

歳入金等受入小計表 

日銀ＯＣＲ分領収済通知書 

歳入金等受入合計表を添付した集計表（第１片） 

集計表（第３片）を添付した領収控等（注１）（注２） 

窓口収納分（日銀ＯＣＲ分） 

その他 

歳入金等受入小計表 

日銀ＯＣＲ分領収済通知書 

集計表（第１片） 

歳入金等受入合計表 

（アンダーカラ―赤） 

集計表（第３片） 

領収控等 



付録Ⅴ 

フ ロ ー 図 

目  次 

 種    類 事務主体 
本 文 の 

該当箇所 
ページ 

１ 国庫金受入事務の全体像 歳入代理店等 

払 込 店 

資金払込店 

Ⅱ．～Ⅳ． 205 

２ 受入事務の流れ（納付者等からの受入れ） 歳入代理店等 Ⅱ．１． 207 

３ 受入事務の流れ（振替金融機関からの受入れ） 

―受入書類の提出を受ける場合― 

〃 Ⅱ．２． 208 

４ 受入事務の流れ（振替金融機関からの受入れ） 

―振替結果記録媒体の提出を受ける場合― 

〃 〃 209 

５ 後方整理事務の流れ（集計表を払込店で集中作

成する場合） 

〃 Ⅱ．３． 210 

６ 後方整理事務の流れ（集計表を自店で作成する

場合） 

〃 〃 211 

７ 払込店事務の流れ（集計表の集中作成店の場合） 払 込 店 Ⅲ． 212 

８ 払込店事務の流れ（集計表の集中作成店でない

場合） 

〃 〃 213 

 

 

フロー図目次 
 



＜フロー図１＞国庫金受入事務の全体像 

１．納付者等から受入れる国庫金 

（１）集計表を払込店で集中作成する場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）集計表を歳入代理店等で作成する場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

歳 

入 

代 

理 

店 

等 

払  

込 
 

店 

領収済通知 
（日銀ＯＣＲ分） 

納 
 

付 
 

者 
 

等 

歳 

入 

代 

理 

店 

等 

払 
 

込 
 

店 

資
金
払
込
店 

日 

本 

銀 

行 

官 
 

庁 

領収済通知書 

領 収 控 

納入告知書・領収証書 

（通常分） 

（日銀ＯＣＲ分） 

Ｔ日 

現金または小切手 

領収済通知書 

集計表＜第 2片＞ 

歳入金等受入日計表 

領収済通知書 

歳入金等受入合計表 

（日銀ＯＣＲ分） 

集計表＜第 1片＞ 

歳入金等受入合計表 

領収控 

集計表＜第 3片＞ 

（通常分） 

受入金の払込み 

Ｔ＋２日 

Ｔ＋２日 

領収済通知書 

領 収 控 

納入告知書・領収証書 

領収済通知 
（日銀ＯＣＲ分） 

納 
 

付 
 

者 
 

等 

資
金
払
込
店 

日 

本 

銀 

行 

官 
 

庁 

領収済通知書 

領 収 控 

納入告知書・領収証書 

（通常分） 

（日銀ＯＣＲ分） 

Ｔ日 

現金または小切手 

領収済通知書 

集計表＜第 2片＞ 

歳入金等受入日計表 

領収済通知書 

歳入金等受入合計表 

（日銀ＯＣＲ分） 

集計表＜第 1片＞ 

歳入金等受入合計表 

領収控 

集計表＜第 3片＞ 

（通常分） 

受入金の払込み 

Ｔ＋２日 

Ｔ＋２日 

領収済通知書 

領 収 控 

納入告知書・領収証書 

集計表＜第 1片＞ 

領収控 

集計表＜第 3片＞ 

領収済通知書 

（日銀ＯＣＲ分） 

（通常分） 
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２．振替金融機関から受入れる国庫金 

（１）受入書類の提出を受ける場合 

（集計表を払込店で集中作成する場合の例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（※１）官庁・振替金融機関・歳入代理店等との間では、口座振替契約に基づく関係者間の取極

めに従って、関係書類のやり取りを行っている。 

（※２）国税収納金整理資金の場合には、受入書類に領収証書が付属していないため、領収証書

の交付は行わない。 

（※３）１．の（通常分）の領収控と同様に取りまとめる。 

（２）振替結果記録媒体の提出を受ける場合 

（集計表を払込店で集中作成する場合の例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（※１）官庁・振替金融機関・歳入代理店等との間では、口座振替契約に基づく関係者間の取極

めに従って、関係書類等のやり取りを行っている（上記フローは代表例であり、口座振替

の明細・振替結果・領収済通知について、オンラインで行われるケースもある。）。 

（※２）１．の（通常分）の領収控と同様に取りまとめる。 

払 

込 

店 

資
金
払
込
店 

歳 

入 

代 
理 

店 

等 

振 

替 

金 

融 

機 

関 

現金等 受入金の
払込み 

Ｔ＋２日 

Ｔ日 Ｔ＋２日 

（※２） 

（※３） 

納付者 

官 
 
 
 
 

庁 

口座振替用納付書送付書 

歳入金等受入報告表 

領収済通知書 

領 収 控 

納入告知書・領収証書 

日 

本 

銀 

行 

歳 

入 

代 

理 

店 

等 

払 

込 

店 

Ｔ日 

資
金
払
込
店 

振 

替 

金 

融 

機 

関 現金等 

受入金の
払込み 

Ｔ＋２日 

Ｔ＋２日 

（※１） 

（※２） 官 
 

 
 
 

庁 

日 

本 

銀 

行 

領収済 

通知媒体 

振替結果 

記録媒体 

歳入金等受入報告表 

領収済通知書 

集計表＜第 2片＞ 

口座振替 

明細 

（※１） 
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＜フロー図２＞受入事務の流れ（納付者等からの受入れ） 

 

 

 

 

１．受入れできる書類であること、記載事項が整

っていることを確認する（記載例２へ）。 

 

 

２．小切手が受入れできるものであることを確認

する（別表４へ）。 

 

３．小切手の裏面に納付者等の記名押印または自

署を受ける（払込人から証券仕訳書の提出を受

けたときは不要）。 

 

４．受入書類の各片に「証券受領」の旨を表示す

る（記載例３へ）。 

 

５．小切手が不渡りになった場合に備え、会計名

等を記録する（受入書類の写を作成するなど、

任意の方法でよい。）。 

 

６．現金または小切手による領収金額と、受入書

類の金額が一致していることを確認する。 

 

７．受入書類の各片に領収印を押し（記載例２

へ）、領収証書を納付者等に交付する（注）。 

（注）交付先の誤り、領収控または領収済通知

書の誤交付に注意すること。 

納   付   者   等 

領収済通知書 

領 収 控 

納入告知書・領収証書 

現金 

歳入代理店等 

２．確認 

７．領収印の押印、領収証書の交付 

納入告知書・領収証書 

小切手（注） または 

＜小切手による受入れの場合＞ 

領収印 

（注）受入書類に現金納付の表示があ

るもの（交通反則金、罰金等）は、

小切手による受入れは不可。 

納   付   者   等 

６．金額の一致確認 

３．記名押印等を受ける 

１．確認 

４．「証券受領」の表示 

５．記録 
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＜フロー図３＞受入事務の流れ（振替金融機関からの受入れ） 

― 受入書類の提出を受ける場合 ― 

 

 

 

 

口座振替用納付書送付書 領収済通知書 

領 収 控 

納付書・領収証書 

歳 入 代 理 店 等 

５．領収証書の交付 

納付書・領収証書 

領収印 

１．受入書類につき、口座振替の対象となる歳入

金等にかかるものであること、記載事項が整っ

ていることを確認する。 

２．歳入金等受入報告表につき、記載事項が整っ

ていること（記載例４参照）、受入書類の記載

事項と一致していることを確認する。 

３．現金等の領収金額と、歳入金等受入報告表の

「振替納付分」欄の金額が一致していることを

確認する。 

４．受入書類の各片と歳入金等受入報告表に領収

印を押す（注）。 

 （注）領収印の押なつもれに注意すること。 

５．領収証書を振替金融機関に交付する。ただし、

国税収納金整理資金の場合には、受入書類に領

収証書は付属していないため、領収証書の交付

は行わない。 

歳入金等受入報告表 

（注）現金以外でも、当日資金決済のできるものであればよい。 

振  替  金  融  機  関 

１．確認 

２．確認 

３．金額の一致確認 

４．領収印の押印 

官      庁 

振  替  金  融  機  関 

現金等（注） 
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＜フロー図４＞受入事務の流れ（振替金融機関からの受入れ） 

― 振替結果記録媒体の提出を受ける場合 ― 

 

 

 

 

歳 入 代 理 店 等 

歳入金等受入報告表 

領収印 

１．歳入金等受入報告表につき、記載事項が整っ

ていることを確認する（記載例４参照）。 

 

 

 

２．現金等の領収金額と、歳入金等受入報告表の

「振替納付分」欄の金額が一致していることを

確認する。 

 

 

 

３．歳入金等受入報告表に領収印を押す（注）。 

 （注）領収印の押なつもれに注意すること。 

 

２．金額の一致確認 

３．領収印の押印 

現金等（注） 

（注）現金以外でも、当日資金決済のでき

るものであればよい。 
振替結果 

記録媒体 

歳入金等受入報告表 

１．確認 

官      庁 

口座振替
明  細 

振  替  金  融  機  関 
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＜フロー図５＞後方整理事務の流れ（集計表を払込店で集中作成する場合）＜※＞ 

 

 

  

領収済通知書 
（①） 

 

領収控 
（②） 

（書面納付分）       （媒体による納付分） 

領収控 

集計表＜第 3片＞ 

集計表＜第 1片＞ 

（通常分） （日銀ＯＣＲ分） 

歳入金等受入報告表 

（⑤） 
領収済通知書 

領収控 

派出収納分 口座振替収納分 窓口収納分 

受 入 金 

払  込  店 官     庁 

７．整理・保管 

４．金額の一致確認 

１．点検 

 

１．下線付きの書類について、受入時に準じて点検する。この場合、日銀
ＯＣＲ分の領収済通知書に訂正等があるときは、所要の記入を行う（記
載例６へ）。 

２．①④⑤の書類の枚数・金額および②③⑤の書類の枚数・金額を集計し
（③⑤については、「振替納付分」欄の枚数・金額により集計する。）、こ
れらが一致していることを確認する。 

３．国庫金にかかる関係書類を集計し、合計金額を算出する。 

４．自店で受入れた国庫金の受入金（派出先における受入分を含む。）の勘
定（注）と、３．の金額が一致していることを確認する。 

（注）他の勘定と区分し、自行庫等で定めた勘定（別段預金・歳入代理
店口座など）で計理する。 

５．関係書類をすみやかに払込店に送付する。 

６．口座振替収納分（媒体による納付分）がある場合には、領収済通知媒
体を作成し、官庁に送付する。 

７．書類等を整理・保管する（注）。 

（注）日銀ＯＣＲ分の領収控を払込店で保管する場合には、５．によ
り払込店に送付する。 

５．送付 

（書類・媒体の動き） 

      ：払込店に送付するもの 

      ：官庁に送付するもの 

      ：自店に保管するもの 

歳入代理店等 

（税関への派出の場合） 

歳入金等受入報告表 
（③） 

領収済通知書 
（④） 

領収控 

振替結果 
記録媒体 

３．関係書類の合計金額を算出 

２．集計・照合 

領 収 済 

通知媒体 

６．領収済通知媒体の作成・送付 

＜※＞窓口電子収納受入店における取扱いは、記載を省略している。 
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＜フロー図６＞後方整理事務の流れ（集計表を自店で作成する場合）＜※＞ 

 

  

領収済通知書 
（①） 

領収控 
（②） 

（書面納付分）        （媒体による納付分） 

領収控 

集計表＜第 3片＞ 

集計表＜第 1片＞ 

（通常分） （日銀ＯＣＲ分） 

歳入金等受入報告表 
（③） 

領収済通知書 
（④） 

領収控 

歳入金等受入報告表 
（⑤） 

領収済通知書 

領収控 

派出収納分 口座振替収納分 窓口収納分 

受 入 金 

１．下線付きの書類について、受入時に準じて点検する。この場合、日銀ＯＣＲ分の
領収済通知書に訂正等があるときは、所要の記入を行う（記載例６へ）。 

２．①～⑤の書類につき、会計等および官庁別に取りまとめる（取りまとめ方法は、
記載例８の（留意事項）参照。なお、４、５月中を受入日とする書類については、
年度別区分（別表６参照）も必要。）。また、この取りまとめ単位で、②③の書類の
枚数・金額および①④の書類の枚数・金額を集計し（③については、「振替納付分」
欄の枚数・金額により集計する。）、これらが一致していることを確認する。 

３．２．の取りまとめ単位で、集計表を作成し、各片に領収印を押す（記載例８へ）。
また、集計表の各片は、次のとおり取扱う。 

（１）第３片を領収控または歳入金等受入報告表に添付する。 

（２）第２片を領収済通知書に添付する（⑤の書類にかかるものは破棄）。 

（３）第１片は適宜取りまとめる。 

４．国庫金にかかる関係書類を集計し、合計金額を算出する。 

５．自店で受入れた国庫金の受入金（派出先における受入分を含む。）の勘定（注）と、
４．の金額が一致していることを確認する。 

 （注）他の勘定と区分し、自行庫等で定めた勘定（別段預金・歳入代理店口座など）
で計理する。 

６．関係書類をすみやかに払込店に送付する。 

７．領収済通知書（集計表＜第２片＞添付）を官庁に送付する。なお、口座振替収納
分（媒体による納付分）がある場合には領収済通知媒体を、日銀ＯＣＲ分の領収済
通知書に申告書（労働保険特別会計分）が接続している場合には当該申告書を、該
当の官庁に送付する。 

８．書類等を整理・保管する（注）。 

（注）日銀ＯＣＲ分の領収控を払込店で保管する場合には、６．により払込店に送
付する。 

（書類・媒体の動き） 

      ：払込店に送付するもの 

      ：官庁に送付するもの 

      ：自店に保管するもの 
（税関への派出の場合） 

歳入代理店等 

１．点検 

振替結果 
記録媒体 

２．書類取りまとめ・集計・照合 

３．集計表の作成等 

４．関係書類の合計金額を算出 

６．払込店へ送付 

払 込 店 官   庁 

集計表＜第 2片＞ 

領収済通知書 

集計表＜第 1片＞ 

集計表＜第 1片＞ 

集計表＜第 1片＞ 

集計表＜第 3片＞ 

領収控等 

５．金額の一致確認 

８．整理・保管 

＜※＞窓口電子収納受入店における取扱いは、記載を省略している。 

７．官庁へ送付 

領 収 済 
通知媒体 

申告書 
（労働保険特別会計分） 
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＜フロー図７＞払込店事務の流れ（集計表の集中作成店の場合） 

 

  

領収済通知書 

（①） 

領収控 

（②） 

（通常分） （日銀ＯＣＲ分） 

領収済通知書 

領収控 

受 入 金 

官   庁 

１．下線付きの書類の点検（①受入書類の中に受入れできないものが混入していない
こと、②記載事項が整っていること、③領収印が正しく押されていること、④日銀
ＯＣＲ分の領収済通知書に訂正等があるときに所要の記入が行われていること）、
集計表の内容点検（①枚数、金額に誤りがないこと、②会計等番号、取扱庁番号の
記入もれ、記入誤りがないこと、③作成単位に誤りがないこと、④領収印が正しく
押されていること）を行う。 

２．取りまとめにあたる歳入代理店等ごとに、書類の集計額（③⑤は「振替納付分」
欄の金額を集計）と、勘定計理上の金額が一致していることを確認する。 

３．取りまとめにあたるすべての歳入代理店等から関係書類の送付を受けた後、①～
⑤の書類につき、会計等および官庁別に取りまとめる（取りまとめ方法は、記載例
８の（留意事項）参照。なお、４、５月中を受入日とする書類については、年度別
区分（別表６参照）も必要。）。また、この取りまとめ単位で、②③の書類の枚数・
金額および①④の書類の枚数・金額を集計し（③については、「振替納付分」欄の
枚数・金額により集計する。）、これらが一致していることを確認する。 

４．３．の取りまとめ単位で、集計表を作成し、各片に集計表集中作成店印（日付は
歳入代理店等の受入日）を押す（記載例８へ）。また、集計表の各片は、次のとお
り取扱う。 

（１）第３片を領収控または歳入金等受入報告表に添付する。 
（２）第２片を領収済通知書に添付する（⑤の書類にかかるものは破棄）。 
（３）第１片は適宜取りまとめる。 

５．①日銀ＯＣＲ分の領収済通知書、②４．（３）の集計表（第１片）、③派出収納分
の集計表（第１片）につき、この３区分で集計し、歳入金等受入合計表・歳入金等
受入小計表を作成する（記載例 10参照）。また、歳入金等受入合計表を集計して、
歳入金等受入日計表を作成する（記載例 11参照）。 

６．国庫金の受入金（取りまとめにあたるすべての歳入代理店等分）にかかる勘定計
理上の金額と、５．の歳入金等受入日計表に記載の金額（合計額）が一致している
ことを確認し、当該金額を資金払込店に連絡する。 

７．歳入金等受入日計表とともに関係書類を整理し（整理方法は別表７参照）、提出
時限までに到着するように、日本銀行（証票提出先）に送付する。 

８．領収済通知書（集計表＜第２片＞添付）を官庁に送付する（注）。なお、日銀ＯＣ
Ｒ分の領収済通知書に申告書（労働保険特別会計分）が接続している場合には、当
該申告書を切り離し、該当の官庁に送付する。 

（注）財政投融資特別会計の財務省理財局分の領収済通知書は、当該歳入金を受入
れた一般代理店の統轄店に送付する（別表６の２参照）。 

９．日銀ＯＣＲ分の領収控を、任意の方法で取りまとめ、２か月間保管する（注）。 

 （注）日銀ＯＣＲ分の領収控は、歳入代理店等で保管することでもよい。 

払 込 店 

（書面納付分）       （媒体による納付分） 

日本銀行（証票提出先） 

集計表＜第 2片＞ 

領収済通知書 

集計表＜第 1片＞ 

集計表＜第 1片＞ 

集計表＜第 1片＞ 

集計表＜第 3片＞ 

領収控等 

９．整理・保管 

８．官庁へ送付 

１．点検 

３．書類取りまとめ等、４．集計表の作成等 

申告書 
（労働保険特別会計分） 

歳入金等受入合計表 
（アンダーカラー赤） 

歳入金等受入合計表 

（アンダーカラー赤） 

歳入金等受入日計表 

６．金額の一致確認、資金払込店への連絡 

７．日本銀行へ送付 

２．書類の集計・金額の一致確認（歳入代理店等ごと） 

歳入金等受入合計表 
（アンダーカラー青） 

５．歳入金等受入合計表・歳入金等受入小計表、歳入金等受入日計表の作成 

領収控 

集計表＜第 3片＞ 

集計表＜第 1片＞ 

歳入金等受入報告表 

（③） 

領収済通知書 

（④） 

歳入金等受入報告表 

（⑤） 

派出収納分 口座振替収納分 窓口収納分 

（書類の動き） 

      ：日本銀行（証票提出先）に送付するもの 

      ：官庁に送付するもの 

      ：自店に保管するもの 
（税関への派出の場合） 

歳 入 代 理 店 等 



 

＜フロー図８＞払込店事務の流れ（集計表の集中作成店でない場合） 

 

  

 
領収控 

集計表＜第 3片＞ 

集計表＜第 1片＞ 

（通常分） （日銀ＯＣＲ分） 

領収済通知書 

領収控 

派出収納分 口座振替収納分 窓口収納分 

受 入 金 

１．下線付きの書類の点検（①受入書類の中に受入れできないものが混入していない
こと、②記載事項が整っていること、③領収印が正しく押されていること、④日銀
ＯＣＲ分の領収済通知書に訂正等があるときに所要の記入が行われていること）、
集計表の内容点検（①枚数、金額に誤りがないこと、②会計等番号、取扱庁番号の
記入もれ、記入誤りがないこと、③作成単位に誤りがないこと、④領収印が正しく
押されていること）を行う。 

２．取りまとめにあたる歳入代理店等ごとに、書類の集計額と、勘定計理上の金額が
一致していることを確認する。 

３．取りまとめにあたるすべての歳入代理店等から関係書類の送付を受けた後、①日
銀ＯＣＲ分の領収済通知書、②窓口収納分（通常分）・口座振替収納分の集計表（第
１片）、③派出収納分の集計表（第１片）につき、この３区分で集計し、歳入金等
受入合計表・歳入金等受入小計表を作成する（記載例 10参照）。 

４．３．の歳入金等受入合計表を集計して、歳入金等受入日計表を作成する（記載例
11参照）。 

５．国庫金の受入金（取りまとめにあたるすべての歳入代理店等分）にかかる勘定計
理上の金額と、４．の歳入金等受入日計表に記載の金額（合計額）が一致している
ことを確認し、当該金額を資金払込店に連絡する。 

６．歳入金等受入日計表とともに関係書類を整理し（整理方法は別表７参照）、提出
時限までに到着するように、日本銀行（証票提出先）に送付する。 

７．日銀ＯＣＲ分の領収控を、任意の方法で取りまとめ、２か月間保管する（注）。 

 （注）日銀ＯＣＲ分の領収控は、歳入代理店等で保管することでもよい。 

（書類の動き） 

      ：日本銀行（証票提出先）に送付するもの 

      ：自店に保管するもの 

（税関への派出の場合） 

日本銀行（証票提出先） 

 

集計表＜第 3片＞ 

領収控等 

７．整理・保管 

歳入金等受入合計表 
（アンダーカラー青） 

歳入金等受入合計表 
（アンダーカラー赤） 

歳入金等受入合計表 

（アンダーカラー赤） 

歳入金等受入日計表 

６．日本銀行へ送付 

歳 入 代 理 店 等 

集計表＜第 1片＞ 

払 込 店 

２．書類の集計・金額の一致確認（歳入代理店等ごと） 

５．金額の一致確認、資金払込店への連絡 

１．点検 

３．歳入金等受入合計表・歳入金等受入小計表の作成、４．歳入金等受入日計表の作成 
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